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はじめに

2005 年、アスベスト工場の周辺住民にまで、アスベストによる死に至る病が複数発症し

ていることが発覚しました（クボタショック)。当時、当会でもアスベスト部会を設けてお

り、公害としての扱いを主張しました。 

それから１0年、環境被害者は増えていますが、亡くなってもわずか３２０万円程度を救

済金として払われているだけです。 

また、現存する建物に多く残存しており、解体・改修工事で飛散するアスベストの対策の

ため、大気汚染防止法の改正が 2013 年になされ、2014 年施行されました。 

その内容や現場の問題点を確認し、改善点を把握するために、本シンポジウムを開催し

ました。法改正にご尽力なさった浅野直人先生、島田啓三先生、外山尚紀先生には、貴重

なご講演を頂き、実務との連携に資するきっかけとなったと思います。これからも、アス

ベストを多用した建物の解体、改修、耐震工事のラッシュが予測されており、国、行政、

自治体、住民、司法による被害防止が機能することを求め続けたいと思います。 

      公害・環境特別委員会 

      副委員長・アスベスト部会長 牛 島 聡 美 
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講師・基調報告者及びパネリスト略歴
浅野直人氏 

1943 年名古屋市生まれ 

1966 年九州大学法学部卒 

九州大学大学院法学研究科、同法学部助手を経て 

1972 年から福岡大学法学部に勤務 

1980 年から教授 2014 年定年退職、名誉教授 

あわせて福岡大学法科大学院特任教授 

現在、中央環境審議会会長、福岡県・北九州市・福岡市・太宰府市で 

環境審議会会長、環境法政策学会副理事長など 

中央環境審議会大気騒音部会石綿飛散防止専門委員会委員長として 

大気汚染防止法改正の審議にもあたっている 

島田啓三氏 

1949 年 京都生まれ 名古屋工業大学建築学科卒 

1973 年 建設省入省 近畿地方建設局、下水道事業団、本省官庁営繕部、関東地方建設局 

          国際科学技術博覧会協会、本省建設業課等に勤務 

1988～1989 年 建設省建設業課勤務時 

    建設廃棄物問題に関与したことを契機に、廃棄物問題をライフワークとして活動す 

るため、建設省を退職し鹿島建設に入社。以降、建設会社内で廃棄物問題に従事 

1994 年 鹿島建設㈱入社 東京支店総務部廃棄物処理計画室、同安全環境部に勤務

2009 年 鹿島建設㈱定年退職（東京建築支店安全環境部担当部長） 

2009 年 社）日本建設業団体連合会（現 日本建設業連合会）参与 

2011 年 社）日本建設業連合会参与を辞す  

    建設廃棄物協同組合理事長に就任 

外山尚紀氏 

環境省中央環境審議会大気環境部会石綿飛散防止専門委員会委員 

環境省・厚生労働省東日本大震災アスベスト対策合同会議委員 

国土交通省委嘱アスベスト調査推進サブワーキンググループ委員 

経済産業省委託国内標準開発ＩＳＯ(国際標準)分析方法に関する国内標準化検討委員会委

員 

労働衛生コンサルタント 

作業環境測定士 
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講師・基調報告者及びパネリスト略歴
牛島聡美弁護士   

オリーブの樹法律事務所弁護士 

1995 年東京弁護士会弁護士登録。東京弁護士会公害・環境特別委員会副会長、同アスベス

ト部会長。日本弁護士連合会 公害対策･環境保全委員会副委員長 

東京都公害審査会委員、中皮腫･じん肺･アスベストセンター運営委員 

2000 年 日本弁護士連合会客員研究員派遣制度によるニューヨーク大学ロールクール客員

研究員（環境法専攻） 

2010 年～2013 年 司法試験考査委員（環境法） 

アスベストに関する共著・論文等 

『建物の煙突用石綿断熱材』（アットワークス）、「保育園児のアスベスト曝露に関する

損害賠償請求事件についてー建物改修での多量なアスベスト曝露とリスクコミュニケーシ

ョン」（日弁連公害環境委員会ニュース 2005 年 10 月）、「石綿救済法の費用負担問題に

ついてーアスベスト関連企業の負担は、基金の事業主部分の 3.6％」（同上）、「ビルオー

ナーにとってのアスベスト対策と今後の法的問題―その現状把握・法的責任・資産価値改

善方法―」（㈱不動産経済研究所 講演録）、「アスベスト問題について」（自由と正義 

2013 年 4月号 日弁連）、“Eternit Activity and Emerging Victims in Japanese Case”

(“Eternit and the Great Asbestos trial”2012 、日本語版 「エタニット社の業務と

現在の犠牲者：日本のケース 『エタニット 史上最大のアスベスト訴訟』) 

小澤英明弁護士 

長崎県生まれ。西村あさひ法律事務所弁護士（不動産法・環境法），東京弁護士会公害・

環境特別委員会委員。 

１９７８年東京大学卒業後、１９８０年東京弁護士会弁護士登録，１９８５年東京大学大

学院工学系都市工学修士課程修了，１９９１年コロンビアロースクールＬＬＭ修了，１９

９２年ＮＹ州弁護士資格取得。 

主な著書に「土壌汚染対策法と民事責任」，「温泉法―地下水法特論」，「建物のアスベ

ストと法」（いずれも白揚社）などがある。 

芝田麻里弁護士 

芝田稔秋法律事務所所属。

東京弁護士会公害・環境特別委員会委員。立教大学法学部卒業。平成２４年弁護士登録。

全国産業廃棄物連合会機関誌「INDUST」に『実例で見る廃棄物の過去、現在とこれから』、

東京産業廃棄物協会機関誌「とうきょうさんぱい」に『よろず法律相談』連載。

津村八江弁護士 

お茶の水合同法律事務所弁護士。 

東京弁護士会公害・環境特別委員会委員。 

中央大学法科大学院卒業後、平成２５年弁護士登録。 
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環境シンポジウム

「アスベスト被害 予防の現状と課題 ～建物に使用されているアスベスト問題～」

（司会） 本日は「アスベスト被害 予防の現状と課題～建物に使用されているアスベス

ト問題」のシンポジウムにご来場いただきまして、ありがとうございます。開始に当たり

まして 3 点お知らせがございます。1 点目、シンポジウムの様子の写真撮影を予定しており

ます。差し支えのある方がいらっしゃいましたら、お手数ですが受付の方までお知らせく

ださい。2 点目、携帯電話は電源をお切りいただくか、マナーモードに変更をお願いします。

3 点目、お手元の資料についてです。冊子が 1 冊、質問票、アンケート用紙があります。冊

子の 2 ページ目に目次がございまして、今回のテーマである被害者救済、建物のアスベス

トに関連し、講演者の資料などをまとめてございます。

 では本題に入ります。主催の東京弁護士会公害環境特別委員会担当副会長栗林勉より、

ごあいさつを申し上げます。

（栗林） 東京弁護士会副会長の栗林でございます。本日は土曜日にもかかわらず、たく

さんの皆様にご参集いただきまして、ありがとうございます。東京弁護士会の公害環境委

員会では、毎年この時期にシンポジウムを開催しております。本年はアスベストの問題と

いうことで、公害環境委員会のアスベスト部会を中心として、研究に取り組んできたテー

マでございます。今後建物解体等を通じてまだアスベストの被害拡大の恐れがありますの

で、本日のシンポジウムを通じてアスベストによる被害防止について、皆さんで知見を共

有できればと思っております。よろしくお願いいたします。
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第一部 弁護士報告・講演

１．弁護士報告

（１）アスベストに関連する近年の最高裁判決

（司会） では、第 1 部の講演に入ります。まず、津村八江公害環境特別委員会委員より、

アスベストの基礎知識および近時の最高裁判決をご紹介いたします。

（津村） ご紹介にあずかりました、津村と申します。座ってで失礼いたします。私の方

からは、近年のアスベストに関する最高裁判決のご報告をさせていただきます。まず、詳

しい説明は後ほどあるかと思いますが、アスベストについて簡単に説明させていただきま

す。

 アスベストというのは、こちらにある原石のような、本来は天然の繊維状の鉱物で、ク

リソタイルやクロシドライト、アモサイト等の種類があります。アスベストの特徴ですが、

非常に細かい繊維状の物質で、こちらの下の吹き付けアスベストのように、およそ髪の毛

の 5,000 分の 1 ぐらいの大きさのものに加工されて使用されています。戦前から船の機関

室などで使用されていたそうですが、国策でアスベストの使用が推奨されていまして、1980
年代ごろまで多くの建築資材や電化製品等に使用されていました。性質としては、加工が

しやすく耐久性や耐熱性などに優れるという性質があります。

 アスベストの被害についてですが、非常に細かいものですので、空中に飛散して肺がん

や悪性中皮腫の原因になります。症状が発生するまでに数十年という潜伏期間が長いのも

特徴のひとつで、閾値がなく、少量を暴露したとしても健康被害が発症する可能性があり

ます。

 現在の実際に建物に使用されているアスベストについてなんですけれども、レベル 1 か

らレベル 3 までに分類されておりまして、これはアスベスト自体がどの程度飛散しやすい

かということで分類されています。写真に載っているのはレベル 1 の吹き付け材というこ

とですが、これは鉄骨などに直接アスベスト、石綿などが吹き付けられている状態で、非

常に飛散しやすいものです。レベル 2 は、保温材ですとか断熱材に含まれているもので、

レベル 3 は、整形板などに含まれていて非常に安定はしているので、基本的に破壊などを

しない限りは飛散の確率はあまりありません。

 続きまして、平成 26 年 10 月 9 日の泉南アスベスト判決についでご説明させていただき

ます。この事件は大阪の泉南地域というところで、アスベスト製品を製造していた工場で、

その製品の製造に従事していたことによって肺がんですとか悪性中皮腫を発症した元労働

者またはその遺族が、国に国賠請求をしたというものです。国の責任としては、石綿の疾

患の発生を防止するために、法に基づく規制権限を行使すべきであったのに行使しなかっ

たことということで、請求が行われました。

 この訴訟ですが、2006 年に提訴された第 1 陣と、2009 年に提訴された第 2 陣がありま
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す。第 1 審判決に限っては、双方とも国の責任を認めて請求の認容ということになったん

ですけれども、第 1 陣の方の第 2 審は請求棄却、第 2 陣の方は請求認容となっています。

内容についてですが、第 1 陣は、アスベストについて厳格に許可制を取るということをす

ると、企業の自由な発展を妨げることになり、経済的な発展を阻害するということで、国

の規制権限を行使しなかったという判断も合理的であるという認定がされました。第 2 陣

ですが、こちらはやはりアスベストによって人の生命や身体に関して被害が出るというこ

とを重視して、技術の進歩や医学的な知見に合わせて、適時適切に規制権限を行使すべき

という判決で、請求が認容されています。

 最高裁の判断枠組みですが、基本的に第 2 陣訴訟の 2 審と同じで、平成 16 年にありまし

た筑豊じん肺訴訟を引用して、このように認定しています。読み上げさせていただきます

が、権限を定めた法の趣旨、目的、権限の性質等に照らして、具体的事情の下において、

不行使が許容限度を逸脱して著しく合理性を欠くときは、その規制権限の不行使は違法で

あるということになっています。

 本件においては、昭和 33 年 5 月 26 日に労働基準局長がアスベストの労働環境について

予防対策をするべきだという通達を出しておりまして、そのころから医学的知見が確立し

ており、そこの図に描いてあるんですけれども、局所排気装置を義務付けることによって、

被害の発生をある程度防止できたということで、その義務付けに対する必要な技術的な知

見もあったという認定をしています。

 それでこの通達のありました昭和 33 年の 5 月 26 日から、局所排気装置の義務付けを定

めた特定化学物質等障害予防規則ができました昭和 46 年の 4 月 28 日までの間で、局所排

気装置を設置すべきなのに設置されていなかった石綿工場内において、石綿に暴露をした

ことによって石綿関係の疾患を発症したという原告に対しては、損害の賠償を認めていま

す。

 具体的な認定額ですが、第 2 陣は 2 審の方で認容されているので、そのまま原告 54 人に

対して約 3 億 3,000 万円。これは症状などにもよりますが、死亡の場合は 1,300 万円とい

うことになっています。第 1 陣は棄却されていますので、差し戻されて最高裁の認定額と

同様の額が認定されています。現在厚生労働省は、石綿工場で働いていた方が訴訟を提起

した場合は、今回の最高裁の認定額と同様の支払いを認めているようです。

 続きまして、平成 25 年 7 月 12 日の判決の報告をさせていただきます。これは鉄道高架

下の建物を賃借したという事案で、鉄道会社と個人営業している文具店に昭和 49 年の 3 月

に賃貸借契約を締結して、そこから平成 14 年 5 月まで粉塵暴露し、その結果その取締役の

方が悪性中皮腫に罹患して死亡された事案です。この件で問題になったのがこの 2 階部分

ですが、クロシドライトという非常に危険性の高い吹き付け材が、約 3 センチの厚さでむ

き出しのまま施工されていました。鉄道の振動によってどんどんアスベストの繊維が落ち

てきて、倉庫内にも降り積もる状態で、平成 15 年に測定した際にもかなり高い数値が出て

います。
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 原告の請求ですが、民法 717 条の工作物責任に基づく賠償を行っています。これは土地

の工作物の設置または保存に瑕疵があった場合に、他人に損害が生じたときに責任を負う

というものになります。問題になったのはこの建物に瑕疵が生じた時期、いつから瑕疵と

されるのかというところですが、原告の主張では学校の施設や公共施設でのアスベストの

建物使用が社会問題になった昭和 62 年ごろ。被告の主張は、この 62 年ごろまではアスベ

スト資材は指定耐火材として認められていたので、この時期ではなく平成 17年 7 月という、

国が建物吹き付け石綿に対する規制を始めた時以降であると主張しています。

 最高裁の判断ですが、土地の工作物の設置または保存の瑕疵というのは、過去の最高裁

の判例を踏襲して、通常有すべき安全性を欠いていることとしています。今回の石綿の被

害というのは、粉塵暴露の健康被害の危険性などについては、科学的知見や一般人の知見

や法令の規制などの対応がどんどん変化しているという特色がありまして、責任を負うか

どうかは、人がその中で勤務する本件建物のような建築物の壁面に吹き付け石綿が露出し

ていることをもって、通常有すべき安全性を欠くと評価されるようになったときからその

後の、それ以降に原告が吹き付けられた石綿の粉塵暴露をして、それ以降の暴露と悪性中

皮腫発症の間に因果関係があることということを審議して初めて判断できるとしています。

原審はこれがいつからかを明らかにしてないので差し戻しされました。

 瑕疵があるとされた時期は昭和 63 年 2 月ごろ。このころに、建物のアスベストについて

の対策についての通知を厚労省が出しています。このころから危険性が明らかになったと

いうことで認定しています。相当因果関係についてですが、結局その昭和 63 年の 2 月から

発症まででも 13 年 9 カ月という、潜伏期間として相当な期間があって、それから昭和 45
年の最初に借りたときからの期間が不可分一体となって被害者を中皮腫に罹患させたと認

定されていて、遺族合計で 6,000 万円の請求が認められています。

 今回の最高裁の判断は、知見の発展とともに瑕疵と認識された場合に工作物責任を負う

かについてどう判断するかということで、瑕疵と判断される基準時とそれ以降の損害の間

に相当因果関係を認定するということが必要であるということを判示しています。ただ、

今回はアスベストの使用建物がいつから瑕疵があるのかということを具体的に最高裁で判

断したものではなく、アスベストを使用した建物の瑕疵があるかどうかをどのように判断

するのかという考慮要素までは判断されていません。

 また、債務不履行や不法行為を求める際の前提となるアスベストの被害に対する予見可

能性の判断枠組みも示されていないので、これらについては今後の判例が待たれることに

なるかと思います。以上です。
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 （２）建物解体・改修におけるアスベスト飛散事故と裁判例

（司会） では、次に牛島聡美副委員長より、建物解体またはリノベーションでアスベス

トが問題になって、実際に裁判になった事件を二つ紹介いたします。

（牛島） はじめまして、弁護士の牛島と申します。よろしくお願いいたします。当会は、

公害環境委員会の中にアスベスト部会というのを置いている珍しい弁護士会です。たぶん

日本でひとつではないかと思います。そのきっかけは、今日お話しする第 2 の事例のさし

がや保育園という文京区立保育園での保育中の改修工事でのアスベスト飛散事故について、

法律相談を東京弁護士会の当公害環境委員会が受けたということでした。その事例も含め

てお伝えします。

 説明の順序としては、改修工事より解体工事の方が分かりやすいので、解体工事の事例 1
（資料 9-11 ページ）を先に説明をします。事故は平成 17 年 4 月ごろで、訴訟になって平

成 18 年から 21 年の約 2 年間で解決したケースです。資料 9 ページの左下の写真が、建物

の解体途中のものです。鉄骨周りに非常にべったり付着している灰色の物が、アスベスト

でして、それを本来であれば、解体工事前に除去しなければいけないのに、除去をしない

で、アスベストが飛散するままに、建物を壊していたというケースです。初めは資料 9 ペ

ージの右下のように、シートが覆いかぶさっていたので、近隣の周辺住民もよく分からな

かったんですが、途中で周辺住民がアスベストがあるのではないかということで、住民が

アスベストの専門家（中皮腫・じん肺・アスベストセンター）に相談しながら、業者と交

渉して中を見たところ、屋根の裏には資料 10 ページ左上の写真のようにアスベストが付着

していました。

 資料 10 ページ右上の写真は解体の現場ですね。住宅が大変密集している中です。当然周

辺住民がアスベストに曝露させられます。資料 10 ページ左下の写真は、鉄骨の上の方にシ

ートがかぶされていますけれども、この中にアスベストが付着しています。これは途中で

工事を止めることとなって、とりあえずの覆いを被せた状況です。他にもブルーシートで、

サンプルを採取している写真です。資料 10 ページ左下の写真は、解体途中の地面ですね。

解体現場の地面の上には、建材の破片であるガラなどが混在していますので、この中にア

スベストも混じってしまったということです。

 そもそも、日本全体で建設廃材は膨大になっているため、コンクリート、木材、鉄など

可能な限りリサイクルを薦められており、建設リサイクル法が規定されています。が、ア

スベストなど危険な物が付着している場合には、解体前に除去することになっています。

本件では途中でアスベストがあるはずだとの住民が区などにも苦情を言って、ようやく工

事が途中で止められました。その際、ブルーシートなどで、解体部分をちょっと覆ったり

しました（資料 11 ページ右上）、ブルーシートの下や横など、すき間だらけという状況で、

現地にはアスベストが非常に飛散したといえる状態でした。
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 時系列は資料 11 ページの左下にあります。平成 16 年 9 月、工事より約半年前に住民が、

マンション建設目的でスーパーを解体するらしいけれども、アスベストは大丈夫なんでし

ょうかという素朴な質問を投げ掛けまして区に行きました。ところが、まあ、うやむやに

終わって、翌年の平成 17 年、6 月にはクボタショックが起こる年なのですけど、1、2 月に

住民説明会が 2 回開かれます。3 月には、特に問題ないという形で解体工事が開始されてし

まいます。

4 月 15 日に、風も強かったので粉塵が飛散しまして、近隣住民のベランダに付着します。

それを住民の方がぞうきんでふきました。ここに、アスベストがあるということが後に検

出されました。4 月、その後、区は、始末書を騒音の観点から業者に出させました。ところ

がアスベストというのはなかなか難しいということで、ちょっと遅れて、これはちゃんと

調査してないのじゃないですかという指摘をします。

 それから、また第 3 回の住民説明会が行われるのですが、この場でもアスベストはない

と業者は断定します。この理由は、このスーパーがもともと昭和 52 年に建てられたものだ

から、52 年というのはアスベストはもう吹き付けはないんですよというような、中途半端

な知識です。確かに、昭和 50 年にアスベスト吹き付け原則禁止となりますが、実際には 5
重量％を超える吹き付けが禁止されたのであり、それ未満のものは吹き付け禁止となって

いませんでした。住民は素材調査をちゃんとしてくれと要求します。素材を先ほどのよう

に採って見たところ、アスベストが濃厚に見つかりました。工事中断をして謝罪をするこ

とになり、その後に工事協定というのを結びます。そして除去を完了します。ちょうど石

綿障害予防規則が発効した頃で、8 月になると区は遺憾表明を業者に出します。

 それから住民は損害賠償を求める交渉を始めましたけれども、うまくいかなかったので

提訴ということになり、約 2 年かけて訴訟上の和解となりました。原告は近隣住民約 25 名

で、近隣の就業者も含みます。被告は建物所有者、すなわち、解体目的で古いスーパーと

土地を購入した人なんですね。スーパーとしてはいらないけれども、それを壊してマンシ

ョンを建てるという目的です。二人目の被告は解体業者です。訴訟では損害賠償を求めま

して、中盤になって、建材の専門家が裁判所の専門委員となってかかわっていただきまし

た。和解金額は全体で 300 万円弱だったのですけど、いろいろな費用が掛かりましたので、

業者側には結構なコストとなっております。

 事例 2 をお伝えします。これが東京弁護士会で初めてアスベストに出くわした事件。文

京区立のさしがや保育園というところですが、0 歳児の定員を増やすために 1999 年に 0 歳

児室を拡張する改修工事をしたのです。そのときに保育中にアスベストを飛ばしてしまっ

たということです。資料 12 ページ右上の写真は、赤い鉄骨周りの吹付けアスベストなんで

すけれども、2～3 センチぐらいの本当に厚いものでした。赤茶けて見える部分は、吹付け

アスベストをこそぎ落としたところですね。その下の写真の赤茶色の部分もこそぎ落とし

てしまったということです。これはアスベストに気付いた保護者が工事止めさせて、それ

から写真を撮ったものです。
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 なぜこういうことになったかというと、従来の 0 歳児室が資料 12 ページ左下の斜線の右

下部分の一部屋だったのを、斜め上の斜線の部屋まで拡張して拡幅して、斜めに広げよう

という、そういう改修、リフォーム工事ですね。住民の側は、ここにアスベストがあるん

じゃないですかと、学校パニックが昭和 62 年にあったからあるんじゃないですかと言いま

すが、文京区役所の方ではないですと。いや、絶対あるはずだからまた調べてくれと言っ

たら、いや、ありましたけれども天井はあたらないし、天井板の後ろのアスベストにはあ

たらないから大丈夫ですと言います。

 ところが、実際に着工した後はその板は外されていて、保護者が指摘します。そうした

ところ、いや、外していても吹付けアスベストをこそぎ落としはしないから、大丈夫とい

うようなやりとりが何回もなされて、結局、こそぎ落としていました。訴訟になりまして、

園児は 108 人いたんですけど、そのうちの保護者と園児 6 名が 1 次訴訟、2 次訴訟は 2 名

ということで、原告になった人は少ないんですけれども、文京区と業者を被告として損害

賠償請求をしました。

 司法改革の当時のことで、審理を早く進めましょうというモデルケースとなりました。

そして、プロセスカードなどで、いつまでに何をやってくださいという宿題の期限が原告

被告双方にはっきりしているなかで、保育園の園長などを私の法律事務所にまで呼んで、

聞き取りをしていいよと、証拠もどんどん出しなさいという形でやり、1 年強で終わりまし

た。海外の証拠開示制度であるデポジション、ディスクロージャー制度を取り入れてもら

ったのです。（なお、海外ではアフリカなどの諸国でも、イギリスなどから学んでこのよう

な制度がとられるのですが、日本では、その後も、デポジション、ディスクロージャー証

拠開示制度は法制化されていません。）その訴訟中に、文京区の検討委員会が、約 1 週間の

工事で東京大気中に住む場合の一生分の発がんリスク上昇がありましたと報告をします。

 和解となりまして、1 次は 300 万円、2 次は 60 万円の解決金の他、謝罪と継続した健康

対策をその後ずっと受けられ、もし中皮腫になったような場合は、文京区が負担するとい

う約束をすることにしました。さらにいろいろとシミュレーションもしましたので、非常

に費用が掛かり、最終的には要綱と協定が結ばれることになりまして、これによって元園

児 108 名のほぼ全員に一人 10 万円の見舞金が行き渡っています。区としては、元園児の台

帳整備、健康診断などを含め、1 億円近い費用負担をしております。

 取りあえず事例二つは以上です。また後になりましたら、第 3、第 4、第 5 の事例をご紹

介したいと思います。
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 （３）アスベスト処理と廃棄物処理法

（司会） では、次に芝田麻里委員より、建物解体後のアスベスト廃棄物についてどのよ

うに処理されるのか、その法制度の解説をいたします。

（芝田） ただ今ご紹介いただきました、弁護士の芝田麻里です。私の方から、アスベス

トと廃棄物処理法との関係についてご紹介させていただきたいと思います。よろしくお願

いいたします。

 アスベストと廃棄物処理法との関係なんですけれども、廃棄物処理法はアスベスト含有

廃棄物の排出時、解体後から最終処分、すなわち埋め立て処分までの流れを規制している

法律です。ですので、解体時の解体の手順ですとか方法そのものを規制するものではあり

ません。解体の手順、方法等に関する法令としましては、こちらの表にありますような建

築基準法、建設リサイクル法、大気汚染防止法、労働安全衛生法関係で石綿障害予防規則

などが重要なものとして挙げられます。これらの法律については、このシンポジウムで後

でご説明のあるところかと存じます。

 廃棄物処理法については、廃棄物とはどういうものなのかということについて、レジュ

メ 21ページの右下に一覧表にあります通りいろいろ分類があるんですけれども、今回この
シンポジウムで取り上げますアスベスト含有廃棄物としては、この表のうちの<5>番、特定
有害産業廃棄物である廃石綿に該当するかと思います。廃石綿等特定有害産業廃棄物とい

いますのは、この表のウに該当するところで、いわゆるアスベストのレベルのレベル 1、レ
ベル 2 に該当するもので、飛散性があるものと分類されているものになります。これらに
ついて、廃棄物処理法がどのように規制しているかについてご説明したいと思います。

 比較の対象としてですが、一般廃棄物というのはレジュメ 22ページの右上のように処理
されています。まず排出がありまして、それから廃棄物の収集、運搬を行い、自治体の清

掃センターなどで焼却というものが行われます。焼却灰について埋め立て処分が行われま

す。埋め立て処分は、管理型という最終処分場がありまして、ここに埋め立てられること

になります。最終処分場については、種類が安定型、管理型、遮断型というのがありまし

て、この最終処分場の種類と主な特徴については、お配りしております冊子の 29ページか
らご説明がありますので、適宜ご参照ください。

 では、廃石綿の処理はどのように行われるかというところですが、これについては、ま

ず固定化、飛散防止という措置を行った後、ビニール袋などで二重に梱包するということ

を行います。そして廃石綿である表示を行い、飛散防止措置を採る。そうした上で、収集

運搬を行います。収集運搬の際には他の廃棄物と区別して収集運搬を行うこと、積み替え

保管を行うことといった規制がかけられます。このような状態で管理型の埋め立て処分場、

最終処分場へ運んでいきます。

 ここにおいて、一定の場所で分散しないように埋め立て、覆土することというのが定め
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られています。つまり、アスベスト含有廃棄物である廃石綿等は、ここに埋めましたよと

いうことが分かるように埋め立てなさいというところです。ただ、管理型最終処分場とい

うのは、用語集として配らせていただいておりますレジュメの 31ページに写真があるんで
すけれども、そちらの写真で見ていただければちょっと分かるんですが、山林、谷などを

掘削して建設いたしますので、非常に数が限られているというところがございます。なの

で、非常に数が限られているので、なるべく管理型最終処分場ではなくて、リサイクルで

きるようにしたいというのが、環境省などこれからの流れということになります。

 じゃあ、リサイクルするにはどうしたらよいかといいますと、レジュメ 22ページ右下の
スライドになりまして、溶融、無害化という中間処理を行いますと、再生、リサイクルで

きますよということになります。じゃあ、それはどういう処理フローをとるのかといいま

すと、まず最初に飛散防止梱包措置を採って、廃石綿であることの表示を行うこと、飛散

防止措置を採ること、というのは通常の廃石綿の処理フローと同じです。保管廃棄物と区

別して収集運搬、積み替え保管を行った後、中間処理施設に持ち込まれます。

 この中間処理施設において、1,500度以上の高温で溶融処理を行うことという処理を行う
か、もしくは無害化処理という処理を行うこととされています。無害化処理といいますの

は、1,500度以上の高温で行う溶融処理とは異なって、科学的方法によって石綿の成分を変
化させることによって、石綿が検出されなくなることという処理になります。ただ、無害

化処理というのは非常に高度な科学的技術を用いて行うものとされておりまして、今日本

ではまだ 2 社だけしか認定されておりません。このような処理を行った後はリサイクルが
可能となります。これは一般の廃棄物の処理なので、後でご覧ください。

 では、処理基準に違反した場合にはどうなるかということなんですけれども、これは事

業停止命令の対象となります。事業停止命令に違反した場合はどうなりますかというと、5
年以下の懲役もしくは 1,000万円以下の罰金、またはこれを併科ということになります。
 では最終処分場に石綿含有廃棄物、アスベストが埋め立てられた後はどうなるかといい

ますと、まず最終処分場を廃止するまでに 2 年間の監視期間というのが設けられておりま
して、その間に有害物質等の検出がなくてもう大丈夫ということになれば、最終処分場の

廃止という届出を行います。廃止の届出を行った区域については、最終処分場跡地につい

て指定区域として指定されまして、この指定区域について都道府県知事が指定区域台帳を

作成します。この指定区域台帳にはどんな廃棄物がいつ埋め立てられたのかということが

記載されることになって、アスベストについては埋め立てる場所が決まっておりますので、

ここに埋めましたよということが分かるようになります。

 この指定区域を再開発しようとする場合には、再開発をしようとする業者が都道府県知

事に届出を行って、再開発をしても、廃棄物を埋め立てた土地を掘り起こしても大丈夫か

というようなことを知事が判断して、もし不適切と判断された場合には、そこの再開発等

の計画の変更を命じることができることになります。それぞれその届出および変更命令に

違反した場合には、罰則が科されているということになります。以上で、アスベストと廃
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棄物処理法との関係のご紹介を終わりたいと思います。
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２．講演

（１）被害・救済の現状とこれからの対策

（司会） では、講演の方に移ります。まず、外山尚紀様からアスベストの「被害、救済

の現状と対策」についてご講演いただきます。外山様は NPO法人東京労働安全衛生センタ
ーの事務局として、また中央環境審議会石綿飛散防止専門委員会委員としてご活躍です。

よろしくお願いいたします。

（外山） ご紹介ありがとうございました、東京労働安全衛生センターの外山と申します。

私たちはNPOということで、NPOの立場からアスベストの被害者の方の相談を受けたり、
周辺住民の方のご相談を受けたりということもやっています。あとはいろいろな調査、研

究、分析、測定などもやらせていただいているNPOです。今日は「被害、救済の現状と対
策」ということですけれども、一般向けの講習会ということなので、アスベストとは何か

というあたりの話からも含めてお話をしていきたいと思います。

 初めにアスベストについては 3 種類あります。クリソタイル、アモサイト、クロシドラ
イト。一番上のクリソタイルは白石綿というものです。天然の鉱物繊維で、世界中で使わ

れました、20 世紀を通じて大量に使われてきたんですね。けれども発がん性があるという
ことで、世界的には今禁止の方向性になっています。覚えておいていただきたいのは、ク

リソタイルがたくさん使われたんですけれども、アモサイト、クロシドライトの方が発が

ん性は高いということです。アモサイト、クロシドライトも商業的に使われました。

 アスベストが厄介なのは、掘り出してから捨てるまで非常に長いプロセスの間、しっか

り管理をしないと被害者が出てしまうということです。最初の採掘、輸送、製造、加工、

これはもう日本で禁止されていますが、その後の過程はまだまだ先があります。前半の部

分に注目していますけれども、これはカナダのセットフォードという大きなアスベスト鉱

山で、アスベストを露天掘りしています。私は 2008年に行きましたが、そのときはまだ操
業していて、こういう状態でした。

 国内外の批判もあって 2011 年に閉山して、2014 年にもう一遍行きましたが、こんな形
でもう水がたまってしまっています。採掘の現場、ここでも大きな被害が出ていますし、

現在でもロシアですとかブラジルやジンバブエなどアスベストを掘っている国もたくさん

ありますし、使っている国々もアジアの中でまだまだたくさんあるという状況であります。

ここでも被害が出ました。

 そのあと、輸送ですね。これは日本の港湾の荷役の労働者の方ですけれども、麻袋に入

ったアスベストを扱って、穴が開いていたりする。これは荷崩れを起こして中身が出てき

てしまっている。こういうところでも被害が実際に出てきているという状況があります。

 それから製造です。これは実はベトナムの写真ですけれども、ロシアとかジンバブエか

ら輸入してきたアスベストを使って、この人は袋を開けて、解綿というアスベストをとき
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ほぐすようにしています。すごい粉塵が出るんですけれども、自分で作ったようなマスク

しか使っていない。これもアジアの現状ですね。ここで何を作っているか。波板スレート

ですね。日本中でもたくさん使われた波板スレートを、50 人ぐらいの小さい工場で今もた
くさん作っているという状況があります。製造の現場、ここでもたくさん被害が出ていま

す。

 加工。これは、日本の写真です。2000年に撮影しています。ごく普通の建設現場です。
外壁材にアスベストが入っています。だけれども、作業しているこの方はマスクもしてい

ないですし、電動丸のこで防じん装置も付けないで切断してしまっている。これが 2000年
ごろには普通にあったんですね。この方もアスベストを吸ってしまいますし、隣に住んで

いる方も何も知らないでアスベストを吸ってしまうという状況が、つい 10年ちょっとぐら
い前の日本でも普通に見られていたということになります。

 アスベストはどんなところに使われたのか。これはクリソタイルの吹き付け材です。鉄

骨耐火被覆ですね。これは落ちちゃっていますね。この下を歩いたりすると粉塵がいっぱ

い出てきますし、これは一番危険なレベル 1 建材とされています。この下で働いていた方
は中皮腫になってしまいました。次のスライドはクロシドライト、青石綿ですね。これは

見ただけで分かりますので、これを見つけたら危ないなと思ってください。目に付くとこ

ろはだいぶ除去されたんですけれども、地下室などにはまだたくさんこういったものが残

っています。

 次のスライドはおじさんが天井を見上げていますけど、小学校ですね。岩綿吹き付けで

す。岩綿はアスベストではないんですけれども、アスベストを混ぜて施工していた時期が

あって、問題になっています。これが小学校にあると子供たちが吸ってしまうということ

で、現在では除去したり対策が取られていますけれども、2002～2003年ごろはこのような
状況にもありました。

 次のスライドは、ひる石（バーミキュライト）の吹き付け。見たことがある方もいらっ

しゃるかと思うんですけれども、茶色いざらざらした感じです。集合住宅の居室の天井な

んかにある。これもたくさんあるんですけれども、実は含有しているものはそんなに多く

はありません。でも調べないと分からないという問題があります。次のスライドは耐火被

覆材です。耐火被覆材の中に鉄骨が入っています。この外側のものにアスベストが入って

います。天井部分は ALC という材料でアスベストは入っていません。次は配管の保温材。
表面が破れて中が出てきています。この部分にアスベストが入っているということです。

これは屋根用折板裏断熱材。この屋根の部分にちょっとフェルト状のアスベストが張り付

けてある。これも飛散しやすいです。

 次は煙突用石綿断熱材です。建物に煙突はあるのかと聞かれることがありますが、屋上

から出ているのが煙突ですね。屋上部分だけじゃなくて 1 階か地下まで続いています。下
にボイラー室があります。煙突の中をのぞくとどうなっているかというと、こんな感じに

なっていて、劣化して毛羽立っています。これにはアモサイトが 80％ぐらい入っている材
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料があります。これはボイラーをたくときに外に飛散しているというデータもあります。

 このように、いろいろなものに使われています。

 次は成形板という建材です。切ったり削ったり、力が加わらなければ飛散しないという

ものです。これは東日本大震災の被災地の写真です。被災地で調査していると「木造住宅

なのに何でアスベストがあるんですか？」と聞かれたことがあります。木造住宅でも屋根

材、壁材それから軒下などにアスベストは使われている可能性がある材料がいっぱいあり

ます。これは典型的な材料です。波板スレート。だいぶ劣化してきているこういうもの、

工場だとか倉庫だとかたくさん残されています。住宅屋根用化粧スレート。これ、施工し

たのは板金工の方ですけれども、肺がんで亡くなってしまいました。自分でこのような写

真を撮っていましたから、アスベストの粉塵が飛んでいたという証拠となって、その方は

労災認定されました。こんなものにも使われています。あとは水回りとか火の周りによく

アスベスト含有建材が使われます。石綿セメント板などが天井材や壁材として使われてい

たりします。この写真は、集合住宅の隔て板ですが、非常の際はここを破って隣戸に避難

できますと書いてあります。これを破るとアスベストが飛散してしまいます。こんなもの

にもアスベストが使われているということになります。

 石膏ボードは厄介なものです。入っている確率はすごく低いんですけれども、大量に使

われているので調べないと分かりません。紙の部分にアスベストが入っています。Pタイル
も厄介です。本体に入っていることもあるし、接着剤に入っているというものもあるので、

分析が結構難しいです。

 代表的なものだけお見せしましたけれども、多くの建材にアスベストは使われていて、

これはすべてじゃないんですけれども、ある年代以降のデータを集めると、スレート波板

の生産量はだいたい分かります。皆さんのお手元の資料にもあるかと思うんですけれども、

スレート板が圧倒的に多いです、これね。78％ぐらいスレート板ということなので、この
部分の対策をやっぱりしっかりしないといけないということになります。

 これは波板スレートです。こんな感じで割れたところを持ってきました。ちょっと拡大

して見るとこんな感じで。ちょっと白っぽい繊維状のものが見えます。これ、飛び出して

います。これがクリソタイルというものです。ルーペで見るとこのくらい、もうはっきり

分かります。ものすごく細い繊維だということですね。スレート板などが割れると中から

出てきてしまうということです。400倍に拡大するとこんな感じで、ものすごく細い、アス
ベスティフォーム（Asbestiform）とか石綿様形態という特殊な用語があるぐらい、すごく
特徴的な細い繊維で、これ 1 本の繊維に見えますが、これも繊維の束なんですね。非常に
細かい繊維の集まりです。これを吸い込んでしまうと病気になってしまうということなん

ですね。

 被害と補償がどうなっているのかというあたりの話を次でしますけれども、これはもう

先ほど言いました。今日お話をしたいのは主に中皮腫の話ですね。アスベストが原因のが

んです、悪性腫瘍です。2013年には 1,410名の方が中皮腫で亡くなっているということに
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なります。あと、肺がんですね。肺がんはだいたい全国に 7 万人ぐらいの方が亡くなって
いますけれども、ほとんどは喫煙だろうといわれています。でもアスベストで亡くなる方

が、中皮腫の死亡者の 2 倍ぐらいいるといわれているんですけれども、アスベストだけが
原因、喫煙だけが原因と明確には分けられないわけですね。ですので、よく分からない、

把握がされにくいということがあります。それからもうひとつ大きな特徴は、潜伏期間が

非常に長いということです。20から 40年ということで、非常に長い時間がかかって病気を
起こしているという、そういう特徴があります。

 日本はアスベストを輸入して使ってきました。これが輸入業のグラフです。高度経済成

長のころにずっと増えて、その後 20年間ぐらいピークが続いて、90年に入って落ちるとい
うことで、アスベストの輸入業に対してその 40 年後に中皮腫という病気が急増している。
2000年代に入って急激に増えているということが言えます。この影響がここで出てきてい
るということです。2013年には 1,410名の方が亡くなっているということになります。
 私たちはいろいろな相談を受けますけれども、2000年ごろからやっぱりアスベストの相
談がすごく多くなってきているなという感じがしました。やっぱりそういったことがすご

く表面化してきていったということですね。これは 2002年の写真です。女性の方ばかり並
んでいますけれども、お父さんや夫を中皮腫で亡くした方が初めて集まって、厚生労働省

に陳情したということが書かれていますね。早くやめてくださいということをこのときは

申し上げたわけですね。この記事には厚生労働省は「鈍い反応」と書いてありますけれど

も、2 年後、2004 年にはアスベスト含有建材の使用禁止ということになっていきます。実
はこういう動きがあって禁止にしていったということがありました。

 皆さん記憶にあるかどうか、もう 10年たとうとしていますけれども、クボタショックと
いうのは 2005 年、これ、6 月 29 日の毎日新聞で報道されて、大きな反響を呼びました。
こちらですね、アスベストの工場の中で 10年間で 51人亡くなっている。住民 5人も中皮
腫。周りに住んでいるだけで病気になっちゃうのかということですよね。公害ではないの

かということです。クボタは見舞金を検討していて、2人は亡くなっているという報道がさ
れました。

 この写真ですね。これがクボタの社屋ですけれども、3人後ろに写っている方、この方々
が当時生き残っていた 3 人ですけれども、今は 3 人とも亡くなってしまっているという状
況です。

 半年後の報道では、5 人じゃないということです。85 人中皮腫が見つかっている。この
図の中心はクボタの工場ですね、その周辺で 85人が中皮腫で亡くなっているということが
分かって、これがさらにやはり大変だということになっていきました。今は 260 名以上の
方がクボタに対して何らかの請求をしているということですから、尋常ではない事態だと

思います。

 クボタの工場で何が起きていたのかということについては、いろいろ情報開示もしてく

れました。60 年代にクロシドライトという中皮腫を起こしやすい、発がん性の高い物質を
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使った水道管を作っていました。工場は 3階建てだったということのようです。1階で材料
を仕入れたものを 2階、3階に上げていって、そのときに大きなダクトで、風圧で上げてい
くということで、それが煙突のような効果で周辺にまき散らしてしまったのではないかと

いわれているということですね。周りは住宅地でした。

 こんなことを言った人がいます。「現在の知識に照らして過去を振り返ると、アスベスト

関連疾患の発見と防止の機会をみすみす逃したということをつくづく感じざるを得ない」。

誰の言葉かというよりも、いついわれたのかということが問題になってくると思います。

これはイギリスの監督官が 1934年に言っているんですね。クボタがアスベストを使い始め
る二十数年前に、「遅かった」と言っている人が実はいます。イギリスでも日本でも、この

後何十年もたってアスベストを大量に使うという時期が来てしまうわけですけれども、や

はりこうしたこと、こういった教訓、ほかの産業でも十分世界中で生かされているのかと

いうと、必ずしもそうではない現状があると思います。

 それで、中皮腫の被害、始まって十数年経ちますけれども、まだまだこれから増えるだ

ろうということが、2002年に村山武彦先生という方が予測をしています。2030年ごろピー
クになるのではないのか。今から十数年後ですね。これは 2万人という数字ですけれども、
これは 5年間で 2万人、1年間にすると 4,000人ぐらいの方が中皮腫で亡くなるんではない
のかということがいわれていて、今の 2 倍ちょっとぐらいの方が中皮腫で亡くなっていく
という時代が、もう十数年後に来ているということですので、これに備えなくてはいけな

いということを考えていかなくちゃいけないということになります。

 それからアスベストの補償ですね。労災補償は皆さんはご存じだと思います。労災保険、

船員もありますし公務災害保険もあります。これ以外の方に関しては、石綿被害救済法と

いうのが 2006年、クボタショックの後につくられて、それ以外環境ばく露という方ですと
か、家族ばく露ですとか、あと事業主の方も含めて、こちらの枠に入りきらない方をこち

らで補償しましょうという枠組みができたんですけれども、補償の厚さとしては労災保険

の方がずっと厚いんですね。ですので、やっぱりこちらを取りたいということで、こちら

で請求したけれども、労災で請求したけれどもだめだったという方が、行政訴訟を起こし

たりというようなことが日本中で起きています。

 どのぐらい救済されているのかということを、石綿対策全国連絡会議というところがあ

って調べてくれました。これは中皮腫で亡くなった方ですね。1995 年から 2013 年まであ
りますけれども、まず補償されてない方が 3 分の 1 ぐらいずっといらっしゃるということ
です。それからもうひとつ見ていただきたいのは、労災補償はここまでです、労災関係の

補償。こちらも 3分の 1ぐらいにとどまっているという感じですね。アスベストの病気は、
8割から 9割ぐらいは仕事が原因だといわれているんですけれども、その厚い労災補償を受
けられている方がこれだけしかいないという現状もありますし、肺がんの数は正確には分

かりません。中皮腫の 2倍として計算をすると 1割から多くても 2割ぐらいの方しか実は
救済されていないという問題があります。ですので、まだまだいろいろなところで裁判、

-18-



行政訴訟ですとかが起きていますけれども、なかなか認定の基準が厳しいということで、

こういった状況になってしまっているということがあります。

 アスベストのリスクの特徴を今までお話ししたことをおさらいしますけれども、たくさ

ん残されているということですね、大量にある。容易に発塵して目に見えない。においも

しない。知らないで吸ってしまうということですね。閾値がないという話をしました。そ

れから致命的な病気を起こす発がん物質。病気の潜伏期間が極めて長い。今後も被害が増

え続ける。誰でも病気になる可能性があるということなので、強力な規制も必要なんです

けれども、やっぱり中小零細企業者さん向けへの支援ということも必要になってくるだろ

うと思います。

 次に建物のアスベストリスクについてお話をしていきたいと思います。まず、たくさん

残されているわけですが、そのリスクをどうやって測るのかということです。なかなかこ

れをちょっと簡単に説明できないんですけれども、ひとつは、これは何か作業をしていま

すね。電動丸のこで切っていますね。ここに機械があります。これはフィルターとポンプ

があるんですね。これに吸引をして本数を数えます。1ml、1cc ですね。1cc 当たり何本見
つかりました。こちらは 1L 当たり、その 1,000 倍ですね、1L 当たり何本あるかを数えま
す。単位は f/ml(ファイバー/ミリリットル）またはｆ/L(ファイバー/リットル）になります。
でも粉塵の挙動というのはすごく難しくて一般的には作業者の方、この人が一番いっぱい

吸っちゃいますので。それからその近くにいる方、それからさらにその周辺にいる方とい

う順番になるかと思うんですけれども、いろいろな要因があって、風とか、清掃とか、歩

行とか、何か付着したりとかということもあって、簡単には予測できないという点があっ

て、やっぱり実際に測ってみるということが大変重要だということになります。

 ばく露の濃度、1L当たり何本にするということが分かりました。そうすると、それに何
時間ばく露したのかということを掛け合わせてあげると、ばく露量というものが出てきま

すね。アスベストの場合はばく露量と発がんリスクが基本的に比例関係にあると。本当は

もう微妙に違うんですけど、取りあえずこう考えていただいて結構です。アスベストの場

合はたくさんの疫学データがありますので、かなり信頼性の高い発がんリスクの計算とい

うものができます。これは皆さんのお手元の資料を後でよく見てもらいたいんですけれど

も、これはだいたい世界で使われているそういう指標のリスクの指標をまとめたものです

けれども、日本は産業衛生学会というところが出している数値は、1f/mlに 1時間ばく露し
たときに、100万人に対して発がんリスクが 0.068人ということになります。単純な掛け算
で一応これで出せると考えていただいて結構です。

 ほかにもアメリカの EPAとか国際機関のWHOだとか、あと Hughesという方は子供を
対象にした計算をしているということで、これはいろいろな指標が出てきているので、そ

れぞれ適したものを使っていただければ、ばく露量とリスクの関係は分かります。

 弁護士さんの関係では、訴訟となった場合のばく露量と補償の基準の話ですね。中皮腫

の場合は原因はほぼアスベストですから、労災認定基準となるばく露量というのは、だい

-19-



たい職業ばく露歴 1 年あればいいですよということで、職業的な暴ばく露が 1 年あれば認
められます。

 それから肺がんに関しては喫煙の方が多いわけですね。ですけれども、労災認定のこれ

は目安と書きました。明言していません、はっきり書いていません。だけれども、裁判な

どで争われるときには 25f/ml・年といわれています。つまり 25f/ml の環境で 1 年間働く、
または 1f/mlで 25年でもいいです。1年間というのは年間労働時間数、1日 8時間、週 40
時間ということですね。そのときに発がんリスクが 2 倍になりますよということが言われ
ているので、これをクリアできるかどうか。25f/ml・年というのが一応労災認定というか、
職業ばく露の基準になっていると考えてください。

 日本は産業衛生学会というところがあって、先ほどのリスク評価の値からこういう職業

ばく露の基準というものを出しています。それによるとクリソタイルのみの場合は 0.15f/ml、
150f/L の方が分かりやすいかもしれません、この基準だと。これ以下にしてくださいねと
いうことですね。クリソタイル以外を含むときは 30f/Lという基準があります。これ以下だ
からゼロになる、リスクはないよということではないですけれども、一応これを目安にす

るということになっています。発がんリスクは 1,000人に 1人という基準です。ですので、
実際に濃度を測ったりしようとするときに、おそらくこの 10分の 1ぐらいのばく露がある
と職業ばく露と言っていいのではないのかなと思いますので、数 f/L、0.00 数 f/ml ぐらい
のばく露があれば、職業ばく露と見なせるのではないのかなと考えていいと思います。

 実際の作業を見ていきますけれども、これも皆さんのお手元の資料をずっと見ていくと

47～48ページに、これは私がずっといろいろな文献を見てまとめたものが全部一覧表にな
って入っています。その中から取ってきました。

 吹き付け石綿作業というのはものすごく危険なんですよ。これは 100f/mlを超えるぐらい
のばく露。だからこの環境だと 3 カ月ここで働くと 25f 年を超えちゃうわけですね、非常
にばく露濃度が高いということです。ほかの関連作業をここに順番で書きました。こんな

ことです。非常に濃度が高い。

 じゃあ、建材とかを切断するような、さっきお見せしたようなデータはどうかというと、

結構これはばらついてきますね。1973年イギリスの調査だと 2から 20f/mlというものがあ
ります。Hisanaga先生は結構高い、700とか、そういう数百、これより一けたぐらい多い
数値を示しています。

 私が 2004年に測ったのは 3.5f/mlということ、こっちに近いのかなという感じはします
けれども、これはもう建材の種類とか、含有率とか、のこぎりの歯の出方とか、そういっ

たものでがらっと変わってきますし、作業場のこういう密閉度によっても変動してくるの

で、簡単にはこれは言えないということですね。なので、似たような作業等を見ていくと

いうことになるかと思います。

 こんな作業で実際測ってみたんです。このときは先ほど申し上げましたが、3.5f/mlぐら
いということなので、問題なく職業ばく露ということで結構高い濃度になってくるという
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ことです。

 あとは解体の現場も私たちはずいぶん行きました。こういった現場で天井にあるスレー

ト板を破砕するような作業ですね。このとき測ってみると 4.3f/mlですから、そんなに電動
丸のこで切るみたいにたくさん粉塵は出ないですけれども、それでも先ほどの許容濃度と

比べると、28 倍ぐらいのものが出てきてしまっているということなので、明らかにやっぱ
り建設の作業は危険になるということが言えると思います。

 それで建設現場の特徴としては屋外のこともあります。臨時の作業場所ということもあ

りますので、作業環境測定とか局所排気装置の義務付けが実はないですね。だけれども、

ずっと屋外というわけじゃないですね。だんだん建物ができてくると屋内環境に近くなっ

ているということなので、特徴としては管理されていないということが建設現場の問題だ

と思います。

 それぞれの職種の都合で勝手に予告なしに、いつでも自覚なしにアスベストの粉塵作業

は行われてしまうということで、これも先ほどの『レイト・レッスンズ』からの引用です

けれども、石綿ばく露の中の最悪のケースと言える石綿使用現場の労働者の実態認識して

いなかったことが、石綿への対応が遅れて不適切であった理由の一部であるということが

言われています。建設現場で使われるというのが非常にやっぱり環境が悪かったというこ

とが反省を込めて言われているということですね。

 大気汚染防止法とこれからのアスベスト対策ということで、今後のことを少し、もうあ

まりほとんど時間がないですけれども、少しだけお話をしておきたいと思います。大気汚

染防止法が改正されまして、改正内容ですけれども、ひとつは、やはりアスベスト除去作

業を行う建設工事の実施の届出義務者の変更ということで発注者が責任を負う。所有者で

すとか発注者が枠組みの中に入ってきたということ、これがやっぱり非常に大きな変更点

だと思います。枠組みを変えていくということがなされたわけですね。

 それから事前調査も行うということで、それを発注者に説明をしなくてはいけないとい

うことも出てきました。それから報告および検査の対象拡大、これは自治体の関係です。

立ち入り検査をできる作業場が増えたということですね。入っていって自治体の職員の方

が監視がしやすいようになったというような改正点があります。

 私も今日お話しいただく先生方は、皆さん、その委員会でいろいろ検討したんですけれ

ども、委員会で検討されたけれども、見送られてしまった事項というのも実は多くありま

して、もっとたくさんあるんですが、一応、私どもは 4 つだけ説明したいと思いますが、
ひとつは濃度測定の義務付けと評価基準、これが決まらなかったということですね。

 それからレベル 3 建材に関しては規制がかからなくなったと、大気汚染防止法の中で。
それから罰則強化もされなかった。完了検査も見送られたというあたりが課題ではないの

かなと思います。

 大気濃度測定の重要性という点では、このような報道がありました。これは東日本大震

災のアスベストの飛散事故ですけど、仙台の駅前で非常に解体の現場から高濃度なアスベ
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ストが発見されたとか、大気中濃度測定で分かったということです。これは仙台市の方が

一生懸命ここで測っていたから分かったんですね。ですので、ほかの自治体のやってない

ところもたくさんあるわけですね。そういうところでは分からないということなので、大

気濃度測定は重要です。

 それからこの報道は去年 6 月ですけれども、東日本大震災に被災して厚生労働省が解体
現場で調査をしました。その現場の 16％で漏洩があったということなんですね。これも厚
生労働省が大震災の後入っていって調査をした結果分かったということで、これは被災地

に限ったことではないでしょう。日本全国同じような状況になっているということが言え

るだろうと思います。やっぱり濃度測定をするということは非常に重要だということです。

 それからレベル 3 の建材に関して、これは朝日新聞ですけれども、こういう民地解体と
いうんでしょうか、重機でばりばり壊してしまうような工事というのが実はたくさん行わ

れていて、私たちは今年度いろいろな場所で調査をしています。

 解体現場のこういうところを見つけました。見てみると、これはアスベストが入ってい

る建材です。屋根材ですね、これがばらばらに壊されて下に落ちているという状況が、多

くの場所で実は見つかっているということがあります。レベル 3、この建材に関して野放し
に近いような状態で、これは看板ですね、アスベストなしに丸が付いています。だけども

実際にはありました。こういう現場があります。

 これは調査の結果はまだ確定してないんですけれども、だいたいまとめてみると、大防

法の規制をやっていない市では、半分以上で実は問題事例があるということです。大防法

の規制をやっている、つまり市町村に環境課があるようなところですね。そういうところ

だと 7.7％から 23.5％ぐらいで、かなりしっかりやっている、レベル 3も条例でしっかり見
ていますよというところは、実はなしだという結果になっていますので、これを見てもや

っぱりレベル 3 に関して監視を誰かしていかないと、きちんとできないということが言え
るだろうと思います。

 罰則強化もほかの廃掃法などと比べると非常に軽い 50万円ですね、廃棄物処理法は罰金
3億円ということがあります。完了検査もこれも私たちの調査の中で見つかったものですが、
アスベストの取り残しがあるまま解体されてしまうというような建物が非常にたくさん多

く見つかっています。

 今後の話ですね、リスクを軸としたリスク管理、リスクコミュニケーションを軸にした

アスベストの対策を進めていく必要があるということで、欧米ではこんなことで 2014年で
すけれども、欧州議会ではこういう決議を挙げて、アスベストをリスク管理に基づいてや

っていこうということが始まっています。被害者の支援ですとか、世界的石綿禁止へ向け

た戦略も立てようというようなことも入っています。

 オーストラリアも同じ感じです。ぜひこれはホームページを見てやってください。こう

いう新しい取り組みが先進国で実は始まっています。これは最新情報ですが、3月 5日のオ
ランダからの情報です。日本では撤去を義務付けしていないレベル 3 の屋根材等について
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オランダでは 2024 年までに撤去しなきゃいけないということが決まったということです。
世界はやっぱりアスベストに関して動いているということが言えると思います。

 日本では昨年、大気汚染防止法が改正されました。枠組みを変えるという意味で一歩前

進したと思います。それから今日触れませんでしたけれども、国土交通省は新たな調査者

というアスベスト含有建材を調べる、そういう公的な資格を導入していますし、分析方法

も新しい国際標準の分析方法が始まっているということで、日本でもようやくこれからア

スベストの対策が本格的に進んでいくであろうという時期に来ているのかなと思います。 

最後、宣伝ですみません。明日、私たちが被災地で行ってきた調査をまとめた報告会をや

ります。明日で申し訳ありません。連日アスベストという感じですけれども、後ろにチラ

シを置いてありますので、ご用とお急ぎのない方は、ぜひおいでいただけたらと思います。

ご清聴ありがとうございました。
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 （２）解体・リノベーション工事に関するアスベスト対策

（司会） 外山様、ありがとうございました。では次に島田啓三様から「解体・リノベー

ション工事におけるアスベスト対策」についてご講演いただきます。島田様は建設廃棄物

協同組合理事長として、また中央環境審議会石綿飛散防止専門委員会委員としてご活躍で

す。よろしくお願いします。

（島田） 皆さん、こんにちは、今ご紹介いただきました島田と申します。私の本職は廃

棄物処理の方ですけれど、もともとのいろいろなつながりがあって、この石綿関連の仕事

をしております。

 どちらかというと施工業者、あるいは自治体の方向けに大気汚染防止法であるとか、石

綿則であるとか、そういう法律にのっとった形で、具体的にどう施工するのかといったよ

うなことの話をしているわけですけれど、今日は一般の方が非常に多いということもござ

いまして、少し趣を変えましてお話ししたいと思います。建物の解体なり、改修工事にい

ろいろな法律が絡んでいます。そういった法律がわりと皆さんごっちゃになって理解され

ているところがありますので、この石綿という側面から見て、そこら辺の考え方を少し整

理したいということで資料を用意いたしました。

 ということで石綿関連法令について、ちょっと全体の関係をお話ししたいと思います。

今まで何度も話が出てきておりますけれど、建築基準法、石綿障害予防規則、大防法、そ

れから廃棄物処理法、それから後でお話ししますけれども、建設リサイクル法といったよ

うな法律もあります。

 石綿（アスベスト）に特化した形で 4 つの法律に分けたわけですけれど、このうち右側
の三つ、石綿障害予防規則と大防法と廃掃法、これは建物を解体、改修するときに絡む法

律ですね。ですから先ほど来お話しになっていますけれど、石綿則のところを見ていただ

きますと、レベル 1、レベル 2、レベル 3という分類があって、これがベースになっており
ます。これは石綿含有建材を除去するときの発塵量の大きさで分類しているということで

ご理解をいただきたいと思います。

 実は平成 17年（2005年）に石綿則ができまして、7月 1日から施行されているわけです。
先ほどありましたように直前の 6月 29日にクボタ報道がされて、クボタショックが起こっ
たわけですけれど、それまではこの三つの法律、それぞれそれなりにアスベストを規制す

る条項があり、この対象は、このそれぞれの法律でばらばらだったんですね。全部補足さ

れていなかった。それが平成 17 年のクボタショック以降、平成 18 年の大防法の改正、建
築基準法の改正、廃掃法の改正等々でこう整理をされました。

 今は解体等工事、解体・改修工事におけるその対象は、それぞれ整合が取れております。

レベル 1 の吹き付け材、それからレベル 2 の保温材、断熱材、耐火被覆材、これらは大気
汚染防止法では特定建築材料ということで、石綿則、大防法いずれも届出対象です。
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 廃棄物処理法の場合は、そのような建材は特別管理産業廃棄物の廃石綿等という分類を

されているということで先ほどお話がありました。それ以外、レベル 3のものについては、
石綿則は、それの規制がありますけれども届出はありません。大防法は特定建築材料とい

う対象にはなっていない。

 廃棄物処理法の場合は、これは特別管理産業廃棄物ではなくて普通の産業廃棄物になり

ますけれど、特に石綿含有産業廃棄物という名称で呼ばれておりまして、処理に当たって

の規制が少し一般の産業廃棄物よりも厳しくなっている。中間処理で破砕が禁止されてい

る等々、若干厳しくなっているというところです。

 それに対しまして一番左端の建築基準法ですけれど、今、多くの建物に鉄骨の耐火被覆

と吹き付け材が使われており、この建築基準法の場合は、その規制対象はここにあります

ようにレベル 1、吹き付け材全体ではなくて、そこの中の吹き付け石綿と石綿含有吹き付け
ロックウールのみです。

 吹き付け石綿は昭和 50 年にもう製造は中止されていまして、昭和 50 年以降何年間かは
石綿含有の吹き付けロックウールが使われてきたというところですけれど、それだけが規

制対象ということで、それ以外のものについては今のところ規制対象にはなっていない。

 これは先ほど申し上げましたように右の方が解体・改修工事に伴う規制に対して、建築

基準法は一応建物を使っている状態での粉塵飛散、粉塵暴露を防ぐための規制ということ

で、国交省としては通常使っている状態で、この吹き付け石綿ないしは石綿含有吹き付け

ロックウール、これ以外のものの飛散状況に関して知見が十分にないということで、今の

ところ吹き付け石綿と石綿含有吹き付けロックウールのみになっております。

 今、申し上げましたように大防法では特定建築材料はレベル 1、レベル 2だけが対象だと
申し上げましたけれど、ところがこれをちょっと見てください。今回、大気汚染防止法が

改正されました。昨年の 6 月 1 日から改正されたものですけれど、この赤字で書いている
ところが、今もご説明にありました改正された内容です。

 元請けにその事前調査、それからその発注者への事前調査結果の書面による説明、それ

からその結果を公衆の見やすい場所に掲示をする。この三つが元請けに義務付けになった

んですね。これは大防法の規制そのものは、この表を横軸に見ていただきますと、一番上

に解体等工事、これはすべての解体・改修工事が対象になります。

 その 2 段目に特定工事となっていますが、これが大防法で届出を義務付けている工事な
んですね。特定建築材料がある工事になります。ところが、その特定建築材料があるかど

うかというのを調査するということですから、調査対象としては、レベル 3 しかない、レ
ベル 1とレベル 2はなくてレベル 3しかない、あるいはレベル 3すらもないというもので
あっても、全部事前調査の対象になりますということになるわけです。

 自治体の方で報告徴収なり、立ち入り検査をする権限も拡大されて、それに伴ってすべ

ての解体・改修工事に対して、立ち入る権限が付与されることになりました。ここが重要

だと思います。後ほどこれについてはまた補足してお話をします。
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 その調査の結果、特定建築材料があったというものは、この特定工事に該当するわけで

すけれど、それだけがこの作業届の対象になるということですね。この場合の届出の届出

義務者は発注者ということに変更されたということです。これはまた後ほどお話があると

思いますけど、併せて大防法の施行規則が改正されまして、作業基準が改正されたわけで

す。一番下に書いてありますけれど、作業基準として粉塵漏洩監視が強化をされることに

なりました。

 先ほど外山さんの話にありましたように、解体等工事で漏洩がかなり見つかっている。

実はその大半がどうもセキュリティーゾーンといいまして、その隔離された入り口、ある

いは集じん・排気装置の出口、そこのところからの漏洩が多いということで、そこのとこ

ろの漏洩監視が強化をされたというところです。

 先ほど石綿則も同じようなスキームになっていると申し上げましたけれど、同じような

状態で表を作りました。実は石綿則では、これがレベル 1、レベル 2でこれがレベル 3、こ
れは石綿含有吹き付け材等がないケースですね。石綿則はもともとすべてについて事前調

査が義務付けされていたわけです。併せて、その調査結果をこれは作業員向けではありま

すけれど掲示が義務付けをされていたというところです。

 今回、大防法の改正が行われて、これに平仄が合ったというところです。いまや完全に

同じようなスキームになっているとご理解をいただいていいかなと思います。

 ここに掲示の部分だけをちょっと抜き書きをしております。この掲示についてのちょっ

と経緯をお話ししますと、平成 17年にクボタショックが起こりまして 6月 29日から始ま
ったわけですが、8月の確か 2日だったと思うんですけど、厚労省が通知を出しました。こ
の通知の中で、解体等工事で届出をする行為、届出をしないけれどレベル 3 を解体する行
為、調査をした結果、その石綿含有建材がないという場合、これらについて、こういう掲

示をしてくださいというのが通知で出されました。

 その 1 週間後、環境省から同じような内容の通知が出されたんですね。環境省の場合は
これだけでしたけど、その後、平成 18 年に大気汚染防止法の施行規則が改正されまして、
この掲示が規則で法的に義務付けになりました。その後、その石綿則が改正になりまして

平成 20年だったと思いますけど、この事前調査結果の掲示が義務付けになった。今回、昨
年の 6月から大防法のここの部分が義務付けになったわけですね、ここの掲示がですね。
 なぜこれをくどく言っているかと申しますと、これは平成 17 年から行政指導とはいえ、
ここまで含めて掲示が義務付けになっていたんですけれど、この掲示がされているのが時

たまご覧になることがあると思うんですけれど、こちらの掲示はほとんどされていなかっ

たんですね。

 大防法は対象外だったわけですけれど、この石綿則における掲示が義務付けになっても、

ほとんど外向けには出ていなかったということがありまして、今そのすべての解体・改修

工事で、こういう掲示がきっちり外向けに出されることが、皆さんの関心と監視を強める

意味からも極めて重要であろうと思っていまして、ここのところをいかに周知徹底をする
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のかということが非常に重要かなと思っております。

 それから届出対象そのものも、平成 17年以前はいろいろありましたけれど、いまやこう
いうことでレベル 1、レベル 2について除去・封じ込め・囲い込みすべてが同じ対象、大防
法、石綿則とも同じ対象になりました。ただ、大防法は発注者に届出の義務付けが変わり

ましたので、その分が新たな違いがちょっと出てきているというところです。

 大気汚染防止法の作業基準ですが、施行規則に作業基準というのがありまして、レベル 1、
レベル 2 の特定建築材料を、ここに書いてありますように、かき落とし等で除去する場合
は、こういう基準に従って施工しないとだめよということになっています。

先ほど義務付けになったと言いました作業方法の掲示がゼロになっています。

 あと作業場を隔離する、前室（セキュリティーゾーンと言いますけれど）を設ける。フ

ィルター付きの集じん・排気装置で排気をして負圧にすること。薬剤等によって湿潤化す

る。作業場の隔離を解除する際に、その飛散防止剤の散布と粉じんの処理をしないといけ

ないということですね。ここまではこれまで大防法の施行規則で作業基準が決められてい

た。それに対して昨年の 6 月に改正されて、この 5 番目の分が追加になりましたよという
ところです。

 今日はここのところは詳しくお話ししませんけれど、だいたいの概念を見ていただきま

すと、これは除去等をする作業場ですね、ここをプラスチックシートで密閉をする、入り

口は、セキュリティーゾーンと言いますけれど、こういうここから漏洩しないような仕掛

けをつくって入り口を設ける。

 この作業場全体は、この HEPA フィルター付きの集じん・排気装置を設けて、ここの中
の空気を吸って HEPA フィルターという高性能フィルターでクリーンにして清浄な空気を
外に出している。空気をこれで外に出してやるので、この作業場全体が負圧になる。です

から粉じんが外に漏洩していかない、そういう全体の構造で作業をするということになり

ます。細かなことはいっぱいありますけれど、こういったことでやるわけです。

 先ほども言いましたように、その解体等工事のモニタリングの中で、ここの部分とここ

の部分からの漏洩というのが非常に多かった。先ほど 16％漏洩していることが分かったと
いわれていましたけれど、そのうちの大半がこのいずれかだったんですね。

そこで、ここでの漏洩監視を強化するということで、セキュリティーゾーンからの漏洩

のためには、前室の負圧を確保して空気が常に中に吸い込まれるようなことを見守ってい

く。

 それから集じん・排気装置からの漏洩という意味では、この装置そのものの構造的な欠

陥が結構多い。これを事前に見てあげる。このダクトの空気をきっちり粉じん計等で確認

をして、漏洩をしていないことを確認してやるという、そういったことが新たに義務付け

になったということです。

 もうひとつ、その全体のフローからいきますと、要は隔離をして、その除去をして隔離

を解除する、ここでのポイントが三つあります。
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まず、隔離をした後、除去が完全に終わるまで、ここの中が負圧になっていないといけ

ないということからしますと、24 時間連続的に集じん・排気装置を稼働させて、ずっと負
圧を確保するというのが原則になってくるわけですね。除去が複数日にわたるような場合

については、夜間必ずしも連続運転できないので、そういうときはきっちり措置を講じて

やる。そういう隔離の確保をきっちりやるということがひとつです。

それから先ほどの仙台のホテルでの漏洩の話もありましたが、吹き付け等があるときに

天井材の上に脱落した吹き付け材が堆積している可能性がある。そうしたときには隔離を

した後でこの天井材をきっちり取らないといけないよということを再度徹底していくとい

うことですね。

 それから最後、隔離養生を撤去するとき、このときの先ほど環境検査というのがありま

したけれど、もう検査ということではなくても、それを目視でもう取り残しがないことを

確認するのと併せて、この隔離されている作業場の中に粉じんがいっぱい浮遊しているわ

けですが、それをいかに処理するか、処理をした後を測定で処理されていることを確認す

るということまでが、厚労省のマニュアルの中でうたわれてきております。そういう形で

ここの粉じん処理を確実にしてやるということですね。そういったことが今回のその大防

法、石綿則の改正の中で明確になってきたというところです。

 これはレベル 3 建材の解体の主な規制です。これは石綿則の規制なんですけれど、ここ
で言いたいのは、レベル 1、レベル 2とレベル 3とは施工者の間で、ずいぶん認識というか、
意識が違うんですけれど、基本的には石綿則の中での規制は隔離をすることを除けば、ほ

とんど措置としては同じような内容になっているということですね。隔離と届出の必要が

ないということ、その二つの違いはありますけれど、それ以外はほとんど内容的には同じ

だということです。

 これからちょっと趣を変えまして建設リサイクル法の話をご紹介します。これはなぜや

るのかということなんですが、今、申し上げたように大防法のその事前調査がすべての解

体・改修工事で必要になるということになったわけですけれど、それがいかにしてやられ

るか、その事前調査を的確に実施するということをどうやって担保するかという問題があ

るんですね。届出がないものをどうやって捕捉できるのか、そのためにこの建設リサイク

ル法の届出というのがひとつの鍵になるのかなということでご紹介をしたいということで

す。

 建設リサイクル法の場合は、この届出対象が非常に広いんですが、ちょっと条件が異な

りまして、特定建設資材、これは木材、コンクリート、アス・コン、この三つです。この

特定建設資材を使っている建物等ですね。あるいはそれを使って工事をする場合、そうい

うもので、この 2番目にあるような規模以上の工事が届出対象になるということです。
 もう石綿含有建材については現在生産されていませんので、新築工事等では一切関係な

いわけですね。問題は解体なり改修工事、今ある建物の中の材料です。解体工事の場合は

床面積 80平米以上のものが届出対象ですから、もう個人住宅も含めてほとんど届出対象な
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んですね。木材かコンクリートを必ず使っている。ですからこれはほとんど届出対象です。

問題は改築工事の場合は請負金額が 1 億円以上の工事ということで、ここのところが漏れ
るものが多いということです。

 建設リサイクル法の中で発注者は事前届出（これは大防法と同じです）、元請業者は事前

調査、こういったことをやらなきゃいけないということが決められていますが、要は解体

工事における届出対象が広いということで、行政が工事把握をする手段として極めて有効

になるというものです。

 その業者の観点から少しご説明しますと、解体工事とリフォーム工事、言い換えれば解

体・改修工事ということなんですが、一応、法律上は解体工事というのは躯体を壊す工事

が解体工事、簡単に言えばですね、躯体はそのままにして内装だけをやり替える工事、こ

れがリフォームなりリノベーション、改修工事と定義をされているものです。

 他人から工事を請け負って建設をする場合、施工をする場合は建設業法に基づく建設業

の許可というものが必要になるわけですが、その法律の中で 500 万円未満の工事だけを工
事をする、こういうのは軽微な工事と言っていますが、軽微な工事だけを行う業者の方は、

この建設業許可がいりませんということになっているんですね。ところが戸建て解体の場

合だと、500万円未満の工事が大半になりますので、これを落としてしまうと何も規制がで
きないということで、建設リサイクル法の中で、この解体工事業者については登録をしな

さいということになっています。ですから、この解体工事の場合、登録業者か、建設業の

許可業者か、どちらかの業者がやることになるということですね。

 一方、リフォームの場合は、この建設リサイクル法で言う解体工事業者登録には該当し

ないです。ですから、あくまでも建設業のその業許可業者ということになりまして、500
万円未満のそのリフォーム工事の場合は、まったく法律の適用対象にはなりませんよとい

うことになります。

 通常、リノベーション・リフォーム工事をやっている業者というのは、こういった種類

の業種の方がやられているかと思うんですけれど、いずれにしても 500 万円未満の工事の
みを請け負う業者、この方はその対象外ですし、こちらの方は、それ以上の工事について

は建設業の許可を受けた業者である必要があるということです。

 じゃあ、リノベーション・リフォーム工事と、その修繕の中身、あるいは石綿含有建材

との関係がどんなことがあるかということなんですけれど、まずその法律の関係からいく

と、リノベーション・リフォーム工事というのは、通常であれば建築基準法そのものはほ

とんど関係しないということです。

 建設業法上は、その 500 万円以上のものは建設業許可ですけれど、ですからマンション
の大規模修繕なんかは 500 万円以上になりますので、たぶんそうでしょうけれど、それ以
外の戸建てのリフォームやマンションの 1 室リフォームですね、そういったもの、その他
のリノベーションも 500 万円を超えない限り建設業法上も適用対象外ということになりま
す。建設リサイクルは先ほど言った通りです。
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 これらに対して、だいたい石綿含有建材ってどんなものがあるのかということですけれ

ど、多い戸建て住宅の場合は、レベル 1、レベル 2を使われている可能性は極めて低い。た
だし、レベル 3 はほとんどあります。そのほかこれを見ていただければ、こんな感じにな
のかなと、私がえいやと書いた表なので、ちょっと抜け落ちがあるかも分かりませんけれ

ど、こういった住宅以外のリフォームの場合は、すべての石綿含有建材があり得ることに

なるかと思います。

 要は石綿の飛散防止、漏洩防止をやる場合に事前調査が極めて重要だと認識しておりま

して、すべての工事で確実に正確な事前調査をやるということをどうやって担保するかと

いうことですね。特に住宅関係では大半がレベル 3 ですので、そういったことについても
適切に対応する必要があるということです。ちょっと雑駁な話になりましたけれど、私の

話は以上で終わらせていただきます。どうもありがとうございました。
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 （３）石綿被害の救済と防止

（司会） 島田様、ありがとうございました。次に浅野直人先生から「石綿被害の救済と

防止」についてご講演いただきます。浅野先生は福岡大学法科大学院教授、中央環境審議

会会長、同石綿飛散防止専門委員会委員長としてご活躍です。よろしくお願いいたします。

（浅野） 今の前のお 2 人の大変細かい話をいただきました。島田さんはご自分のご発表
を雑駁とおっしゃったのですが、私の報告はさらに雑駁でして、依頼をされた趣旨は、前

の方が非常にきちきちと細かい話をされるので最後にばさっと大まかな話をせよと、こう

いうことだったと理解いたしましたので、これが誤解であったのかもしれませんがかなり

粗っぽい話をさせていただくことをおゆるしください。

 津村弁護士から最高裁の判例についてのご紹介がございまして、石綿被害の救済につい

て、裁判所はどういう考え方を持っているかということを丁寧にご紹介いただいて、私も

勉強になったのですが、多くの場合、作業に従事しておられる方々に石綿の被害を生じた

場合には労災補償ということになるわけですが、労災補償にも限界がありますので、それ

を補完するための民事の損害賠償請求の訴訟が起こるということはよくあることです。

 しかし、いずれにせよ、労災の対象にまったくならない方々というのが実は出てきてし

まうわけです。これが一番問題でして、これらの方々の救済のために 2006年ですが、石綿
による健康被害の救済に関する法律ができました。この2006年は政府が石綿被害について、
かなり本気でいろいろ考えなきゃいけないというので、廃掃法の改正、あるいは大防法の

改正とこんなことがあった年ですが、これらにあわせて特別救済制度ができました。

 この労災の対象にならない方というのは、労働災害補償はもともと雇われているという

ことが前提になって、労働者である方がこの救済の対象になるというものですので、自ら

が経営者の立場にある方は救済対象外ということになります。しかし、中小の企業の場合

には、実際には下請けで元請けの言うなりに仕事をしておられるような方が多いわけです。

これらの方々には、ちょっと失礼な言い方かもしれませんが、「一人親方」などという呼び

名があります。ところが自ら事業者であるということの理由をもって労働者じゃありませ

んので、労働災害の救済を受けられない、こういうことになってしまいます。

 もっともそういう方もちゃんと保険料さえ払えば救済対象を受けることができるんだか

ら、保険料を払ってないのが悪いんだと言わんばかりの話を聞くこともあるのですが、こ

れは、しかし、いかがな話かなという気もするわけです。

 それからさらに石綿粉じん被害の中には、家族の中に現場で働いておられる方があって、

その方々が作業着のままで家に帰ってこられた場合に、その作業着に付着している石綿粉

じんが家の中で飛散をするといったような理由で、労働者のご家族も石綿粉じんに暴露す

る可能性があっただろうと、こんなことも指摘されていることはご存知のとおりだと思い

ます。
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 さらにはクボタショックの事件で明らかになったように、状況によっては工場や事業場

の周辺の居住者にも石綿粉じんによる被害が生じる可能性があるだろうというわけで、こ

ういう方々について、特別救済の制度ができました。

 「石綿による健康被害の救済に関する法律」、さっき言いましたように 2006 年にこの法
律ができまして、その年の補正予算でもって国がお金を積み上げまして、まずは基金をつ

くるということになりました。何としてもその 2006年度中には、制度を発足させなきゃい
けないということがあったものですから、急いでとにかくお金を積むことが必要だった。

そして法律の施行が確か平成 18年（2006年）の 3月 27日だったと思いますけど、ぎりぎ
り駆け込みの形で、この年度内に制度が動きはじめるということになったわけです。

 その後、2010年7月1日からは指定疾病が追加されるというようなことがございまして、
私は実はこの指定疾病の追加を検討するための、中央環境審議会環境保健部会石綿被害救

済小委員会の座長もやらされまして、その検討をする中でいろいろと考えさせられました。

被害が起こってから何とかしなきゃいけないというようなことではそれも困るわけですし、

少なくとも今後とも石綿建材の使用された建物解体工事は相当期間続くであろうから、こ

れをほったらかしにしておいたのでは大変なことになるだろうということをたびたび発言

をしておりました。そのためでしょうか、今度は大防法の改正についてもつきあえ、とい

うことになったのだろうと思います。

 外山さんがさっきおっしゃいましたように、こんな救済制度をいくらつくってみても、

新たな被害者が出ることを抑えない限りエンドレスということが言えますので、この特別

救済制度があるからというだけで安心はできないということを、救済小委員会の委員長の

仕事をしてみて、つくづくと、感じた次第でした。

 特別救済制度の内容についてですが、この制度はもともと労災補償制度と違いまして、

一種の緊急避難的な制度だという位置付けになっています。といいますのは先ほど言いま

したように労働者の方々に、事業者が掛け金を払って救済のための資金が用意されている

わけではなく、そういうものがまったくない方々に対する救済を図らなければいけないと

いうことですので、費用を誰が負担するのかという問題も出てくるわけです。

 そこで、この制度では費用負担者をおよそあらゆる事業者を含むものとしています。つ

まり人を雇って仕事をさせている者であれば、工場を経営する者に限らずデパートだろう

と銀行だろうと一切構わず、すべての事業者に費用を負担させる、こういうことになって

いるわけです。

 それはなぜかというと、石綿というものが便利で有用なものと考えられて我が国で使わ

れてきて、それなりにみんなが、ある意味での恩恵もうけてきたのだから、被害が発生し

た以上、その費用の負担をみんながするのは当たり前だ、とこういうことになっていまし

て、言ってみれば、これは公害健康被害救済の一番最初の段階での制度（1969年の公害に
係る健康被害の救済に関する特別措置法）とよく似ています。

 当時の公害健康被害の救済制度は、経団連の外郭団体がお金を集めてあらゆる事業者が
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負担をするという仕組みになったわけですが、石綿粉じんの特別救済も費用の徴収方法が

労災の保険料に上乗せという簡単な方法によった点を除けば、考え方はそれに近い形でス

タートいたしました。ただし、これだけでは不合理ですので、石綿粉じんを多く排出、飛

散させる可能性の大きい一定の要件に該当する事業者については追加費用を払っていただ

くことになっています。

 具体的には、労働保険の保険料の支払いをする人は、少なくともその自分の払っている

賃金総額の計算の基礎になるお金の 1,000分の 0.05を掛けた金額を払えと、こういうこと
になっているわけですね。

 ただ、実際にその後 2014年からは料率が下がっております。このあたりも被害者救済制
度の議論をやったときには、かなり被害者の方々からご批判がありまして、こんなに下げ

るぐらいだったら、もっとちゃんと救済レベルを上げてもいいのではないかというご主張

がありました。私もそうだなと思ったんですが、このあたりは私どもの委員会の権限でい

えば、手の出せる領域ではありませんので、残念でしょうがないですが。

 ところで先ほど言いました事業者が特別に負担をするというそれについては、結構細か

いことが書いてありまして、私の頭の中で理解できることをざくっと言うとこういうこと

になるようです。要するに過去に石綿の使用がほとんど禁止されるまでの間にどの程度輸

入されたか。それから、それぞれの事業所で中皮腫による死亡者をどのぐらい出したか、

そういったようなことを係数に入れて、それぞれの事業者の負担割合を決める、こういう

ことでして、要するに我が国全体で輸入された石綿の量に対して、その事業主が 1 万トン
以上の石綿を使ったかどうかということを考える。

さらにまた特に中皮腫死亡者が多い地域であって、自らが事業者で石綿による労災給付

を受けた人がいるかどうかと、その人数はどのぐらいかということで比率を掛けて負担額

を決めると、こういう二段構えで費用負担をしていただくという仕組みになっています。

 そのほかさらに国もまったく無責任というわけにいきませんので、先ほど言いましたよ

うに制度発足のときに補正予算で出されましたお金が基金となる。さらにそれ以降につい

ては事務費については国が負担をする。また、地方公共団体も一定期間は国が出したお金

の 4 分の 1 までは拠出をすると、こういうことになっていまして、それによって石綿健康
被害救済基金がつくられるということになっています。

 なお、この制度は、そんなに対象者が多くないであろうということが想定されておりま

したので、通常、公害健康被害などの救済ですと、地方公共団体に仕事をお願いするとい

うことになるわけですが、そういう手の込んだことはやめようということになったようで

す。

 これはひとつは地方公共団体に新たに法定受託事務を国が押し付けることはできないと

いう地方分権の新たな動向があって、そういうことになった面もあるようですが、被害者

にとってはちょっと不便な面もあるわけです。そこでしょうがありませんので、自治体に

ご協力いただいて窓口のあっせんだけをお願いしようとか、あるいは環境省には地方事務
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所がありますので、その地方事務所で積極的に窓口の役割を果たそう、こういうことにな

っておりますが、最終的に認定はすべて国が一本ですることになっています。

 認定そのものは形式的には石綿健康被害救済基金で行うわけですが、その前提としては

環境大臣が中央環境審議会の意見を聞いて、その意見に基づいて判定をする。ですから基

金が自ら判断する余地はほとんどない、こういうことのようです。その上で当初スタート

したときは中皮腫と肺がんだけが指定疾病でした。

 どうしてそうなったかといいますと、労働災害の場合にはどういう作業にどのくらいの

期間従事しておられたかということが、比較的明らかなわけですが、こちらの特別救済制

度で救済対象になる方は、一人親方の場合は分かるんですが、それ以外の方についてはど

ういう石綿暴露歴があるのかがなかなか客観的には明らかではない。そこでやむなく症状

の面から問題なくこれは石綿粉じん起因だと言えるようなものであれば、認定する上で問

題が少ないだろうということでした。

 石綿による中皮腫については、確かに制度をつくったときにいろいろお聞きしますと、8
割は間違いなく石綿粉じん起因だということでしたので、であるならば、もう残りの 2 割
の方がどういう方であろうと、それはもういいだろう。全部それは石綿粉じん起因だとい

うことで割り切っても一向に構わない、こういうことにしたようです。これに対して肺が

んについては、これは病像から見て石綿によるものであることがある程度分かりますので、

そういう方については救済対象にしましょうということでスタートをしたということでし

た。

 救済内容はここにありますように医療費の自己負担分だけですから、これもちょうど公

害健康被害の初期の制度とまったく同じです。それから療養手当としては定額です。もし

不幸にもお亡くなりになったような場合のご遺族に対する葬祭料も定額でお払いをすると

いうことになっていますが、何でこんなになったかというと、これも大変予後が悪い病気

を指定疾病としているということなので、余り表現がよくないのですけれども、不幸にも

この病気にかかられた方は、おそらくそんなに長く生きられることが想定できないという

のが当時の医学的な常識だったわけですね。

 そうなると症状をいろいろ検討して、1級、2級、3級なんて議論をやってもしょうがな
いじゃないか、それよりも定額で迅速に救済をして差し上げることが望ましい。そしても

しその認定された方々が相当早いこの制度発足以前にお亡くなりになっていた場合には、

特別遺族弔慰金という制度が別にあるんですが、その金額に至るまでは追加払いをしよう

と、こんなふうになっていますので、これらの点を含めても全体にやっぱり緊急避難的な

制度であったということが言えると思います。

 しかし、労災での救済をうけておられる被害者の方々とは、さっき外山さんが言われた

ようにはっきりと格差があって、いろいろな問題がありますし、私どもも患者の方々から

のご意見を委員会でお聞きしていますと、確かにこの病気は治療を受けるためにも、かな

りの長距離通院をしなきゃいけないということがある。だからこれだけのお金をもらって
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いかにもいいように見えるけれども、ほとんどもう通院のための費用も出ないので、その

あたりは何とかならないのかというお話を聞きまして、うん、そうだなということでずい

ぶん考えたんですが、なかなか財務省の壁が厚いということで、いまだにまだ思うに至っ

ていないというわけです。

 それから労災との格差ということがずいぶん厳しく追及されまして、確かにそうだなと

いうこともありましたので、著しい呼吸困難を伴う石綿肺やびまん性胸膜肥厚という症状

についても、呼吸機能の障害が非常に著しいということであるならば、これは石綿起因と

いうことは十分考える余地があるというドクターたちのご意見もありましたので、それを

入れましょうということになったわけですが、しかし、これになりますと、ここではどう

いう形でどの程度石綿に暴露されたかということが、かなり診断の上で重要な意味を持っ

てきますので、これまでと違いまして、この二つの病気を追加したことによって、認定を

するときに、どういう形でアスベストに暴露されたかということは、資料としてかなり入

れなきゃいけないということが出てまいりました。

 このことは肺がんについても、やはりその暴露歴というものを考えて判断をするという

必要が出てくるということにつながってきますし、さらに著しい呼吸困難を伴う石綿肺と

かびまん性胸膜肥厚のようなものを追加していきますと、これはさっきのように予後が極

めて悪くてというような話には必ずしもならない場合がある。

 もちろんこれらの疾病にかかられた方が、その後、中皮腫、肺がんに移行される可能性

が非常に高いので、早い段階から救済しようということで入れてはあるわけですから、時

にはその症状が長く続かれるということがありますので、そうなりますと、ここまで広げ

たということは、将来的には、この制度をもう一回見直さなきゃいけないということのき

っかけになったのだろうなと私は思っています。

 つまりやっぱり症状によって救済の程度を変えなきゃいけないということが必然的に起

こってくると思っていまして、つまりは哲学が少し変わってきたというのであれば、同じ

制度をそのまま続けていくことには少し無理があるのかなという気がしているところです。

 スライドにお示ししたのは制度運用の実態でありまして、上の方に平成 24年までのデー
タが出ておりますが、今年 2 月に公表されました判定の結果公表の中に累計が出ておりま
して、中皮腫は合計で 4,759 件、肺がんが 1,023 件といったような形で認定を受けておら
れます。

こんなところが特別の救済制度についてですが、この特別の救済制度があるということ

だけでは済まないということを私は強く感じて、大防法の改正にも積極的に取り組もうと

思ったわけです。

 石綿の汚染の規制について、海外の動向、我が国での取り組みの対比を示してみたのが、

次のスライドですが、日本で大防法が改正されて少なくとも石綿粉じんについて、一般環

境に関しても規制をしなきゃいけないということになりましたのは 1989 年のことでした。
このときに敷地境界線規制というのが入ったのですが、もともと大気汚染防止法では、硫
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黄酸化物や煤じんのような物を燃やす際にでてくる汚染物質に関しては、排出口で出てく

る量をとらえて規制をするという仕組みが、とられてきています。もっとも硫黄酸化物に

ついては、燃料の種類を抑えて硫黄分の少ない燃料を使ってもらうことによって汚染を抑

える、そういう仕掛けも持っていたわけです。

 ところが粉じんに関しては、そういう出口で規制をするとか、燃料そのものの質で規制

をするということではどうにもならない面があるものですから、施設の構造をどうするか

と作業の手順をどうするといったようなことに着目して規制を加えてきたわけです。

 例えば粉じんをまき散らす可能性がある燃料や原料用の石炭を積み上げているような場

所では、ちゃんとスプリンクラーを作って水をまけというようなことを規制の基準にする。

その通りやっていただければ粉じんの飛散が防止できると、こういうようなことをやって

きたわけです。

 ところが石綿粉じんを取り上げて、これを規制しなきゃいけないということになった段

階で、これまでの煤じん、硫黄酸化物の規制の手法では当然だめですし、それから構造規

制という形でもどこをどう抑えるかということにしたくとも、石綿粉じんの環境中への排

出、飛散の態様が各事業所ごとにまちまちということがあるものですから、この 1989年の
大防法改正のときには、敷地境界線規制という考え方を初めて取り入れています。

 これは全体的にいうとやや無責任ということかもしれないですね。その工場、事業場の

敷地のところで測ってと、そこから外へはこれ以上出ちゃいけませんよという基準を作っ

たわけですね。ですから中はどうなるか、それは労働省がやることでしょうと、こういう

ことですから、いかにも役所らしい発想です。中でどのような対策を立てていただくかと

いうことについては一切何も言いませんというところがみそなんですね。

 しかし、もうそういう形で特定粉じんについての規制が始まりました。当時のこの規制

基準は 1リットル当たり 10本という規制基準であったと思いますが、これはWHOがその
ような基準を定めているというのが、一応、環境庁のその時代の公式の見解ですけれども、

この間、大防法改正で議論をしたときに教わったことは、当時もうすでに事業場の中では

一番怖いアスベストは使われてないので、当時なお、使われているアスベストを考えるな

らこの程度の量でいいだろうということで基準が決められたというお話でした。それをお

お聞きしてなるほどと思いました。

 そこで解体工事のときには建物の解体工事の場合にはもうすでに使われてないアスベス

トというわけではなくて、危ないアスベストがいっぱい残っている可能性のある建物を解

体していくわけですから、これまでの大防法の規制基準は、そのままでは使えないという

ことに気付いたと、こういうわけです。

 それにしましても、この大防法の敷地境界線規制というのは、その後、この対象となる

施設そのものがほとんどなくなってしまいましたので、現在では過去のお話ということに

なるわけです。つまりここの対象となる特定施設も 2007年には全部廃止になりまして、現
在では現役でこの特定粉じんの規制を受ける事業所はないと聞いておりますけれども、し
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かしながら考え方としては大変面白いものだと思っています。

 このスライドは環境規制をやる場合に、どういう手法で規制をすればいいかということ

を整理をしてみたものです。このほかにも事業によって施設整備をすることによって環境

汚染や負荷を防止、削減するという手法もあるわけですが、規制的に考えるやるときに、

通常は直接的な規制を考えるんですけれども、これは規制対象者がどういうふうに何をし

なきゃいけないかということまで細かく決めてそれを守らせるというものです。

 しかし、これ以外にもこういうことをここまでやってくださいよということは法律制度

の上でも言いますが、それをどうやってその目標を実現するかについては自由にやってく

ださいという規制方法もありうるわけで、これを「枠組み規制」と呼ぶことができると思

います。おそらくこのアスベストの敷地境界線の規制は、このような「枠組み規制」の最

初の仕組みに該当するのだろうと思います。

 その方向の手法は、その後、有害大気汚染物質規制にも当てはめることになりまして、

1996年には、ここまで下げてほしいという枠組みを国が示して、あとはそれを下げるため
にどうすればいいかということに関しては、事業者にお任せをするという本格的な「枠組

み規制」が行われるようになりまして、それなりの成果もあげるようになりました。

 ついでにいいますと自主的取り組みというのは、その枠組みそのものをそもそも法律な

どで決めるんじゃなくて事業者の側でお決めいただき、自主的にその実現を図るよう努力

いただくものですがそれがどこまで実施できたかは、社会システムとしてみんなの監視が

機能するような仕組みの下で行われるというものであれば、これも広義の規制システムの

ひとつということができると思っております。

 広義の規制には、こういった「直接的規制」「枠組み規制」「社会システムとされた自主

的取組」という三つの段階のものがあるわけですが、今日の温暖化対策とか、現在、環境

政策で問題になっている事柄を取り扱うときには、この枠組み規制手法というのは結構効

果がありますので、その意味では、先駆というべき 1989年の大防法改正は重要な法改正で
はなかったかなと思っております。

 さて、特定粉じんに関しては、その後、1997年に解体工事に際する粉じん飛散の規制の
ために「特定粉じん排出等作業」への規制制度が導入され、その後 2006年、先ほどから申
しました石綿被害に関する大きな法改正の一環として、大防法の領域でも、煙突の解体と

いうようなものについてもその規制対象が広がるということになってきているわけです。

 この特定粉じんの排出作業については、先ほどもすでに多くの方々からのお話があった

通りですが、特定建設材料を用いるという建物や煙突等の工作物の解体の際に、これを特

定粉じん排出作業として規制をかけるというものでした。改正前は作業基準を守ってもら

うということがありましたが、それ以上のことはあまりなくて、これをもっぱら特定粉じ

ん排出作業を行う人に届出をしてもらうと、こういう仕組みで制度が始まっていたわけで

すが、これではどうも十分ではないというのが改正のきっかけだったわけです。

 いくつかの点で問題がありましたが、今後解体がさらに増えるであろうし、さらに本当
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にルールを守って解体をしているのかどうかということが、都道府県などの規制主体も 

なかなかチェックできないという悩みがあったわけです。そこで改正では事前の調査をし

っかり行ってもらう。それから何としても最終的に責任を持ってもらわなきゃいけないの

は注文をする人、発注をする人だ。こういうことがいろいろと議論されたわけです。

 改正点の説明は私の書きました原稿の 65ページに記しておりますので、それをご覧いた
だければよろしいわけですが、先ほどからもすでにいろいろとご説明がありましたので、

そのご説明ともうほとんど中身は重なってしまいますから、ここでいちいちまた同じこと

をご説明することはないだろうと思います。

 しかしながら、なぜこういう議論をやったのかという委員会での議論があった点につい

て、少しだけ補足をさせていただきたいと思います。改正前の法律は届出を行うのは特定

粉じん排出作業に該当する解体工事を行う者ということになっていたわけです。この考え

方は、公害規制、環境汚染規制をやる場合に、基本的には直接の汚染行為者に責任を負わ

せるという考え方が背景にあるだろうと思います。ずっと長いことそうすることが正しい

のだと誰もが思い込んできています。

 例えばひとつ例を挙げますと、土壌汚染対策法を作りましたときに、土地所有者に汚染

の対策をさせるという制度をつくろうとしたのですが、ずいぶんもめまして、汚した者に

責任を負わせないで何で所有者なんだとずいぶん言われてしまいましたが、これは頑張り

通して所有者主義にしました。それは汚染された状態の土地所有者は、自分の土地が次の

汚染源となっている以上、第一義的には自分が責任を負うべきだと考えたからでした。 福

岡県で不適正処理事件がありまして、結局、業者さんはつぶれちゃったものですから、行

政代執行をやって県費を突っ込んで汚染された土地をきれいにしたんですね。そうしたら

所有者さんが、ありがとうございました、きれいになりました。というのはいいのですが、

また別の廃掃業者にその土地を貸そうとした事例がありました。

 よくよく聞いたら、地主さんは、そのつぶれた業者さんの奥様なんですね。お連れ合い

が会社を経営して奥様から土地を借りて、そこで事業をやっておられた。その土地を散々

汚しまくった後、倒産されたとのことです。

 やっぱり所有者が自分の土地を自分で使わないで他人に使わせるのだったら、使わせた

ときの責任は所有者にあるだろうと思いますし、現実に所有者は、その土地が危険である

という状態が現に続いているのであれば、それはもう誰がやろうと、その危険な土地を持

っている自分が責任を負うのは当たり前だと思います。ここでも考えてみたら似たような

構造だなと思うんですね。

 自分の持っている建物を壊すわけですから、その壊すときにちゃんとお金を払ってくれ

なきゃきれいに壊すことができないはずだと思います。これは廃棄物処理での注文者が適

正な処理費用を負担しないことが不法投棄を増やすということと良く似ています。廃掃法

でも、注文者責任を強化してきましたが、大防法改正検討の委員会で、「お施主様は神様」

という言葉を散々聞かされました。とにかく注文者に言われたら、それに振り回されてし
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まうとお話がありましたので、もうこれはいかんなと思って、そこで本当は調査も全部注

文をする人に調査をしていただくということにしてはどうかという議論をずいぶんいたし

ました。

 これは最後の最後までもめまして、委員会の報告としては珍しく両論併記になったんで

すが、結果的には建設リサイクル法等の手続きとあまりにもずれるのはよくないというこ

とで、発注者に事前に調査をさせるということについては制度化できませんでしたけれど

も、しかし、少なくとも最低限これが特定粉じん排出作業に該当するということをしっか

り認識していただいて、最終的には何らかの形で心理的には責任があるということを感じ

てもらうためにも、届出義務者を、せめてこれまでのような特定粉じん排出作業の実施者

ではなく、作業の注文者に変更すること、これは何とか通したわけです。

 しかし、そのときもちょっと妙な議論がありまして、そんなことを言われたって、自分

のところの解体工事が特定粉じんの入っている工事かどうか分からないだろう。だったら

届けろと言われても困るじゃないかと、こういったご意見もあったのですが、調べるのは、

それはちゃんと調べた人が分かっていますから、その人から発注者にこれは入っています

よということを告げてもらえば、届出をするのは当たり前。届出に行くのは自分自身が行

かなきゃならんわけじゃなくて、ともかくその人の名前で届出をするということぐらいや

って何が悪いということ、これは何とか通したわけです。

 そのほかにも今回の大防法改正ではまだ、先ほど外山さんからも、取りこぼしがあると

ご指摘がありましたが、このスライドに書きましたように、発注者の事前調査義務、調査

機関登録制導入（独立性確保・利益相反禁止）、作業一時停止命令制度採用、作業中測定義

務ー濃度基準・測定場所・分析信頼性向上ー、規制対象拡大ーレベル３建材ー、制度間連

携・調整、完了検査制度導入、周辺住民への情報提供義務のありかたといった多くの課題

が残されていることを率直に認めざるをえないと思います。その中の最大のものは、調査

を行うときに本当にきちっと調査ができるための担保措置が必ずしも十分できてないとい

うことですね。

 先ほどからお話がありましたように、もし仮にその解体を行う人が自分で調べるという

ことにまった場合には、案外きちんと客観的に調べるということができない可能性があり

ますから、利益相反にならないようにするためにどうしたらいいかというような問題があ

りそうです。

 しかし、これも残念ながら、まだこういう調査機関を登録制にするまでには調査をでき

る組織、人が育ってないということで、しばらくペンディングということになっています。

後でまたシンポジウムでもご議論になろうかと思いますが、ぜひともこれをどこかの段階

で実現しなきゃいけないと思いますし、それからこれまでは特定粉じんの入っている解体

工事でなければ立ち入り調査ができないということだったのですが、それでは、そんな工

事であるかどうか分からないときには立ち入りができないわけですから、どんな工事であ

っても解体工事であれば立ち入りができることにはしたわけですね。
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 しかし、立ち入りをしてみて分析をするのに時間がかかっている間に工事がどんどん終

わっちゃまずいですから、例えばアスベストがどのぐらい入っているか分からなくても、

浮遊物質の量が非常に多いので危ないなと思ったときには一時的に工事を止めて、その間 2
～3日かけて調べるぐらいのことをやるべきだ。これも審議会の答申の中には書いてあるの
ですけれども、残念ながらこれも法律では採用されるに至りませんでした。

 それから先ほどからお話がありましたレベル 3 についてどうするかということはまだペ
ンディングですし、そのほか解体工事に伴うさまざまな法制度があるわけですが、そのよ

うな法制度間の関係というものについては、まだまだ検討の余地があるだろうと思います。

 建物解体工事があるということは、建設リサイクル法での届出制度があるのですが、こ

れが、この石綿粉じん飛散防止の制度や、建物に組み込まれたフロン類が入った大型冷凍

機器類の撤去解体に伴うフロン類ガス管理の法規制制度と連動させる仕組みがなく、無駄

な努力が行われていることなどが未解決のままです。それから完了工事、完了検査につい

ても誰にやらせるのかというような問題があり、またどの程度の解体工事については完了

検査をさせるのかということは、必ずしも十分整理ができてないということで、これもペ

ンディングのままになっています。

 最後は周辺の方々への情報提供については、掲示をしていただくというところまでは決

めたのですが、それ以上の説明をちゃんとするかどうかは、これはもう各事業者の自主的

な努力にお任せしようということに今のところはなっている。このようなことです。

 さて、廃棄物については先ほどお話がありましたし、私に与えられた時間をすでに超過

しておりますから、これらの説明も飛ばさせていただきますが、予稿にも全体の流れを書

いておきましたので、ご覧いただければと思います。どうもご清聴ありがとうございまし

た。

（司会） 浅野先生、ありがとうございました。では、ここで 5 分の休憩をいたします。
スクリーン横の時計で 15時 41分まで、ちょっと中途半端ですみません、お休みをします。
お手洗いは入り口を出てエレベーターホールの先にございます。あと各階にもあります。

喫煙室、自動販売機は 1階にもございますのでご利用ください。
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第二部 パネルディスカッション

（司会） それでは時間になりましたので、第 2部に入ります。第 1部の講演者お三方と、
牛島聡美公害環境特別委員会副委員長で、アスベスト部会長をパネリストとして、パネル

ディスカッションを行います。なお、4時半ごろになりましたら、会場を回りまして質問票
を回収いたします。質問がおありの方は誰に対する質問か、ご所属、お名前を明記してそ

の際にお渡しください。コーディネーターは小澤英明委員です。よろしくお願いいたしま

す。

（小澤） それでは、これからパネルディスカッションを始めたいと思います。先ほどか

らお話がありましたように、10 年前にクボタショックがありまして、そのとき東京弁護士
会で一度シンポジウムを開いたことがございます。それから 10年たって過去を振り返って、
今後の対応を議論したいということですけれど、先ほどからお話がありますように建物の

中に存在しているアスベストの飛散による被害の発生が絶対ないようにということを念頭

に置いて、議論したいと思います。最初にこれまでアスベストについて、いろいろな案件

に取り組まれた牛島弁護士から、先ほどの 2 件に加えて 3 件ほど実際の事件について紹介
していただきたいと思います。それでは、よろしくお願いします。

（牛島） では、引き続きまして事例の 3番目（資料 13ページ）をお伝えします。平成 23
年（2011年）、神奈川県の綾瀬市の小学校で煙突が解体されるときに、内部にあるアモサイ
ト（茶石綿）を除去しないで、9割方壊してしまったというものです。それも生徒在校中に、
学業をやっている最中ですね。運動場で昼休みに遊んだり、体育の授業をやったりしてい

るときに壊していました。煙突の外側はコンクリートでした。コンクリートならば建築廃

材を減らすために、建設リサイクル法で、リサイクルを勧められています。本件も煙突を

コンクリートとして、そのままリサイクルしてしまい、中間処理場にまで持って行かれて

しまいました。さらに、それが砕かれて再生砕石として販売されてしまいました。途中で

アスベストに気が付いた住民が問い合わせをし、解体業者に知らせました。それで工事が

中断されて、調べて見たらやはりアスベストがあったということで、中間処理場から持ち

出され再生砕石として撒かれた場所も突き止めようとしたのですけれども、分からなかっ

たのです。住民監査・住民訴訟となり、違法工事の費用自体、または、増額分が無駄にな

ったのだから、市が業者からその分の返還を求めるようにと主張しました。

 煙突には通常アスベストの断熱材があって、その安全な除去の仕方を示した監理の指針

が、平成 23年の工事の前から、出ておりました。その小学校の設計図には「煙道」と書か
れており、そこに、「日本アスベスト株式会社ニューカポスタック同等品」とも書かれてい

ました。通常、設計図書には、矩計図（かなばかり図）など、どういう材料を使ったかが

書いてあるのですですから、これを入札段階でちゃんと見た人が質問をしました。こうい



うふうに書いてあるけれども、これはアスベストではないのですかと質問をしましたとこ

ろ、市の作った回答書では、不明であり、レベル 3 程度ではないかと書いてあって、レベ
ル２のアスベスト対策を取りなさいというふうには、なっていませんでした。

 それで、煙突のアスベスト対策をしなくてもいいのだなというふうに、情報が伝わって、

それで、そういう条件で入札が行われました。本来なら、この場合は、建設リサイクル法

でリサイクルしなければならないコンクリートの内側にアスベストが付いていたというこ

とですから、危険なアスベストはリサイクルには適さず、解体改修前に除去すべきと決め

られています。分別解体計画をして出すべきなのです。本来であれば契約締結前、請負人

になろうとする者が文書でどういう分別解体をすべきですよと説明する義務があったので

すが、それをしませんでした。横浜地裁で住民訴訟となったなかで論点となりました。契

約締結前の説明義務（建リ法 12条）は、その前提として、正しく調査した上で、説明する
義務かということです。当然、調査をしなければ正しい説明はできないのですし、そこが

違っていると、その後の工事方法や期間、工事代金額も違うことになるので、事前調査義

務を前提にしないと正しく説明できないと住民側は主張しました。これに対して、裁判所

は事前調査は要するが、契約後よりも簡単なもので足りるとしました。

 今回の横浜地裁の判決は、事実に反してはいたけれども調査はしたとなって、住民訴訟

による損害の返還は認容できないとされました。

この判決に対しては、アスベスト被害者を支援する団体等から強い批判がありました。

事前の調査、契約前の調査というのは非常に大事だということで、この調査義務というの

を厳格にすべきだと考えられました。浅野先生のお話にもあったように、発注者に調査義

務というような形で負わせるのも、ひとつの案かと思います。

 今度は事例 4（資料 14ページ）ですが、レベル 3の飛散と土壌汚染ですね。これは冷凍
倉庫の外壁についていた、レベル 3のスレートの撤去工事に関するものです。8階建て、高
さ約 30ｍの倉庫の周りに、断熱のために取り付けられていたスレートを撤去する工事です。
この工事では、冷凍マグロを入れる金属製のケージを、クレーン車でつり下げ、そこに人

が乗って、スレートのネジ回りをハンマーで叩いて飛び散らせながら、スレートを除去し

て、ケージに乗せて下ろすという方法がとられました。資料 14ページ左下の写真のように、
隣地に多数、アスベストスレート片が飛び散りました。数センチ角の物を映していき、こ

の写真は 68とあるので、68番目でしたが、69個までありました。それ以下の大きさの物
は数えられませんでした。このスレート片を拡大していくと、外山さんがおっしゃったよ

うに、アスベストの繊維が見えてきます。繊維状の黒いところが青石綿と呼ばれる、非常

に有害性の高いものですね。こういうものが飛んでいました。アスベストの水道管工場の

周りでも、廃業した後に今でもアスベストスレート片が残っているところがあります。

 それから、事例 5（資料 15ページ）についてお伝えします。これはアスベストを飛散さ
せずに済んだ、うまくいったケースです。周辺住民とのリスクコミュニケーションがうま

くいきまして、私が扱った中で唯一の、飛散防止が事前にできたというケースです。新宿



にありました厚生年金会館の解体工事における、飛散防止と曝露防止の立ち入り調査等を、

非常に綿密にできるようにしたのです。2010年ころから説明会とか工事協定交渉をして、
立ち入り調査をしていろいろと改善が実際できたということです。このときにやった協定

の内容と合意の流れをお話しいたします。今日も保育園の保護者の方に来て頂いています。

 節目節目で立ち入り調査をしっかりやってくださいということで、新宿区の指定する者

による調査ということで、実際には本日お越し頂いている外山さんに立ち入っていただき、

アスベストの養生をちゃんとしたか、取り残しがないかというのをしっかりと見ていただ

いて、適宜、ここにまだ残っていますよとか、養生が不適切な部分があるというような、

指摘をしていただけました。協定の内容としては、もしアスベストが周囲に飛散した場合

の対応を決めておいた方がいいということで、0.6本／リットルを超えたら工事は中止。あ
らかじめ決めておいた転園先に、転園したい方は転園してもいいというふうな工事協定作

成しました。ただ、これはすぐすんなりいったわけではなくて、住民が周辺の新宿区駅付

近でビラまきをしたこともあり、新宿区役所にも子連れでベビーカーで陳情に行くなど、

いろいろやはりそれなりの時間は掛かったんです。工事業者は分かりました、大丈夫です、

やりますと答えましたが、それでも新宿区はそこまでできるかなと新宿区の方が渋ってい

たという状況がありました。やはり、業者としては工事を進めたいからということで、協

定を進めますという決断をされて、新宿区も応じたという状況でした。

 次、15 ページ右上は全体的に言えるんですけれども、パネルの中でもお話ししようと思
っているんですが、周辺住民とのリスクコミュニケーションが非常に重要だと思っていま

して、工事によってリスクを負わされるおそれのあるのは、やはり周辺住民であり、しか

も、工事によって金銭的利益を得るということはあり得ない立場の人たち、こういう人た

ちに情報があり専門的な知見、専門家の協力が得られればやはり行動ができて、非常に改

善には資するということですね。どうもありがとうございます。では、以上です。

（小澤） それでは、これからディスカッションに入りたいと思います。今日は先ほどお

話ししましたように建物の中に残っているアスベスト、その飛散が今後生じないようにと

いう問題意識での議論ですけれども、それに入る前にこれまで日本の建設作業員が、どう

いうアスベスト被害に遭っているのか、そのあたりの情報をもし外山さん、お持ちでした

ら教えていただければと思います。

（外山） 私もそう知っているわけじゃないんですけれども、ひとつには厚生労働省が発

表しています、石綿関連の労災認定事業所数を見ていると、やはり 6 割ぐらいが建設業と
いうことで、やはり建設業はハイリスクだということだと思います。一方で、国の中にも

建設の作業現場というのは半分屋外みたいなもんであるし、隣地的な作業がたまたま行わ

れるだけで、そんなに環境は悪くないんじゃないのかというような意見も、たまに聞かれ

るんですけど、やっぱりそれは大きな間違いだと思うんです。発表の中でもお話ししまし



たけれども、非常に管理がされてないということが重要な問題で、やはり皆さんの感覚で

も建設の現場というのは、製造の現場と比べて環境がいいというふうには、思われないと

思うんですけれども、そういうことがいわれているというところがあります。

 泉南の判決でも 1972年までは国はやはり、局所排気装置とか対策を採らなかったという
ことで、勝訴しているわけですけれども、建設の場合はそれよりずっと後の、劣悪な環境

のまま置かれていたというふうに考えるべきで、私も発表の中で引用しました欧州環境庁

のレイトレッスンズの中でも、建設業としてやっぱり失敗だったんだということが、反省

を込めて書かれていますし、あと、アメリカの例でもアメリカが、アスベスト対策を大き

くかじを切り替えた 1987年だと思うんですが、このときには中小の建設業者向けの法規制
を、新たに始めていくということがあるので、やはり、まだ日本はそういったことが今で

も十分やりきれていないのではないのかなと、私は認識しております。以上です。

（小澤） ありがとうございました。解体に伴ういろいろなリスク、分類しますと解体作

業員の健康の問題、その解体時の建物内また近隣の人の健康リスクの問題、あとは解体か

ら排出される廃棄物の運搬処分の不適切さから生じるリスク、とあると思います。先ほど

島田さんの方から分かりやすい形で、解体とリニューアルの業法についてのご説明がござ

いましたけれども、簡単に言ってしまうと 500 万円未満の場合の解体であれば、これは建
設リサイクル法上の登録という制度があると。ただ、建設業法上の許可は必要ないという

お話だったと思います。リフォームに関していいますと、建設リサイクル法上の届け出も

必要ないと。そういうお話だったと思うんですけれども、こういう状況の中で、特に解体

に当たって 500 万円未満の工事というのは、それなりにあるところ、建設リサイクル法上
の登録という制度だけで、法令を順守した形の対応が十分できるのか、このあたりについ

てはいかがお考えでしょうか。

（島田） ある意味登録業者、登録解体業者というのは、要はそういった解体業者を法律

の枠の中に取り込んで、いろいろ行政的な指導をやり得るという、そのための仕組みなわ

けですね。ですから、建設業法の補足的な扱いですので、要は情報の周知徹底を含めて、

行政としていかに努力していくかということにつながるかと思うんですね。ちょっと先ほ

どの最初の外山さんへのご質問で、私は一言だけ申し上げておきたいのは、当然これから

起こり得るだろう解体改修工事で石綿を飛散させない、暴露させないというのはもう基本

です。それは新たな被害を生み出さないために必要なんですけれども、今の統計数字上か

らいくと、私は今 60歳を過ぎていますが、私たちがその仕事を始めたころの、ちょうどい
わば高度経済成長期に石綿吹き付け材を非常に多用していたころですよね。

 そのころは皆さんマスクもせずに、その石綿を吹いていたわけですね。工場でも同じだ

ったかも分かりません。先ほど言われたように、工場での局所集じん装置の問題もありま

したけれども、建設業ではもっと遅れていたわけですよね。ですから、そういう劣悪な状



況で作業をしていた人たちが、今発症されているということなので。そのことだけはちょ

っと認識しておいていただかないと、今の解体工事がずさんだから同じようなことが起こ

るということではないということだけ、ちょっと一言付け加えさせていただきたい。

（小澤） 分かりました。飛散している程度がとんでもなく違うということもあると。

（島田） いや、解体だってもうむちゃくちゃすれば飛散しますので同じことなんですけ

ど、非常に劣悪な状況がもうずっと続いていたということは、ご認識いただいた方がいい

のかなということです。

（外山） それはそうだと思うんですけれども、やっぱりレベルの問題もあると思うんで

すね。昔の製造工場のように何百 f/ml というような状況では、今は確かにないんですけれ
ども、やはり数 f/Lの単位であったとしても、やはりリスクはあるわけで、そのばく露を受
ける母集団が非常に多くなってくると、やっぱり一定の割合で発症するおそれがあるとい

うことは考えるべきであって、合理的な対策ですね。必要以上のことをやれということは

ないんですけれども、合理的な対策をやって行くということはやはり、今やはり極めて重

要な局面ではないのかなと私は思います。

（小澤） それで、まずはその解体に携わる人の問題でお話を伺いたいんですけれども、

法律を遵守している人ばかりだといいんですけど、我々の一般的な常識的な感覚からする

と、解体に携わっている方にはいろいろな方がおられるんではないかと。時にはアウトロ

ーみたいな人がかかわっているところもあるかもしれないし、法律ではなかなか手が届か

ないような、そういう人たちが今でも解体に従事していると。そういう理解をしていいの

かどうかですね。暴力団排除条例とかいろいろ出ていますけれども、そのあたりもし情報

がありましたら。

（島田） 私ですね。

（小澤） 島田さん。

（島田） そういう情報は、私は残念ながら持ち合わせておりません。うわさではいろい

ろ聞きますけれども、それをここでお話しするような話ではないと思います。ただ、私が

強く感じますのは、情報がまだまだ知らされていないというか、法律を変えてもそれが周

知されていないんですね。例えばこういう例があったんですよ、昨年の 6 月に大防法が改
正になりました。その結果、先ほども言いましたけれども、事前調査結果の掲示が義務付

けられたわけですね。これは石綿を使ってない工事でも、義務付けられたわけです。9月に



ある県の県庁所在地に行って、その講習会のすぐ隣で市が解体工事をやっていたんですね。

市営住宅の解体工事をやっていたんです。そこにすら看板が出ていないんですね。

 ですから、公共工事が民間工事を先導するという意味で、公共工事からそういうのをき

っちりやっていただきたいと思うんですけれども、そういった情報がまだまだ周知されて

ない。そういう努力が必要なんだろうと思いますが。

（小澤） それで、最初の段階でアスベストが入っているかをチェックするのが非常に重

要だということは、先ほどから講師の皆さんにお話をいただきました。一般の人には難し

いかもしれませんけど、解体に従事している業者の人にも、具体的にどこにどういうふう

にアスベストが含まれているかといったことを的確に判断する能力というか知識はあるの

でしょうか。先ほど外山さんの方から建築物の石綿含有建材調査者ですか、そういう資格

についてもお話があったので、そのあたりを少し教えていただけますか。

（外山） 私もその資格を取得しているんですけれども、講習会を受けて試験もありまし

た。やっぱり実感として、建物のアスベストの調査が非常に難しいということですね。レ

ベル 1 だけに限っても、やはり部分的に除去がしてあったりとか、過去の取りこぼしがあ
ったりとか、いろいろなことがありますので。私も建物の調査を仕事として依頼されるこ

とがありますけれども、すごくこれで本当に大丈夫なんだろうかということを、何度も何

度も考えながら、大きな建物だと調査をしているというのが実態ですので、やっぱり何か

特別な訓練で自分でそれなりの訓練を受けた人でないと、建物の調査というのは難しいと

思っています。国交省の新しい建築物石綿含有建材調査者という制度ができて、今年度か

ら運用が始まっていて、今のところ 200名少しの方が就労されています。
 まだまだこれからも、たくさんの方が受講されて養成されていくと思いますけれども、

その中の議論でも 2 日間講習をやって試験もあってということなんですが、実地研修もや
りますけれども、これでもまだ厳しいものがあるんじゃないか、というような議論もある

ので。本当にやっぱり難しさがあるなというふうに、実感をしています。反面、例えばス

レート板とか、牛島先生も写真でたくさんお見せしましたけれども、石綿の繊維が目で見

て分かるようなものも実際にあるんですね。ですので、そういったものは私たちが今、被

災地の調査ですとか解体現場の調査をたくさん行っているんですけれども、その中で現場

の方にルーペを持っていって、これはアスベストが入っているじゃないかということでお

示しをして、これを吸うとみんな病気になるんだよということをお話ししながら、リスク

コミュニケーションの一環だと思うんですけれども、そういった対策も取れるという部分

もあります。

 ですので、専門家に任せる部分と、それから現場の方が積極的にかかわっていける部分

とあるので、やはり両方重要なのかなと思います。以上です。



（小澤） ありがとうございました。それで、また調査を誰がやるのかという、その問題

にかかわることでお尋ねしたいんですけれども、先ほどお話があったように大気汚染防止

法は解体の請負工事受注者が、調査義務があるということになっております。ところが、

建設リサイクルの方では、先ほど牛島弁護士からありましたように、受注者となろうとす

る者が契約締結前に分別解体等の計画を含む内容について、発注者に説明する義務みたい

なものが、一応規定されてます。そこに齟齬はないでしょうか。といいますか、我々が議

論したときに、もともとその調査をするにはお金も掛かることだし、契約しない前の段階

で調査をした内容を説明する義務なんていうのは、おかしいんじゃないかという議論もあ

りました。この建設リサイクル法上の調査義務というのと、大気汚染防止法上の調査義務

というのは、性格は全然違うものというふうに理解した方がよろしいんでしょうか。これ

は島田さん、お願いします。 

（島田） 性格が違います。事前調査の目的が違いますので、事前調査の性格は違います

けれども、その事前調査と発注者への書面による説明、それから発注者による届出、これ

は同じスキームなんですね。むしろ大防法というのは建設リサイクル法の、その仕組みを

踏まえて改正されたというふうに理解をしています。

（小澤） 我々の問題意識として、その大気汚染防止法の中では受注者が調査義務を負う

というふうに、明確に書いてあるので、例えばそういう形の整理が建設リサイクル法の下

でも、あっていいのではないかとも考えたんですけど、そういうことは現実に合ってない

ということになりますでしょうか。

（浅野） 大防法の改正のときにこういうふうになったのは、さっきも言いましたように

議論をして意見が分かれてしまって、もともと発注者が自分で調べるべきだという意見は

結構強かったのですが、諸般の事情でなかなかそうもまいらず。そこで、だったらしょう

がないな、受注者が調べろということに結果的に、玉突き式にそうなってしまったという

ことですね。しかし、とにかく調べないことには、発注者に特定粉じん発生作業として届

出をさせる義務を、負わせることにしただけでは、制度が機能しませんから、しょうがな

いやというのでこうなったんですが。確かにおっしゃるように、じゃあ、契約前に果たし

て本当に受注者が、調査を自分の費用でやらなきゃいけないのかという議論は、正直にい

えば、法改正の論議の中では全然やっていません。

 結局、解体工事を行う者が最終的に飛散をさせる行為者なのだから、そういうことをや

る以上はちゃんと自分で調べろという論理で止めています。あとはたぶん現実にどのよう

にこれを契約の中で扱うかという点は、島田さんの方が詳しいと思います。現実にはそこ

のところは最後に費用の調整が行われて、丸ごと受注者が自己負担で、何の関係もなしに

費用負担するようなばかなことは、起こってないのだろうと思いますが、その辺はどうな



のでしょう？

（島田） そのために、結局事前調査にも費用が掛かります。石綿があるとすると、その

措置のためにも費用が掛かるんですね。その費用を適切に発注者から受注者がもらうため

には、契約の段階でお金を取り決める、お金を取り決めるためには事前調査が前提になる

という、そういうニワトリと卵の関係になっちゃうわけです。ですから、建設リサイクル

法上はこういうことになっていまして、元請になろうとする人が事前調査をやりなさい。

その事前調査の結果、分別解体計画を作って発注者に書面で説明をして、その分別解体に

基づいてお金を決めて、契約をしなさいという仕組みになっているわけですね。ですから、

それと同じようになります。

 ただ、その元請として決まっていない人が事前調査をやるかという問題があるので、現

実的にはまずあなたに発注しますよという内示であったり、仮契約であったり、あるいは

必要なところはお金を抜いて総体として解体工事を契約した後、その事前調査の結果に基

づいて詳細な費用、事前調査の費用であったりそういった工事の費用であったり、そうい

った費用を含めて請負契約、工事契約をするという手順になろうかと思うんです。

（小澤） 分かりました。それで、ちょっと話を変えたいと思うんですけれども、今解体

のリスクについてお話ししていましたが、解体前の平常の建物の利用の中で、アスベスト

が飛散している危険性というのがどの程度あるのかということについて、島田さんの方か

らご説明いただけますか。

（島田） 先ほども説明をしましたけれども、建物を使っている間で解体改修工事をする

前、建物を使っている状態で法的規制を受けるのは建築基準法、それから、石綿障害予防

規則の第 10条に、吹き付けられた石綿がある建物での措置というのがひとつだけありまし
て、法律的にはそういうのを受けています。そういった中で既存の吹き付け石綿等が、ま

だ多くの建物で残っているという状態はあると思います。ただ、それがどれぐらい現実に

飛散をしているのかということについては、もともと確認されていないということになろ

うかと思います。

（小澤） 牛島先生、どうぞ。

（牛島） 例えば、学校でパニックというのが昭和 62年にあり、また、平成 17年 6月の
クボタショック後も調べられまして、平成 17年の 11月の段階で 1重量％以上の石綿が使
われていたのが、調査対象の 5％、6,270機関で 5,000㎡ありました。日常利用室も 5,000
室ありました。その後だんだん除去などの措置もされまして、平成 25年になりますと 350
㎡と。そのうち、飛散のおそれのあるところが 140 ㎡というふうに、やはりまだ残ってい



る、これは学校だけの統計ですけれども、その他のところでもまだあるんだなと。つまり、

露出しているところがやはりまだあるというふうな情報が、平成 25年の、これは文科省の
お知らせになっていました。

（島田） いいですか。

（小澤） どうぞ。

（島田） それについては、アスベスト規制の時間的な変化があるんですね。一番最初に

練馬区で小学校の PTAで問題になって始まった、最初のアスベスト騒動ですけれども、そ
れを受けて昭和 60年前後に学校での吹き付け石綿の除去が盛んに行われて、それは全部や
るんだということでやっていたんですけど、そのとき吹き付け石綿はたぶんなくなってい

るんですね。石綿にいわゆる吹き付けロックウールというものがありまして、その規制が、

5％以下のものは規制対象外だったんですね。5％を超えたものだけが規制でした。ですか
ら、そのときに重量で 5％以下含有している吹き付けロックウールは、その規制対象になっ
ていなかったということがひとつです。もうひとつは、そのときに、昭和 60年のときには、
露出している吹き付け石綿に対する対応として、例えば囲い込みをやるとか封じ込めをや

るとかという措置も含めて、措置が講じられたので、吹き付けが全部除去されたのかとい

うことは、必ずしもそうではないと。

 その後平成 7年、1995年に規制が重量 1％を超えるものが規制対象になったということ
で、拡大になったんですね。今は 2006年、平成 18年からは 0.1%を超えるものが規制対象
だということで、範囲がどんどん拡大していますので、今も吹き付けロックウールの中で

規制対象になるものが残っていることは、事実あると思います。

（小澤） ありがとうございました。それで、先ほどからお話があった大気汚染防止法の

改正について、皆さんの評価といいますか残された大きな課題について少しずつ、ちょっ

と時間がありませんのでひとつ二つぐらい、本当に重要だと思われるところだけお話しい

ただきたいんですけれども。まず外山さん、どういうふうな評価をされていて、特に何が

一番課題として残されていると思われているか、お話しいただけますか。

（外山） それも私の発表の中でお話ししました。枠組みを変えるという意味で、発注者

の責任が強化されたというのは非常に大きいと思いますし、これはこれからの改善に向け

た兆しだと思うんです。ただ、課題もお話ししたようにたくさん残っています。ひとつち

ょっとお話しし忘れたなと思っているのは、立ち入り権限が強化されましたね。自治体の

方は疑いがあれば入っていけるということになっていますので、これはぜひ活用していた

だいて、抜き打ち検査をやってほしいんですね。全部じゃなくていいです。たまにでいい



です。自治体さんにはこれはいつもお願いしているんですけれども、たまに厳しい抜き打

ち検査を 1 件でもやっていただくと、その自治体での工事は緊張感が走りますので、ぜひ
そういうことを活用してやっていただきたいということと、今後の改正という意味では罰

則の強化ですとか、期中の測定の義務化ということは当然必要になってくるだろうと思い

ます。以上です。

（小澤） 牛島先生、いかがでしょうか。

（牛島） 私も発注者責任に変更したというのは、非常に大きいと思います。いい点とし

て評価できると思います。今日のシンポジウムも皆さんにそういう情報を提供するといい

ますか、周知するということもひとつの目的で、皆さんのご自宅、所有する建物があれば、

もしそれをリフォームする場合もしくは解体する場合、自分もそういう費用負担も含めて、

責任があるのだと思っていらっしゃる方、手を挙げていただけますか。今日ここで聞きに

来られた方であれば、もうほとんど全員だと思うんですけれども、やはりまだ知らなくて、

私はアスベスト入りの建物なんて買った覚えはないですよなんて言う人が、多いと思いま

す。そういうことで、環境省さんもいろいろとアナウンスされているとは思いますが、い

ろいろなところでアナウンスをしていきたいと思っています。

 問題は工事契約の締結後にアスベストが見つかったとしても、実際は契約代金を変更し

てやり直したというのが、私の見てきた事例の中ではなかったんですね。綾瀬小の煙突の

事件では後に変更されますが、それは住民が指摘した後です。そこら辺を契約変更しやす

いように、心理的にもそうやって適正にして増額するのは、いいことなのだというように

やっていただきたいと思っています。そういう意味では、事前調査のところが工事に利害

関係の少ない業者への分離発注ですとかいろいろ考えた方がいいと思うんです。その上で、

さらに要になるのは住民なんじゃないかなと思います。いくら分離してもやはりそこには

利益関係が全く無とは限らないので、そのような関係のないところで、環境を守れるのは

住民であり、リスクコミュニケーションということを、強調したいと思います。

（小澤） 島田さん、いかがでしょうか。

（島田） 最後のリスクコミュニケーションというのは、極めて重要だと思っているんで

すね。私がかなり説明の中でも掲示にこだわったのは、実はそのことなんですよ。掲示さ

れることによって、近隣の方は調べるわけですね。それを見ていただきたいんです。使っ

ていない、あるいは特定建築のレベル 1 レベル 2 がなくても、掲示をする。そのことによ
って、皆さんがそういう認識をされることになるんですね。私は、もう 10年以上前の経験
ですけど、新宿区内で戸建て解体をやったことがあるんです。そのときに、石綿則の通知

が出た後ですから、戸建て解体なのでレベル 3、屋根材のスレートがあるので、そのレベル



3 がありますよという掲示を出したんです。そうしたら、そこは並びで解体をやっていて、
ひとつの解体はもうすでに終わっていたんですが、その私がやろうとする解体のときに、

前のマンションの人から声が掛かって、けしからんと。

 アスベストがあるものを、どうして解体するんだという話なんですね。我々はそのスレ

ートをビスを切って、手ばらしで解体をしますという説明をしているんですけれども、た

だ、石綿則上はそういった作業であってもマスクをしなきゃいかんわけです。作業員がマ

スクをしなきゃいかんのに、その前のマンションの人は子供がいる、自分たちはマスクを

しなくていいのかということで、かなり粘られました。結局、連休中にバカンスで出掛け

られている間に試験施工して、相手の敷地内での粉じんも確認して、それで納得をしてい

ただいたんです。今日話されている事例なんかも必ず近隣の方からのクレームになるわけ

ですね。その発端として、私はその掲示が極めて必要なんだろうと、重要なんだろうと思

いまして、法改正の課題はいっぱいありますけど、改正されたことを徹底させる。そのこ

とが今私にとっては、一番大きなことかなと思っています。

（小澤） 浅野先生、いかがでしょう。

（浅野） 積み残しがいっぱいあることは、第 1 部でも申し上げましたように正直認めざ
るを得ないんですが、先ほどから言われましたように、とにかく発注者により多く責任を

持ってもらうというところに、何とか踏み入ることができたというのは、よかったかなと

思っています。それから、本来やっぱり大気汚染防止法の役割である一般大気環境保全と

いう観点で考えるときには、本来は敷地境界線でちゃんと基準が守られているということ

が、なきゃいけないんだろうなと、つくづく思ってはいたのですが、しかし、工場と違っ

て、建設作業のように比較的期間が短く、特に解体の場合には本当に大小さまざまあって、

一律には議論しにくいことは事実です。さらに解体工事の状況によっては、敷地というの

も、どう考えていいかよく分からないことがある。こんなふうにいろいろなことがあった

ので、まあ、しょうがないかな、最終的には合意をしているところできちっとできている、

大は小を兼ねるで、これで敷地境界線のところまでいくことはないだろうということにし

たわけです。

 敷地境界線のほうはむしろ、どうしても問題だと思うなら自治体の方で、測定をやる以

外にないかなということにしてはいるのですが、この場合にもやっぱり現実をしっかり押

さえながら、きめ細かく対応しなきゃいけないことがあるだろうなと思います。それから

もうひとつ、残念ながら制度改正するときに思うことが十分できなかったのは、やっぱり

短期間にきちっと正確に測るという技術も、今の段階ではそれが十分にはないということ

や、そのための技術者が育ってないということがもろもろあるということでしたから、こ

の程度で収めたということがありますので、5年ぐらい経ってもう 1回見直すときには、か
なり思い切ったことができるんじゃないかと考えております。



（小澤） ありがとうございました。アスベストの調査に費用が掛かるという問題がある

んですけれども、そういう調査に公的な補助を出すべきだという意見もあるかもしれませ

ん。しかし、出した場合は、本来所有者が負担すべきものを税金で負担しているんじゃな

いかとか、反論もあるかもしれません。そのあたりどなたか。外山さん、お願いします。

（外山） 助成は国交省の方から出ているんですね。これは解体工事の石綿の事前調査で

はなくて、使用中の建物調査に関して 1棟当たり 25万円までは、申請をすれば出るんです
けれども、ただこれを実際にできる、こういう能力がある自治体というのが、限られてい

るという問題点があるんですけれども。全国的に見ると、いくつかの自治体がこれはでき

ているということです。あと、25 万円なので非常にやっぱり限定的な調査しか、できない
という問題がありますけれども、足りない分は所有者が出すということでできますので、

一応そういう制度自体はございます。

（浅野） たぶん、もし何も調べないで石綿粉じんを解体工事に伴って勝手に飛散をさせ

るということが、被害の新たな発生につながるのであれば、その発生したときに要するコ

ストは、莫大なものになるということを考えると、そのコストを少し早めに社会で負担を

しておくということも、ないわけではないだろうと思います。もともと特別救済制度も、

社会全体がアスベストである意味では恩恵を被ったんだから、そのことの償いは社会全体

でなきゃいけないということで作られたというわけですから、その意味では同じだろうと

思うんですね。もちろん最終的には所有者が自分で責任を持つのが原則だと思いますけれ

ども、しかし、社会全体のリスクをどう抑えるかという目で見たときの、社会での負担分

散の意義はあると思います。

（小澤） 牛島先生、どうぞ。

（牛島） 資料の 18 から 19 ページに雑駁ですけれども、その補助金の制度として国がや
っているものを挙げておきました。民間の建物に関する除去もしくは調査について、平成

22年度のものですけど、国土交通省の方でそういうのをつくっていいですよということで、
都道府県単位で約 30％がつくっており、政令指定都市では 100％にあります。これも、あ
まりお知らせが十分行き渡っているのかどうかと思うので、業者さんは知ってらっしゃる

んでしょうけれども、施主の方に関してもこういう情報が行きわたる必要があります。ま

た、国は、石綿工場のアスベスト被害者に、1人当たり 1,300万円の国家賠償を支払うとい
うふうに言っています。今後、建物からの健康被害者に対する負担を国がすることになれ

ば膨大なお金も掛かり大変ですので、建物からのアスベスト被害を防ぐために対策に補助

金などを使うべきだと思います。



（小澤） ありがとうございました。いくつかの法律で、どういう調査をしてどう対処す

べきかということについては先ほど特に島田さんの方から、かなり分かりやすく説明いた

だいたと思っていますけれども。結局石綿障害予防規則という、要するに労働者の健康保

護のための、労働安全衛生法の下の規則からすると、レベル 3 まで調査をしなさいという
ことになっていると思いますが、一方大気汚染防止法では、レベル 1 レベル 2 の調査が義
務付けられています。そこの齟齬といいますか、もともと解体とかで労働者の健康を保護

するために、レベル 3 まで調査しなさいということになっているんであれば、その調査結
果に基づいて大気汚染防止法とか、その他の法律でも届出等をすればいいだけの話ではな

いかといったことを、我々は弁護士の間で議論したことがあります。そこの、齟齬と言っ

ていいのかどうか分かりませんけれども、食い違い、そこはどういうふうにお考えでしょ

うか。

（島田） 私の方でいいですか。

（小澤） はい。

（島田） 私は基本的にレベル 3 まできっちり識別して、事前調査は対象とすべきだとい
う持論を持っていまして、委員会でもそういうふうに発言をしたんです。結果としてはレ

ベル 1レベル 2、特定建築材料だけが調査対象だよということなんですけれども、常に申し
上げているのは、ではあっても、それ以外のものも調べない限り、特定建築材料があるか

ないかというのは結論が出ないはずなので、対象としてはすべての解体改修工事が対象に

なっているという意味では、同じことになるのかなと思っています。ただ、そのレベル 3
まで厳密に調べているかというと、その石綿則での齟齬は若干残っているかなと思います。

（浅野） おそらく一番難しい問題は、レベル 3 まで調べろということを大防法で義務付
けたとしても、その後の効果と結び付けないと、調査義務といってもうまくいかないでし

ょうね。やはり個別法がそれぞれの法律の目的で、ばらばらになっているということの問

題が、根本的にはあるなとつくづく思います。労働安全の方は労働安全の観点からいろい

ろなことを言っている、廃棄物は廃棄物で勝手なことを言っているというような感じです。

どこかで制度全体を統合していかないといけないということを本当にこういった制度の検

討の仕事をするときには感じることです。

（小澤） 結局、レベル 3 まで石綿障害予防規則では調査しろということになっていて、
ただ、大気汚染防止法ではなかなかそこまでいかないというのは、義務付けることによる

効果というのが本当にどこまで読めるかというあたりが、疑問がそれなりに出たというこ



とでしょうか。

（浅野） つまり、大防法上それをレベル 3 まで調べて、レベル 3 についてはどういうこ
とをしなさいということが、出てこないと取りあえず考えられたものですから、今回はし

ょうがないかなということだったんですけれども、果たして本当にそうかどうかという疑

問にいては、委員会でも島田さんがだいぶ強調されておられました。

（島田） 私は、今浅野先生がおっしゃるようなことからすると、建設リサイクル法で事

前調査が義務付けられているんですけれども、この建設リサイクル法はリサイクル目的の

ための事前調査ということなんですね。ただ基本方針の中で、例えばそのレベル 3 の石綿
含有建材しかり、フロンもしかりです、アスベストだけではなくて、フロンの放出であっ

たり、いろいろなそういう有害物がいっぱいあるわけ、これは建設業者にとってみれば、

解体改修工事に特化した形で、有害物を含めた事前調査をきっちり確立させる、その方が

より分かりやすく、より徹底するんですよ。だから、アスベストだけでどうこうというよ

りも、私はその方が実際に建設会社を指導し規制するという観点でいけば、その方が有効

だと思いますけどね。

（小澤） では、牛島先生、どうぞ。

（牛島） 私も同感ですね。今日のシンポジウムを聞いていてもやはり分かりにくいなっ

て（笑）。あらためて思いまして、やはり統一法があり、統一書式がありみたいな方が非常

にいいだろうと思います。また、レベル 3についてはちょっと私は素人考えなんですけど、
いわゆる養生内でやれるような仕組みができれば、壊し方が手ばらし、湿潤化を十分して

いなくても、うまくいくのではないかなというのを、ちょっと感じてはいるんですが。そ

の辺、実際にやっていらっしゃる方はどうでしょうか。

（島田） その養生内と言われるのは、隔離養生の中でですね？

（牛島） ええ。厳密な、どの辺までかはいろいろな考え方があると思いますけど。

（島田） それをやると、もう工事金額が 2 倍とか 3 倍じゃなくて、ひと桁変わってくる
んじゃないですかね。例えば、大きな倉庫の屋根とか外壁なんかだったら、スレートがほ

とんど使われているわけですね。そういったものを手ばらしするということだけでも、大

変な作業にはなるんですけれども、それをその全体を覆ってしまうとなると、いわば大仏

殿を全体改修するのと同じような工事になっちゃうんですね。



（牛島） 実際にもうネジのビス山を切ってやればまだいいですけど、結局ハンマーでド

ンドンとたたいて割っているのが結構あるというふうに聞いていて、実際そういう事件も

あるんですけれども、ビスでしっかりやれば飛ばないようにできるという感じですか。

（島田） 現実的には機械ばらしされている事例は、まだまだ多いと思うんですよ。ただ、

原則はやっぱりその手ばらしということは、くどいほど言っているんですね。ただ、手ば

らしでもそれを実際、いちいち持って下りないといかんのですよ。手ばらしをやっても投

げ落としちゃう。投げるために割れちゃうんですね。だから、やっぱりその高所作業を扱

っていて手ばらしして、それを下ろしてやる。その手間だけでも時間もすごくかかります

し、費用もすごく掛かるんですけど、最低それはまずやらないと。それを抜きにして、じ

ゃあ、全部囲ってやれるかというと、それはやっぱり社会的なコスト負担が、大きくなり

すぎるんじゃないかという気がしますね。どうですか、外山さん（笑）。

（外山） そうですね、やはり現状では手ばらしと散水という基本ができていないという

状況ですので、まずそれをきちんとやっていただくということが、最重要かなと私は思い

ますね。私も今調査をしていますけれども、かなりの割合でレベル 3 に関しては、もう重
機による解体ですとかバール破砕というのは、散水もないというのが見られますので、そ

こをまず何とかしたいと思います。

（司会） 手を挙げたい方がいらっしゃるみたいですけど。

（永倉） ひとつだけ。

（小澤） どうぞ。

（永倉） アスベストセンターの永倉と申します。レベル 3 について届出義務が法的にな
いという議論になっていますけれども、17 ページの表を見てもらうと分かるんですけど、
条例でレベル 3 の届出義務を設けているところが実際ありますので、これはこの条例を制
定している自治体で届けないと、違法になってしまいます。そのことで、レベル 3 につい
ては届け出る自治体と必要がない自治体と、まだらになっているということで、かなり混

乱を現場でしていると。それがひとつの大きな原因になっていると思います。ですからレ

ベル 3 についても、今ご議論があるようにこれは統一的に、やはり届出とか施工の仕方を
統一していく必要があるんだろうと、ひとつ思います。

（小澤） ありがとうございました。先ほど島田さんの方からもお話がありましたけれど

も、解体に伴ってどういうことを守るべきかというのを、統一的に法律でしっかり決めた



方がいいんじゃいかというのは、普通に考えると思うんですけど、浅野先生、そのあたり

は実際に難しい話なんでしょうか。

（浅野） そうですね、正直言うと難しいでしょうね。でも、今の霞ヶ関の雰囲気という

のは昔に比べると、省庁横断で物を考えるという雰囲気はかなり出てきています。そうい

う意味でいえば、かつての程に難しくないと思いますが、たぶん難しいでしょうね。でも、

例えば労働安全の観点でここまでやらなきゃいけないといって、それで調べさせられてい

て、結局そのデータをこちらの法律の方でまた使うのであれば、同じデータを使っている

わけですから、調べて届けをしなきゃいけない者に、負担を余計課しているわけじゃない

ということから話を始めていけば、あとは役所の間の調整が付けば済むことだというよう

な面が、かなりあるような気はいたします。

（小澤） どこの省庁がリードする話なんでしょうか。

（浅野） そこはそうですね、でも、やっぱり国民の健康を守るという意味でいえば厚労

省、あるいは一般環境を守るといえば環境省というのがまずはあって、その次は国交省と

いう順番となりそうな印象はありますが、どうでしょうか。

（小澤） 分かりました。あと、会場の皆さんから出た質問について、答えていただきた

いと思うんですけれども。それでは、会場から質問がいくつかありますので、ご紹介して

お答えいただきたいと思うんですけど。島田さんと浅野先生に、「再生砕石中にアスベスト

建材が混入している実態が、全国にあります。私たちの調査では、再生砕石であるところ

どこにでも混入されています。解体工事に問題があることは推察できるのですが、法的処

分を受けた事業者は出ていません。罰則を厳しくした方がいいのか、補助金を付けてきち

んと解体処分できるよう、行政指導を強めた方がいいのか、どう思われますか」という。

斉藤さんからのご質問ですけど、島田さんと浅野先生、いかがでしょう。

（島田） 私は廃棄物が専門ですから、私のところでは、廃掃法が改正されたときに、ス

レートなどをいかに受けないか、出口で止めるかと、いうことでいろいろとお客さんに周

知したり、ルーペで確認してそれを入れないようにするとかいう努力は、しているんです

ね。それは、我々の自己防衛でそういうことをやっています。根っこは解体時にスレート

等を一緒に解体をしないことが本来基本なので、そこを徹底すると、やっぱり解体工事そ

のものの規制ということになろうかと思いますね。その分別解体を、きっちりやるという

ことしかないと思います。それ以降は先ほども言いました我々処理業者のところでの規制

程度ですが、それ以降の話はどちらかというと被害者であって、手の打ちようがなくなる

だろうと思います。



（浅野） 罰則でということが何となく分かりやすいような気もするのですが、しかし、

今の法律構造の中でおっしゃるようなお話を、罰則に結び付けていくことにすると、なか

なか大変な法律の構造になってしまっています。廃棄物であるかどうかということが、物

とその危険性によって決まるという法律になっていれば、まだ始末がいいのですが、日本

法の構造では物が危険だろうが何だろうが有用ということであれば、特別管理廃棄物に指

定しない限りは廃棄物処理法の対象にならないのです。それが資源になっていると、それ

自体有用物ということになってしまうので、その資源であっても危険だと思われるものに

ついての一般的な取り締まりの法制度がない、そこでお手上げということになってしまい

ます。我が国の廃棄物の制度には諸外国とは異なる面があるわけです。

 つまり、本来危険なものは本人が捨てる気があろうがなかろうが、捨てるべきものとい

うふうにしておく。これは EU ではもうすでに常識になっていることですが、我が国では
まだ全然常識になってない。ここに問題がありそうです。

（小澤） ありがとうございました。あと浅野先生に弁護士の西村先生からご質問があっ

て、公健法の汚染者負担原則等についてご質問があるんですけど、私より直接、西村先生

からご質問をしていただいた方がいいかと思うので、ご質問をいただけますでしょうか。

（西村） 弁護士の西村と申します。今日いろいろお話を伺った中で救済法のお話がいろ

いろ出ておりまして、ただ、私の方は建設アスベストの裁判を抱えてやっている関係もあ

りまして、真の救済をということで運動をしております。そういう中で考えますと、やは

り今の救済法というのは社会全体が広く負担をするという考えの下に、まさに財源負担が

されているという限界があって、その一方で給付水準が非常に低いという点がやっぱり問

題であるのだろうと思っています。

 ですから単にその問題だけで解決はできない。社会全体の中で例えば私たちの建設アス

ベストの中で、建材メーカーの責任であるとかというところをきちんと裁いて、そういう

中で財源負担を求めていくということを私たちはやっていきたいと思っています。

 ただ、そういう中で広く浅くということではなくて、やっぱり建材メーカーなり、ゼネ

コンなりということで、そういったアスベストによって潤ってきた業界というのが当然あ

るわけで、そういうところにやっぱり負担をさせていくという、そういう経験を公健法で

は持ってきたわけで、浅野先生はよくご存じの通りです。ですから、そういった発想でや

っぱり物事を考えていくということが大変重要じゃないかと思うんですが、いかがでしょ

うか。

（浅野） 実は同感でして、救済の方の委員会ではだいぶそういう議論もやろうとしまし

た。ただ、なかなか壁は厚いという印象があるのですけれども、しかし、現行の仕組みは、



やっぱりどこか腰が引けたようなところがあるという印象を持ちます。相当のことをやっ

てない限りは特別負担になってない。だけどもっと緻密に考えていって、特別負担を増や

すということはあり得ると私も思っていますし、廃止された石綿健康被害救済小委員会の

委員のうちには、西村弁護士のようなお考えの委員もおられました。

（小澤） 今の点、ほかの方はよろしいですか。じゃあ、牛島先生。

（牛島） まさに同感でして、ある地域の中で人口比でいうと被害者が少ないけれども、

本当はそこには水道管メーカーがあったという地域もあるんですね。具体的に言うと、さ

いたま市というところ、昔、与野市があったところにアスベスト水道管の工場があったん

ですけど、いろいろな市が合併したもので、広く見ると被害が大したことがないというこ

とで特別拠出から漏れてしまったと聞いています。でもイタリアから昭和 6 年に特許をも
らってきた会社、そこが特別負担じゃないらしいということです。全国にアスベスト水道

管を普及させてきたのですから、ここも含め、少し広めに特別負担をするところを増やす

べきだと思います。

（小澤） それではもうそろそろ時間になってきましたので、最後に今日のシンポジウム

のまとめみたいなことで、それぞれのパネリストの皆さんに、最後にこれはしっかり言っ

ておきたいという点がございましたら、お話しいただきたいんですけれども、それではま

ず外山さんの方から。

（外山） リスクコミュニケーションということが今日大変重要だということが言われて

いますけれども、リスクコミュニケーションは最近少し誤解されている面もあるかもしれ

ないんですけれども、やっぱりこれは当事者の意思決定の参加によって、信頼関係を築い

ていくということが究極の目標だと思うんですね。

 そういう意味で、これまで中皮腫で亡くなった方が累計で 1 万 7,000 人以上いらっしゃ
いまして、日本で最大の被災者団体である中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会とい

うものがありますけれども、そういった被災者の方が、やっぱり意思決定に参加していく

ということが、ぜひとも今後必要であろうと思っていまして、クボタショックを紹介しま

したけれども、これは実はその被災者の会結成の中心になった方が尼崎を歩いて発見され

たわけですね。

 ですので、そういった経過もありますし、最近ですと文部科学省に学校の調査に関して

予防という観点から申し入れもしていますので、その能力は十分あると思いますので、や

はり枠組み、国レベルのリスクコミュニケーションの枠組みをつくるという意味合いで、

被災者の方が国レベルの法規制なり、そういったものの決定に関与していくということが

これから必要になるのかなと思っています。以上です。



（小澤） 島田さん、お願いします。

（島田） これだけはということよりもひとつ抜けていたのが、働く人の中で解体・改修

工事ではなくて、建物をメンテナンスする人の暴露の問題があるんですね。今エレベータ

ーシャフトは比較的吹き付けの石綿が使われていますので、エレベーターのメンテナンス

の人は、もう最初からマスクをしているんですよ。

 だけど、それ以外の建物の特に設備屋さんとか、そういうメンテをする人はマスクを着

けるべきなのか、着けなくてもいいのか、そういうのでメンテのためには、その建物の事

前調査をやらないといけないんですけれど、そこまで費用が掛けられないところがあって、

発注者がきっちりそういう情報を持っていれば、そういう情報を伝えて、そのメンテをさ

せるということが必要なわけで、そこのところを結構拾い上げる必要があるのかなと思い

ます。

 労災の認定がされている中で、電気屋さんが電気室を巡回して回っている電気保安管理

者の方が結構労災認定を受けていらっしゃるんですね。あれは電気室に吹き付けられてい

る石綿の暴露じゃないかなと私は思っているんですけど、そういうことが今後必要になっ

てくるかなと思いました。

（小澤） 浅野先生、どうぞ。

（浅野） 被害者救済法の議論をやったときにつくづく感じたことですけれども、これか

らますます解体が増えるだろう。そうしたらいつごろまでのものは危ないだろうというこ

とについての事前の情報をしっかり確保しておくことがとても大事なことだと思ったわけ

ですね。

 先ほど島田さんからお聞きしたところでは、建築基準法の方で何か一生懸命台帳作りも

始めたということをお聞きしたのですが、ぜひそれを急ぐべきですね。これはいろいろな

ところで同じようなことを経験していまして、例えば PCBも廃棄物にならないと今は全然
法律上処分を義務づけることができないのですが、まだ現役で PCBの入っている電気の古
い器具が使われたりすることがある。こういうものをしっかりリストアップしておかない

と、どんなにあと 10 年で PCB 処理を終わりましょうと言ってもそれでは終わらないおそ
れがあります。

 このアスベストの場合も同じような問題を抱え込んでいるなということをつくづく感じ

ていますので、ぜひちゃんとしたハイリスクの石綿を含有する既存建築物等の台帳の整備

は大事だと思っております。

（小澤） ありがとうございました。牛島先生、お願いします。



（牛島） さっき言い漏れてしまったのが、大気汚染防止法の改正の中で説明義務に対す

る罰則が、届出違反に対する罰則はあるんですけど、説明義務違反の罰則がなかったので、

やはり説明義務違反も罰則があった方がいいと思っています。

 それと保存というのが非常に大事で、この記録は長期に保存してもらわないといけない

なと思うんですが、大気汚染防止法の改正をみると確か非常に短くて、工事終了までとい

う規定になってしまっていて、あれっと思ったんですけど、石綿則なんかは 30 年とか 40
年の保存義務がありまして、解体はもう現場がなくなっちゃうから短くしてしまったのか

と思うんですが、発注者及び事業者で、保存をもうちょっとするべきだなというのが二つ

あります。

 それから今日ちょっとあまり出ませんでしたけど、泉南にしろ建設国賠にしろ、やはり

工場労働者にしろ、国がやはり広げてきた責任というのはあって、それが 2 分の 1 の責任
というのが最高裁の判決になってしまったんですけれども、これは根拠がないというのは

いろいろな学者さんがおっしゃっていて、やはり JIS 規格になったりいろいろなことで安
全ですよということで広げてきた、警告表示もないということについては、国は 100％の責
任に本来なるべきだと思います。

 もちろん負担の公平とか税金の使い方というのはあると思うんですけど、被害者が負担

するべきではないということを思っております。今日後ろにそういう書面のも置いてあり

ますのでよろしくお願いいたします。

（小澤） その説明義務違反に対して罰則がないという形になってしまったんじゃないか

ということなんですけれども、そこはそういうことだったんでしょうか、島田さん。

（島田） ありません。

（小澤） それはまたなぜなんですか。

（島田） 特にその議論はしていませんけれど、それはもう行政的にその罰則が必要かど

うかという判断がされたのかと思います。我々が考えるときにすべて罰則でというとこら

辺は、やっぱり気にはなるところなんですね。

（小澤） 分かりました。記録に関してだと石綿障害予防規則だと何十年か残せというこ

とになっていると思うんですけど、それではそっちの方では残っていると理解をしてよろ

しいですか。

（島田） それは石綿則では 40年という保存期間があります。これは自治体によっては 40



年保存を条例で義務付けているところもあります。ただ、石綿則での 40年義務付けは事業
所を閉鎖したときに、その記録を監督署に提出をするという仕掛けがあるんですね。です

から記録は確実に行き渡る。自治体にそのことを確認したら、それは何も考えていません

でした。ですからその事業所がなくなったときに 40年保存するとすると、その記録はどう
するんですかという問題を併せてきっちり仕掛けとしてつくられないと意味がなくなると

思います。

（小澤） すみません、私の質問ばかりであれですけど、大気汚染防止法上の記録はすぐ

にないかもしれない、なくなるかもしれないけれども、石綿障害予防規則に基づくそうい

うその調査結果に関して言うと、長いこと保存されているから、それをチェックすれば分

かるということになりますかね。

（島田） はい。

（小澤） ありがとうございました。それではもう時間もまいりましたので、このあたり

でパネルディスカッションを終了させていただきたいと思います。



（司会） では最後に東京弁護士会公害・環境特別委員会の西島委員長より閉会のごあい

さつをいたします。

（西島） 本日はご参加いただいた皆様、それからご講演いただいた皆様、大変ありがと

うございました。建物にどのようにアスベストが使われているのか、それから解体・リノ

ベーションの現場で、どのようにそれが取り扱われてきちんと処理されているのか。そし

て、これから特にそういった現場で新たな被害が起きないように、法改正がどのように行

われてきたかということがよく理解できたと思います。

 実際どのような使用実態があるかということの調査の重要性ということが、皆様からご

提起いただいたと思うのですが、今日は特に解体・リノベーションの場面を想定したお話

でしたけれども、これから起こる災害の場合なんかを考えますと、早期に実態把握を行う

ということの重要性というのは、ますます大きくなってきていて、そこに公的な支援、資

金的なものですとか、人材育成のお話なんかもあったと思うんですけれども、そういった

支援がますます重要になっていくのかなということを感じました。弁護士会も人の健康、

生命に関する重要なテーマですので、引き続き取り組みを進めてまいりたいと思っており

ます。本日はどうもありがとうございました。

（司会） では以上で本日のシンポジウムを終了いたします。パネリストの皆様にあらた

めて拍手をお願いいたします。そして、アンケートにご協力をお願いいたします。出口に

あります回収箱にお入れいただければと思います。
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アスベストに関連する近年の最高裁判決
１．アスベストについて
２．労働者による損害賠償請求についての判例
３．賃貸物件内の工作物責任についての判例

東京弁護士会
環境委員会アスベスト部会

（出典 ANN）

１．アスベストについて
1.アスベストについて
天然の繊維状の鉱石で、
クリソタイル（白石綿）、クロシドライト（青石綿）、
アモサイト（茶石綿）等がある。

２．アスベストの特徴
非常に細い繊維状の物質で、加工しやすい。
耐久性・耐熱性等に優れる。
安価であるため、建設資材や電化製品等に広く使用されていた。

（写真出典 アスベストセンター）

アスベスト原石

吹付けアスベスト

１．アスベストについて
３．アスベストの被害
飛散により空気中に浮遊し、
肺がん、悪性中皮腫等の原因となる。
数十年と潜伏期間が長い。
閾値がなく、少量の曝露でも
健康被害の発症の可能性がある。

（写真出典 独立行政法人環境保全機構）

１．アスベストについて
４．現在も残るアスベスト
解体時に飛散の可能性の高さで分類
レベル１：発じん性（飛散しやすさ）が著しく高い

石綿含有吹き付け材等
レベル２：発じん性が高い

石綿含有保温材・断熱材
レベル３：発じん性が比較的低い

石綿含有成形版等

（写真出典 独立行政法人環境保全機構）
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平成２６年 １０月９日 最高裁判決
（泉南アスベスト判決）

労働者の健康被害について
国の責任を認めた判例

（出典 大阪泉南アスベスト国賠訴訟原告団・弁護団）

事件の概要

元労働者・遺族ら 国

大阪の泉南地域等でアスベスト製品を製造していた工場で
石綿製品製造に従事し、肺がん等を発症

国の責任
・石綿疾患の発生等を防止するために
労働基準法・労働安全衛生法に基
づく規制権限を行使しなかったこと
（国家賠償法1条1項）

（写真出典 泉南市役所）

最高裁の判断 （平成2６年１０月９日）
最高裁の判断枠組み
国の権限不行使 権限を定めた法の趣旨・目的・権限の性質等に照らし、具体

的事情の下において、不行使が許容限度を逸脱して著しく合
理性を欠くときは違法。

昭和33年頃には医学的知見が確立し、局所排
気装置の義務付けに必要な技術的知見もあった。

昭和３３年５月２６日（労働基準局長通知）
から国が規則を定め装置を義務付けた
昭和４６年４月２８日までに働いた原告に対し
第1陣（和解：最高裁認定額と同様）：
原告２７人に約２億７０００万円

第2陣：
原告５４人に約３億３０００万円

(国の責任は２分の１）
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平成２５年 ７月１２日 最高裁判決
吹き付けアスベストによる工作物責任の判断枠組みを示した判例

（写真出典 関西労働者安全センター） 事案の概要

鉄道会社

文具店（個人営業）

昭和４５年３月 賃貸借契約
平成１５年３月 解約

取締役A 昭和４５年 平成１４年５月 粉じん曝露
平成１４年７月 悪性中皮腫罹患

平成１６年７月 死亡
（原告はAの遺族）

2F
倉庫・事務所

1F
文具店

アスベストの
中でも危険性
が高い。使用された吹き付け材アスベスト

アスベスト(クロシドライト25%)含有吹き付け材が約３センチの厚さ
でむき出しのまま施行。

鉄道の振動により、昭和６２ ６３
年以降は、アスベスト繊維が粉じんと
なって飛散し、倉庫内の商品棚・商
品・床面等に降り積もっていた。
平成１５年の測定（平均）：
非作業時：３．０９ｆ/L
清掃・搬入時：１８．８ｆ/L
商品搬出時：６．７１ｆ/L
（本件石綿撤去工事前：２２０ｆ/L）

（写真出典 関西労働者安全センター）

原告の主な請求

工作物責任に基づく損害賠償請求
土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があることによって他
人に損害が生じたとき、工作物の占有者は、被害者に対して
損害を賠償する責任を負う。ただし、占有者が損害の発生を
防止するのに必要な注意をしたときは、所有者がその損害を
賠償しなければならない。（民７１７条１項）。
占有者・・・必要な注意をすれば責任は免れる。
所有者・・・無過失責任。

-
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本件建物に瑕疵が生じた時期の主張

ILO・WHOで石
綿の危険性が公
式確認(S47)

厚労省：特化
則を改正
（S50）。

国も対策を指導。

原告主張：少なくとも昭和６２年ごろには「通常有すべき安全性を欠く」
被告主張：吹付け石綿は昭和６２年１１月まで指定耐火材として認められ、

危険性は世間一般に認識されておらず、建物吹付け石綿に対する国の
対策は平成１７年７月の石綿障害予防規則が初めてであるので、
少なくとも平成１７年７月以降である。

1960年代
(S35)

石綿が肺がん・中
皮腫を引き起こす
と注目。

1970～80年
(S45～55)

危険性について繰り返
し報道。関連書籍も

多数。

1987年
(S62)

建物の石綿吹付けの
劣化による粉じん発生
と健康被害に関する

報道。

2005年
(H17)

建物吹付け石
綿に対する石
綿予防規則

原告
主張

被告
主張

学校施設で
の使用が
社会問題
に！

最高裁の判断 （平成2５年７月１２日）
被告の工作物責任について
「土地の工作物の設置又は保存の瑕疵」とは
当該工作物が通常有すべき安全性を欠いていること。

本事例の性質
石綿の粉じん曝露の健康被害の危険性についての科学的知
見・一般人の知見・法令上の規制を含む行政的な対応は時とと
もに変化している。

土地工作物責任を負うか否かは・・・

最高裁の判断 （平成2５年７月１２日）
工作物責任についての判断枠組み

① 人がその中で勤務する本件建物のような建築物の壁面に吹き付け石綿
が露出していることをもって当該建築物が通常有すべき安全性を欠くと評価
されるようになったのはいつの時点かを証拠に基づいて確定した上で

② その時点以降に、Aが本件建物の壁面に吹き付けられた石綿の粉じんに
曝露したことと、Aの悪性中皮腫の発症との間に相当因果関係を認めること
ができるか否かを審理して初めて判断できる。

原判決は
「いつから通常有すべき安全性を欠くか」を明らかにしていない。

① 違法となった
時期

② ①以降の損害
との因果関係

⇒高裁に差戻し

差戻し控訴審の判断（平成2６年２月２７日）

①瑕疵があると評価されるようになった時期：
昭和６３年２月

遅くとも、環境庁・厚生省が通知を発した「昭和６３年２月ころ」
には、建築物の吹付けアスベストの曝露による健康被害の危険性及
びアスベストの除去等の対策の必要性が広く世間一般に認識される
ようになったと認めるのが相当。

○昭和63年以降も吹付けアスベストが露出したままの建物が多数存在した点・・・
対応が追い付かなかったにすぎない。

○吹付けアスベストに対する明確な規制がされたのが平成17年である点・・・
行政の規制は諸般の事情で本来規制されるべき時期より遅れて規制されること
はよくあり、「瑕疵があると評価されるようになった時期」の認定を妨げない。

その他の点

-
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差戻し控訴審の判断（平成2６年２月２７日）

②①以降の粉じん暴露と中皮腫発症の相当因果関係：
あり

石綿粉じん曝露と石綿関連疾患との間には関係があり、被告の責任期間は昭和
６３年２月からでも約１３年９ヶ月という長期間で、それ自体中皮腫の潜伏期間
として相当と考えられる期間である。
被告の責任期間内の曝露と責任期間外の曝露の両者が不可分一体となって被
害者を中皮腫に罹患させたと推認するのが相当である。
被害者の中皮腫がもっぱら被告の責任期間外の曝露によるとの疑いを抱かせる程
度の反証がない以上、被告の責任期間内の石綿粉じん曝露と石綿関連疾患との相
当因果関係は高度の蓋然性をもって立証されている。

中皮腫
発症

S63.2
13年9か月：潜伏期間として相当

不可分一体
S45.3

最高裁の判断の枠組み
最高裁の判断
知見の発展とともに瑕疵と認識された場合の工作物責任
の有無について、瑕疵と判断される基準時と、それ以降の損
害との間に相当因果関係を認定することを求めるもの。

今回の判例で判断されていないこと
・アスベスト使用建物がいつからが瑕疵と判断されるか
・アスベスト使用建物の瑕疵の存否の判断の考慮要素
・債務不履行・不法行為責任の前提となるアスベストの被害
に対する予見可能性の判断枠組み
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平成２５年７月１２日最高裁判決 参考画像

（関西労働者安全センター提供）

左上：文具店内の掃除の状況

左下及び右下：文具店吹きつけ青石綿
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建物解体・改修における
アスベスト飛散事故と裁判例

東京弁護士会
公害環境特別委員会
アスベスト部会

3月14日

事例１
中野区内のスーパーマーケット
解体での
アスベスト飛散事故訴訟

近隣住民との訴訟上和解

飛散事故 平成１７年４月頃

訴訟 平成１８-２１年

-
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時系列

平成16年9月 工事予定段階で区に住民が相談。
平成17年1－２月 事前の住民説明会1、２回目

３月 解体工事開始
4月15日ー 粉じんが飛散。近隣住民のベランダに粉じん付着。

ぞうきんで拭く。（後にアスベストが後に検出される。）
4月25日 騒音規制違反につき始末書区が指示
4月28日 区が石綿関連の違反を業者に指摘。
4月30日 第３回住民説明会：アスベストは無いと業者が断定。

：住民は素材調査を要請。
5月2日 素材を採り、調査に出す。
5月10日 素材からアスベストが見つかる。
5月19日 謝罪、工事中断。
6月2日 解体工事協定書を住民と業者が結ぶ。
6月 アスベスト除去工事完了。
8月 区長による解体業者への遺憾表明。

近隣住民が業者に謝罪と損害賠償を求める交渉。
平成18年 提訴。
約2年後 訴訟上の和解。

原告 近隣住民２５名（就業者含む。）
被告 建物所有者（解体目的で購入）

解体業者
請求 損害賠償
（＊建材の専門家が専門委員となる。）
和解 約３００万円

訴訟 平成１８年 提訴
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事例２
文京区立Ｓ保育園改修工事
アスベスト曝露事件

保育園で、平成１１年1999年に改修工事。
ｱｽﾍﾞｽﾄの飛散する場所で保育した。

文京区の安全配慮義務違反等。

平成１５年 １次提訴

平成１６年 訴訟上の和解

さしがや写真 ３枚 さしがや保育園アスベスト飛散
事件訴訟

１次原告 園児・保護者６名（全園児１０８名のうち）
２次原告 園児・保護者２名
被告 文京区，改修業者，電気設備業者，

水工事業者
請求の趣旨 損害賠償金
司法改革のモデルケース ・プロセスカード

・陳述録取制度的運用
・証拠開示的扱い

発症リスク上昇 ・約１週間で東京大気での一生分との報告書。
和解 １次３００万円の支払い、２次約６０万円

謝罪，健康対策実施
（建築アスベスト対策実施，工事状況リスト公開。
民間工事の指導徹底、２次和解後に、要綱・協定締結）

-
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事例３
神奈川県の綾瀬市立小学校

煙突解体事件

煙突内のアスベストを除去せずに解体
生徒在校中
コンクリートとしてリサイクル（再生砕石）

途中で気付いた住民が知らせる。
工事中断 リサイクル先不明

住民訴訟（違法工事の費用返還を求める）

建設リサイクル法
・危険なアスベストはリサイクルできない

解体・改修前に除去しなければならない。

分別解体計画

契約締結前に、文書で説明する義務を負う

（建リ法１２条）

・契約締結前の説明義務は、調査義務を要するか？

要する が簡略なもので足りるとされた

（横浜地裁判決）

⇔見積金額を途中変更せず、無いとして、事故多数！

より慎重な調査義務があると解すべき。（要改正）

事例４
レベル３の飛散と、土壌汚染

Ｈ２３年 ９月 台風で外壁スレートが飛ぶ。

１０月 住民説明会では三浦市も立会い、

手ばらし・湿潤化を約束。

２１―２６日 ハンマー・電動のこぎりで叩き割る。

隣地へアスベストスレートが飛散。

H２５年８月 隣地所有者による損害賠償請求

訴訟の提訴（１審係属中）。

不法行為、工作物責任。
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事例５
周辺住民とのリスクコミュニケーションで
アスベスト飛散が防止できたケース

【概要】厚生年金会館（新宿区）の解体工事における
石綿飛散・曝露防止の立入り調査

【当事者】 ① 土地・建物購入企業（カメラ・家電量店）

② 解体事業者
③解体現場に隣接する区立保育園保護者

【時期】 ２010年２月頃から11月頃

【経過】 説明会、協定交渉、立入り調査、改善

協定要求と、合意への流れ

＜住民の要求＞

①立入調査（新宿区の指定する者による）

⇒アスベスト対策漏れを指摘できた。

②飛散事故時の対応の取決め

・0.6本/リットルを超えたら工事中止、
・あらかじめ決めておいた転園先に転園できる。

＜協定難航＞⇒住民のビラまき

工事業者は肯定

新宿区は渋る

工事業者が工事進行の為、協定への動き

周辺住民とのリスクコミュニケーション

周辺住民は、

①工事によってリスクを負わされる恐れがある。

②工事によって金銭的利益をえない。

+情報があれば +専門家の協力で

行動

• 周辺住民こそ、環境被害について、改善しうる。

法的・社会的サポート

・利益相反禁止規定・分離発注を環境法に導入を。

・罰則の強化と発動を。

・補助金制度の活用を促進すること。

・自治体・弁護士など法的インフラの充実を

（解体・改修・不動産売買・破産処理・空き家対策に

関わる場合に、責任が生じうること） 以上 28
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アスベスト処理と
廃棄物処理法

東京弁護士会
公害・環境委員会
アスベスト部会

1

アスベストと廃棄物処理法との関係
Ｑ．廃棄物処理法は何を規制しているか

アスベスト含有廃棄物の
排出時から最終処分（埋立処分）まで

の流れを規制

建築物の解体の手順、方法そのものを
規制するものではない

2

法 令 内 容

建築基準法 建築物への石綿含有建材の使用禁止（建築基準法28条の2）（ 用語
集№2）

建設リサイクル法
石綿含有建材を使用した建築物の解体の際の①調査義務、②分別解体
計画構築義務、③計画実施措置、④計画にしたがった実施義務（建設
リサイクル法9条２項、同施行規則２条）（ 用語集№3 5）

大気汚染防止法
石綿含有建築材料を使用した建築物等の解体作業における作業基準の
法定（法18条の14 同法施行規則16条の4第1号、第２号 別表７）
（ 用語集№6 8）

労働
安全
衛生
法

労働安全衛生法 石綿作業主任者の法定（法76条 別表18の23、法77条 別表20の11、
施行令6条23号）、作業環境測定義務（令21条７号）、健康診断実施
義務（令22条３号）安全衛生規則

石綿障害予防
規則

石綿含有建築材料を使用した建築物の解体作業等における作業計画、
作業手順、作業方法、使用設備・装置、健康診断、作業場の管理等の
法定

解体の手順、方法等に関する法令

3

「廃棄物」とは
廃棄物（廃棄物処理法２条１項）
：「ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、
動物の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状又は液状のもの」
①一般廃棄物＝産業廃棄物以外の廃棄物（ 石綿含有一般廃棄物） ★ア

③産業廃棄物＝事業活動によって生じた廃棄物のうち政令で定めるもの
（ 石綿含有産業廃棄物） ★イ

② 特別管理一般廃棄物（令１条）
＝爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれ
を有するものとして政令で定めるもの

④ 特別管理産業廃棄物（法２条５項 令２条の４）
＝爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそ
れを有するものとして政令で定めるもの

⑤ 特定有害産業廃棄物（ 廃石綿） ★ウ

用語集№9

4
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アスベスト
廃棄物処理法における分類

★ア 石綿含有一般廃棄物≒レベル３（令３条１号ホ 用語集№14）
工作物の新築、改築又は除去に伴って生じた一般廃棄物であって、石綿をその
重量の0.1％を超えて含有するもの

★イ 石綿含有産業廃棄物≒レベル３（令６条１項１号ロ 用語集№15）

工作物の新築、改築又は除去に伴って生じた廃石綿等以外の産業廃棄物であって、
石綿をその重量の0.1％を超えて含有するもの

★ウ 廃石綿等（特定有害産業廃棄物）(令2条の４第5項へ)

①廃石綿及び石綿が含まれ、若しくは不動産付着している産業廃棄物のうち，
②石綿建材除去作業、別表３の１の項( 用語集№17)に掲げる施設において生じたものであって、
③飛散するおそれのあるものとして環境省令で定めるもの（ 用語集№18）

一
般
廃
棄
物

産
業
廃
棄
物 用語集№16

5

≒レベル１・２

用語集№10

用語集№10

用語集№11

一般廃棄物の処理フロー

＜最終処分＞

埋立処分
（管理型）排出 収集

運搬
焼却

（清掃センター）

（ 用語集№19~22）
6

廃石綿等の処理フロー１

＜最終処分＞

排出 収集
運搬

埋立処分
（管理型）

＊ 最終処分場の残余容量がひっ迫している

固定化／飛散防止
＋二重梱包

飛散防止措置をとること
廃石綿であることの表示を行うこと

他の廃棄物と区別して収集運搬、
積替え保管を行うこと

一定の場所で、分散しないように
埋め立て覆土すること

7

用語集№23~27

溶融処理

無害化
処理

1500℃以上

廃石綿等の処理フロー２（溶融・無害化処理の推奨）
＜中間処理＞ ＜最終処分＞

飛散防止措置をとること

他の廃棄物と区別して収集運搬、
積替え保管を行うこと

最上クリーンセンターより

廃石綿であることの表示を行うこと

8

再生・
埋立処分
（安定型）

排出 収集
運搬

溶融・
無害化処理

飛散防止＋梱包 （用語集№36~40） （ 用語集№19~22）

-
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石綿含有産業廃棄物の処理フロー１
＜最終処分＞

排出 収集
運搬

埋立処分
（管理型・安定型）

＊ 最終処分場の残余容量がひっ迫していることに鑑み、
溶融処理又は無害化処理を行って再生を行うことが望ましい。

一定の場所で、分散しないように
埋め立て覆土すること

飛散防止措置をとること

他の廃棄物と区別して収集運搬、
積替え保管を行うこと

用語集№23~27

9

石綿含有産業廃棄物の処理フロー

排出 収集
運搬

溶融・
無害化処理

再生・
埋立処分

＊ 最終処分場の残余容量がひっ迫していることに鑑み、溶融処理又は無害化処理を行うことが望ましい

1500度以上

最上クリーンセンターより

溶融処理

無害化
処理

1500℃以上
飛散防止措置をとること

他の廃棄物と区別して収集運搬、
積替え保管を行うこと

（用語集№36~38）
10

11

Ｑ．処理基準に違反した場合はどうなる？

事業停止命令の対象となる
（法14条の3第1号、法14条12項）

事業停止命令に違反した場合

５年以下の懲役若しくは１０００万円以下の罰金、
又はこれを併科（25条５号、32条1項２号）

（用語集№45） （用語集№52）

１ 最終処分場「廃止」の届出を行う（法9条5項、施行規則5条の5の２）
２ 最終処分場跡地について「指定区域」として指定する（法15条の17）
３ 都道府県知事は、指定区域の台帳（指定区域台帳）を調製し、
保管する（法15条の18）（→用語集№43・44）

４ 指定区域内において土地の形質の変更を行うには、都道府県知事
への届出が必要（法15条の19）（届出義務違反について罰則あり
6月以下の懲役又は50万円以下の罰金：法29条16号）（ 用語集№51）

５ 都道府県知事は、指定区域の土地の形質の変更が環境省令で定める基準
（施行規則12条の40）に適合しないときは、計画の変更を命じることが
できる（法15条の19第４項）
（変更命令違反 1年以下の懲役又は50万円以下の罰金：法28条2号）

12

Ｑ．最終処分場に埋め立てた後はどうなる？

（ 用語集№49）
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アスベストと廃棄物処理法

法令・用語集1

建築基準法28条の２
建築物は、石綿その他の物質の建築材料からの飛散又は発散による衛
生上の支障がないよう、次に掲げる基準に適合するものとしなければな
らない。
一 建築材料に石綿その他の著しく衛生上有害なものとして政令で定
める物質（次号及び第三号において「石綿等」という。）を添加しな
いこと。
二 石綿等をあらかじめ添加した建築材料（石綿等を飛散又は発散さ
せるおそれがないものとして国土交通大臣が定めたもの又は国土交通
大臣の認定を受けたものを除く。）を使用しないこと。
三 居室を有する建築物にあっては、前二号に定めるもののほか、石
綿等以外の物質でその居室内において衛生上の支障を生ずるおそれが
あるものとして政令で定める物質の区分に応じ、建築材料及び換気設
備について政令で定める技術的基準に適合すること。

2

建設リサイクル法の目的（第１条）

この法律は、特定の建設資材について、
① その分別解体等及び再資源化等を促進するための措置を講ずる

とともに、
② 解体工事業者について登録制度を実施すること等により、

ア 再生資源の十分な利用及び廃棄物の減量等を通じて、
イ 資源の有効な利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図り、

もって
生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを

目的とする。

3 建設リサイクル法９条２項

１ 特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特
定建設資材を使用する新築工事等であって、その規模が第３項又は第
３項の建設工事の規模に関する基準以上のもの（以下「対象建設工
事」という。）の受注者（当該対象建設工事の全部又は一部について
下請契約が締結されている場合における各下請負人を含む。以下「対
象建設工事受注者」という。）又はこれを請負契約によらないで自ら
施工する者（以下単に「自主施工者」という。）は、正当な理由があ
る場合を除き、分別解体等をしなければならない。
２ 前項の分別解体等は、特定建設資材廃棄物をその種類ごとに分別
することを確保するための適切な施工方法に関する基準として主務省
令で定める基準（ 規則２条）に従い、行わなければならない。

4
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建設リサイクル法施行規則２条
法第９条第２項の主務省令で定める基準は、次のとおりとする。
一 ①対象建設工事に係る建築物等（以下「対象建築物等」という。）及びその周辺
の状況に関する調査、②分別解体等をするために必要な作業を行う場所（以下「作業
場所」という。）に関する調査、③対象建設工事の現場からの当該対象建設工事によ
り生じた特定建設資材廃棄物その他の物の搬出の経路（以下「搬出経路」という。）
に関する調査、④残存物品（解体する建築物の敷地内に存する物品で、当該建築物に
用いられた建設資材に係る建設資材廃棄物以外のものをいう。以下同じ。）の有無の
調査、⑤吹付け石綿その他の対象建築物等に用いられた特定建設資材に付着したもの
（以下「付着物」という。）の有無の調査⑥その他対象建築物等に関する調査を行う
こと。
二 前号の調査に基づき、分別解体等の計画を作成すること。
三 前号の分別解体等の計画に従い、作業場所及び搬出経路の確保並びに残存物品の
搬出の確認を行うとともに、付着物の除去その他の工事着手前における特定建設資材
に係る分別解体等の適正な実施を確保するための措置を講ずること。
四 第２号の分別解体等の計画に従い、工事を施工すること。

5

この法律において「特定粉じん」とは、
粉じんのうち、石綿その他の人の健康に係る

被害を生ずるおそれがある物質で
政令で定めるものをいい、
「一般粉じん」とは、

特定粉じん以外の粉じんをいう。

大気汚染防止法２条９項6

大気汚染防止法２条１２項

この法律において「特定粉じん排出等作業」とは、
（ア）吹付け石綿その他の特定粉じんを発生し、又は

（イ）飛散させる原因となる建築材料で政令で定めるもの
（以下「特定建築材料」という。）が使用されている建築物

その他の工作物（以下「建築物等」という。）を
①解体し、②改造し、又は③補修する作業のうち、

その作業の場所から排出され、又は
飛散する特定粉じんが大気の汚染の原因となるもので

政令で定めるものをいう。

7
大気汚染防止法施行規則 別表７－１

石綿含有建築材料が使用されている建築物等の解体作業の遵守事項
イ 作業場を他の場所から隔離し、作業場の出入口に前室を設置すること。
ロ 作業場及び前室を負圧に保ち、作業場及び前室の排気に日本工業規格Ｚ八一二二に定めるＨＥＰＡフィルタを付けた集

じん・排気装置を使用すること。

ハ イの規定により隔離を行った作業場において初めて石綿等の除去を行う日の当該除去の開始前に、使用する集じん・排
気装置が正常に稼働することを使用する場所において確認し、異常が認められた場合は、集じん・排気装置の補修その
他の必要な措置を講ずること。

二 石綿等の除去を行う日の当該除去の開始前に、作業場及び前室が負圧に保たれていることを確認し、異常が認められた
場合は、集じん・排気装置の補修その他の必要な措置を講ずること。

ホ 除去する石綿等を薬液等により湿潤化すること。
へ イの規定により隔離を行った作業場において初めて石綿等の除去を行う日の当該除去の開始後速やかに、使用する集じ

ん・排気装置の排気口において、粉じんを迅速に測定できる機器を用いることにより集じん・排気装置が正常に稼働す
ることを確認し、異常が認められた場合は、直ちに当該除去を中止し、集じん・排気装置の補修その他の必要な措置を
講ずること。

ト ハ、ニ及びヘの確認をした年月日、確認の方法、確認の結果並びに確認した者の氏名並びに確認の結果に基づいて補修
等の措置を講じた場合は、当該措置の内容を記録し、その記録を特定工事が終了するまでの間保存すること。

チ 特定建築材料の除去後、作業場の隔離を解くに当たっては、特定建築材料を除去した部分に特定粉じんの飛散を抑制す
るための薬液等を散布するとともに作業場内の特定粉じんを処理すること。

8
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産業廃棄物の種類

事業から生じた以下のもの

燃え殻
紙くず（建設業にかかるもの、紙又は紙加工品
の製造業、出版業等から生じたもの、並びに
PCBが塗布され、又は染み込んだものに限る）

ガラスくず、コン
クリートくず及び
陶磁器くず

汚泥
木くず（建設業にかかるもの、木材又は木製品
の製造業等から生じたもの等、並びにPCBが染
み込んだものに限る）

鉱さい

廃油 繊維くず（建設業にかかるもの、繊維工業にか
かるもの、PCBが染み込んだものに限る） がれき類

廃酸 動植物性残渣 動物のふん尿

廃アルカリ ゴムくず 動物の死体

廃プラスチック
類 金属くず 煤塵

9 アスベストのレベルと廃棄物処理法上の区分

発塵性
（はつじんせい） 建材の種類 廃棄物処理法上

の区分
レベル１ 著しく高い 石綿含有吹き付け材

廃石綿
レベル２ 高い 石綿含有保温材
レベル３ 比較的低い その他の石綿含有建材 石綿含有廃棄物

10

レベル２の具体例（発塵性が高い）

配管保温材 煙突用断熱材

12

-
8
7
-



廃棄物処理法施行令３条１号ホ
（石綿含有一般廃棄物の収集運搬基準）

法第６条の２第２項（特別管理一般廃棄物を除く。以下この条及び
次条において同じ。）項の規定による一般廃棄物の収集、運搬及び処
分（再生を含む。）の基準は、次のとおりとする。
一 一般廃棄物の収集又は運搬に当たっては、次によること。
ホ 石綿が含まれている一般廃棄物であって環境省令で定めるもの
（以下「石綿含有一般廃棄物」という。）の収集又は運搬を行う
場合には、石綿含有一般廃棄物が、破砕することのないような方
法により、かつ、その他の物と混合するおそれのないように他の
物と区分して、収集し、又は運搬すること。

法第６条の２第２項
市町村が行うべき一般廃棄物（特別管理一般廃棄物を除く。以下この項において同じ。）の

収集、運搬及び処分に関する基準（…以下「一般廃棄物処理基準」という。）並びに市町村が
一般廃棄物の収集、運搬又は処分を市町村以外の者に委託する場合の基準は、政令で定める。

14

廃棄物処理法施行令６条１項１号ロ
（石綿含有産業廃棄物の収集運搬基準）

法第１２条第１項の規定による産業廃棄物（特別管理産業廃棄物以外
のものに限る…）の収集、運搬及び処分（再生を含む。）の基準は、
次のとおりとする。

一 産業廃棄物の収集又は運搬に当たっては、第３条第１号イからニま
での規定の例によるほか、次によること。
ロ 石綿が含まれている産業廃棄物であって環境省令で定めるもの
（以下「石綿含有産業廃棄物」という。）の収集又は運搬を行う
場合には、第３条第１号ホの規定の例によること

法第１２条第１項
事業者は、自らその産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。…）の運搬又は処分

を行う場合には、政令で定める産業廃棄物の収集、運搬及び処分に関する基準（…以
下「産業廃棄物処理基準」という。）に従わなければならない。

15
廃棄物処理法施行令２条の４第５項へ
（特定有害産業廃棄物）

法第２条第５項（ダイオキシン類対策特別措置法第２４条第２項の規定により読み替
えて適用する場合を含む。）の政令で定める産業廃棄物は、次のとおりとする。
五 特定有害産業廃棄物（次に掲げる廃棄物をいう。以下同じ。）
ヘ 廃石綿等（廃石綿及び石綿が含まれ、若しくは付着している産業廃棄物のうち、
①石綿建材除去事業（建築物その他の工作物に用いられる材料であつて石綿を吹
き付けられ、又は含むものの除去を行う事業をいう。）に係るもの（輸入された
ものを除く。）、②別表第３の１の項に掲げる施設において生じたもの（輸入さ
れたものを除く。）及び③輸入されたもの（事業活動に伴つて生じたものに限
る。）であつて、飛散するおそれのあるものとして環境省令で定めるものをいう。
以下同じ。）

法第２条第５項
この法律において「特別管理産業廃棄物」とは、産業廃棄物のうち、①爆発性、②毒性、③感

染性④その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものとして
政令で定めるものをいう。

16

-
8
8
-



廃棄物処理法施行令
別表第３の１の項に掲げる施設

１ 大気汚染防止法第２条第11項に規定する特定粉じん発生施設が設置されてい
る事業場

２
大気汚染防止令別表第１の３の項（水銀の精錬の用に供するものに限る。）、
５の項（水銀の精製の用に供するものに限る。）並びに１０の項及び１１の
項（水銀化合物の製造の用に供するものに限る。）に掲げる施設

３
第７条第３号、第５号及び第１３号の二に掲げる施設（第２条の４第５号ト
（２）、リ（１２）及びヌ（２４）に掲げる廃棄物の処分の用に供するもの
に限る。）

４

47
（省略）

17

飛散するおそれのあるものとして
環境省令で定めるもの

１ 「建築物等」に用いられる材料であって石綿を吹きつけられたものから石綿建材除去事業により除去された当該石綿
２ 建築物等に用いられる材料であって石綿を含むもののうち石綿建材除去事業により除去された次に掲げるもの

３ 石綿建材除去事業において用いられ、廃棄されたプラスチックシート、防じんマスク、作業衣その他の用具又は器具で
あつて、石綿が付着しているおそれのあるもの

４ 令別表第三の一の項に掲げる施設において生じた石綿であって、集じん施設によって集められたもの
（輸入されたものを除く。）

５ 前号に掲げる特定粉じん発生施設又は集じん施設を設置する工場又は事業場において用いられ、廃棄された防じんマス
ク、集じんフィルターその他の用具又は器具であつて、石綿が付着しているおそれのあるもの
（輸入されたものを除く。）

６ 石綿であって、集じん施設によって集められたもの
（事業活動に伴つて生じたものであつて、輸入されたものに限る。）

７ 廃棄された防じんマスク、集じんフィルターその他の用具又は器具であつて、石綿が付着しているおそれのあるもの
（事業活動に伴つて生じたものであつて、輸入されたものに限る。）

イ 石綿保温材
ロ けいそう土保温材
ハ パーライト保温材

ニ 人の接触、気流及び振動等によりイからハに掲げる
ものと同等以上に石綿が飛散するおそれのある保温材、
断熱材及び耐火被覆材

18

最終処分場とは
廃棄物処理法に定められた構造基準と維持管理基準に基づ

いて設置・運営され、同法に定められた廃棄物の区分に従い
埋立処分を行う処分場のこと。
廃棄物の種類に応じて

① 安定型最終処分場
② 管理型最終処分場
③ 遮断型最終処分場

の３類型がある。

19 安定型最終処分場とは
産業廃棄物の最終処分場三類型のひとつ。廃棄物の性
状が安定している産業廃棄物である、安定五品目
① 廃プラスチック類、
② ゴムくず、
③ 金属くず、
④ 建設廃材、
⑤ ガラスくず、陶磁器くず、

＋
⑥ これらに準ずるものとして石綿溶融廃棄物

が埋め立てられる。

安定五品目

20
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安定型最終処分場22

（株式会社スカラベサクラ 第二最終処分場 http://www.daiken-green.co.jp/news/news20070418-000419.htmlより）

管理型最終処分場とは
最終処分場のうち、遮断型処分場・安定型処分場で処分される産業廃棄物
以外の産業廃棄物と一般廃棄物を埋め立てる処分場。

具体的には、廃油（タールピッチ類に限る）、紙くず、木くず、繊維くず、
動植物性残さ、動物のふん尿、動物の死体および燃え殻、ばいじん、汚泥、
鉱さい等およびその廃棄物を処分するために処理したもの（施行令第2条第
13号）が埋立処分される（施行令第7条第14号ハ）。
埋立廃棄物中の有機物等の分解や金属等の溶出に伴い、汚濁物質を含む保
有水等（埋め立てられた廃棄物が保有する水分および最終処分場内に浸透し
た地表水）やガスが発生するため、最終処分場内部と外部を貯留構造物や二
重構造の遮水工によって遮断し、保有水等による地下水汚染を防止するとと
もに、発生した保有水等を集排水管で集水し、浸出液（最終処分場の外に排
出された保有水等）処理施設で処理後に放流する。また、発生したガスは、
ガス抜き設備によって、埋立廃棄物層から排出する。

23 Ｑ．管理型最終処分場であれば
常にアスベストを埋め立てられる？

24

No
処分場ごとに埋立許可品目が決まっており、
許可品目以外の物を埋め立てることはできない。

アスベストを埋め立てることができるのは、
許可品目に「石綿含有廃棄物」もしくは
「廃石綿等」の記載がある場合のみ
（15条1項、2項４号）

-
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Ｑ．管理型最終処分場にアスベストを埋め
立てる場合の特別な基準があるか

25

Yes
廃棄物処理法施行令６条第３号ヨ
（１）最終処分場のうちの一定の場所において、かつ、当該

石綿含有産業廃棄物が分散しないように行うこと。

（２）埋め立てる石綿含有産業廃棄物が埋立地の外に飛散し、
及び流出しないように、その表面を土砂で覆う等必要な
措置を講ずること。

管理型最終処分場27

（株式会社明和クリーンHPより）

遮断型最終処分場

有害物質が基準を超えて含まれる燃えがら、ばいじん、
汚泥、鉱さいなどの有害な産業廃棄物を埋め立てる最
終処分場。
廃棄物中の有害物質を自然から隔離するために、処
分場内への雨水流入防止を目的として、覆い（屋根
等）や雨水排除施設（開渠）が設けられる。

28

-
9
1
-



遮断型最終処分場－３30

（イー・ステージ株式会社ＨＰより）

最終処分場の特徴的な構造基準と維持管理基準

最終処分場の種類 構造基準 維持管理基準

安定型最終処分場 浸透水採設備の設置
●搬入物の展開検査の実施
●浸透水の水質検査の実施
●周縁モニタリングの実施

管理型最終処分場 浸出液処理施設の設置
二重の遮水層の設置

●雨水流入防止措置
●周縁モニタリングの実施
●放流水水質の排出基準の遵守
●発生ガスの適正管理

遮断型最終処分場

●外周・内部仕切り設備など
の貯留構造物の仕様を設定
●一区画の埋立面積（50㎡
以下）と埋立容量（250 以
下）の規模を設定

●雨水流入防止措置
●周縁モニタリングの実施

31 中間処理とは

廃棄物を減量・減容化、安定化、無害化、資源
化すること。
具体的には、廃棄物の性状に応じて焼却、破
砕・選別、圧縮・成形、中和、脱水などの処理を
行うこと。

32
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安定化とは

ごみの中間処理、処分プロセスにおいて、
ごみが生物的、物理的、科学的に安定な状態
になること、またはそのような状態にするこ
とをいう。

33

廃棄物処理法規則第８条の１３号第５号ニ
（廃石綿等の保管基準）
法第１２条の２第２項の規定による特別管理産業廃棄物
保管基準は、次のとおりとする。
⑤ 特別管理産業廃棄物の種類に応じ、次に掲げる措置を講
ずること。
ニ 特別管理産業廃棄物である廃石綿等にあっては、
梱包すること等当該廃石綿等の飛散の防止のために必要
な措置

法第１２条の２第２項
事業者は、その特別管理産業廃棄物が運搬されるまでの間、環境省令で定める技術上の基準
（以下「特別管理産業廃棄物保管基準」という。）に従い、生活環境の保全上支障のないよう
にこれを保管しなければならない。

35
無害化処理とは

石綿を含む廃棄物等の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれが
ある廃棄物について、高度な技術を用いて人の健康又は生活環境に係る被
害が生ずるおそれがない性状にすること

ア 石綿含有廃棄物等の無害化処理に伴い生ずる物（「無害化処理
生成物」）に石綿が検出されないこと。
イ 「検出されない」とは、位相差顕微鏡を用いた分散染色法及びＸ線回
折装置を用いたＸ線回折分析法による分析方法を用いて検定した場合に
おいて、定量限界（0.1％未満としたもの）を下回ることをいい、具体的
な分析方法としては「建材製品中の、アスベスト含有率測定（日本工
業規格JIS A 1481）に準拠した方法を用いることと」する。
ウ イにおいて、石綿であるか否かの同定が困難な場合には、電子顕微鏡
を用いた検定を行うこと。

36
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38

⑨

①

②

③

⑤
⑥

⑦

⑧
⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰
④

①投入口
②受入口（３重ゲート式）
③破砕機
④除塵装置
⑤バグフィルタ
⑥位相
⑦投入１スクリューコンベア
⑧助材
⑨投入２スクリューコンベア

⑩溶融炉
⑪湯口
⑫空気予熱器
⑬サイクロン
⑭除塵装置
⑮バグフィルタ
⑯誘引ファン
⑰排気塔

1F

2F

3F

4F

5F

＜無害化処理 処理システム例＞

水砕スラグ39

再生細骨材として
リサイクル可能

飛島建設株式会社 プレスリリース
https://www.tobishima.co.jp/news/news130329.html

無害化処理と溶融処理との違い
処理法が要求している安定型処分場に搬入可能な中間処理
である「溶融処理」とは、1500℃以上の高温での溶融処理
であり、無害化処理とは、1500℃以上の高温による溶融処
理とは異なる「高度な技術を用いた方法」によって科学的
に石綿の成分を変化させ、無害化処理生成物より石綿成分
が検出されないこととする処理方法。
無害化処理として認められるためには環境省の認定が必

要であり、平成26年9月1日現在の無害化処理認定施設は、
全国で２社のみ。
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廃棄物処理法９条の１０
（石綿含有一般廃棄物の無害化処理に係る特例）

１ 石綿が含まれている一般廃棄物その他の人の健康又は生活環境に係る被害
を生ずるおそれがある性状を有する一般廃棄物として環境省令で定めるものの
高度な技術を用いた無害化処理（廃棄物を人の健康又は生活環境に係る被害が
生ずるおそれがない性状にする処理をいう。以下同じ。）を行い、又は行おう
とする者は、環境省令で定めるところにより、次の各号のいずれにも適合して
いることについて、環境大臣の認定を受けることができる。
一 当該無害化処理の内容が、当該一般廃棄物の迅速かつ安全な処理の確保
に資するものとして環境省令で定める基準に適合すること。
二 当該無害化処理を行い、又は行おうとする者が環境省令で定める基準に
適合すること。
三 前号に規定する者が設置し、又は設置しようとする当該無害化処理の用
に供する施設が環境省令で定める基準に適合すること。

41

石綿が含まれている産業廃棄物その他の人の健康又は生活環境に係
る被害を生ずるおそれがある性状を有する産業廃棄物として環境省令
で定めるものの高度な技術を用いた無害化処理を行い、又は行おうと
する者は、環境省令で定めるところにより、次の各号のいずれにも適
合していることについて、環境大臣の認定を受けることができる。
一 当該無害化処理の内容が、当該産業廃棄物の迅速かつ安全な処
理の確保に資するものとして環境省令で定める基準に適合すること。
二 当該無害化処理を行い、又は行おうとする者が環境省令で定め
る基準に適合すること。
三 前号に規定する者が設置し、又は設置しようとする当該無害化
処理の用に供する施設が環境省令で定める基準に適合すること。

廃棄物処理法１５条の４の４
（石綿含有産業廃棄物の無害化処理に係る特例）42

「指定区域台帳」記載事項
（施行規則12条の34第1項,3項）

１ 指定区域に指定された年月日
２ 指定区域の所在地
３ 指定区域の概況
４ 埋立地の区分
５ 土地の形質の変更の実施状況
６ 地下にある廃棄物に石綿含有一般廃棄物、廃石綿等
又は石綿含有産業廃棄物が含まれる場合は、当該廃棄
物の数量

43
「指定区域台帳」に添付される図面
（施行規則12条の34第1項,4項）

１ 土地の形質の変更の実施場所及び施行方法
を明示した図面
２ 指定区域の周辺の地図
３ 石綿含有一般廃棄物、廃石綿等又は石綿含
有産業廃棄物が地下にある場合は、当該廃棄
物の位置を示す図面

44
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廃棄物処理法の罰則（１）45

5年以下の懲役もしくは1000万円以下の罰金またはこの併科

２５条１項

１号 無許可営業罪
２号 営業許可の不正取得
３号 事業範囲の無許可変更罪
４号 事業範囲の変更許可の不正取得
５号 事業停止命令違反、措置命令違反
６号 委託基準違反
７号 名義貸しの禁止違反
８号 処理施設の無許可設置

46 廃棄物処理法の罰則（２）

5年以下の懲役もしくは1000万円以下の罰金またはこの併科

２５条１項

９号 処理施設設置許可不正取得
１０号 処理施設の無許可変更
１１号 処理施設の変更許可の不正取得
１２号 無確認輸出（未遂も含む→２５条２項）
１３号 処理業の受託禁止違反
１４号 不法投棄罪（未遂も含む→２５条２項）
１５号 焼却禁止違反（未遂も含む→２５条２項）
１６号 指定廃棄物の保管・処理禁止違反

47 廃棄物処理法の罰則（３）

5年以下の懲役もしくは1000万円以下の罰金またはこの併科

２５条 ２項
第１項１２号（無確認輸出罪）

１４号（不法投棄罪） の未遂
１５号（焼却禁止違反）

48 廃棄物処理法の罰則（４）

3年以下の懲役もしくは300万円以下の罰金またはこの併科

２６条

１号 委託基準違反・再委託禁止違反
２号 施設改善命令・使用停止命令違反、改善命令違反
３号 施設無許可譲受、無許可借受
４号 無許可輸入
５号 輸入許可条件違反
６号 不法投棄・不法焼却目的の収集運搬（準備罪）
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廃棄物処理法の罰則（５）49

１年以下の懲役もしくは50万円以下の罰金
２８条 １号 情報処理センターに係る秘密保持義務違反

２号 土地の形質変更命令・措置命令違反

廃棄物処理法の罰則（６）50

６月以下の懲役または50万円以下の罰金

２９条

１号 施設使用前検査受験義務違反
２号 欠格要件に該当した旨の届出義務違反
３号 マニフェスト交付義務違反、記載義務違反、虚偽記載交付
４号 運搬業者マニフェスト写し義務違反、記載義務違反、虚偽記載
５号 マニフェスト回付義務違反
６号 処分業者マニフェスト写し送付義務違反、記載義務違反、

虚偽記載
７号 マニフェスト写し保存義務違反
８号 虚偽マニフェスト交付

廃棄物処理法の罰則（７）51

６月以下の懲役または50万円以下の罰金

２９条

９号 マニフェスト未送付による産業廃棄物の引渡
１０号 虚偽マニフェスト送付又は報告
１１号 電子マニフェスト虚偽登録
１２号 電子マニフェスト報告義務違反、虚偽報告
１３号 勧告に係る措置命令違反
１４号 産業廃棄物の処理困難通知義務違反、虚偽通知
１５号 産業廃棄物の処理困難通知写し保存義務違反
１６号 土地の形質変更届出義務違反、虚偽届出
１７号 事故時の応急措置命令違反

52
廃棄物処理法の罰則（８）
両罰規定（法人に対する罰則）

３２条
１項１号

３億円以下の
罰金

２５条１項１号（無許可営業）
２号（営業許可の不正取得）
３号（事業範囲の無許可変更）
４号（事業停止命令違反、措置命令違反）
12号（無確認輸出）
14号（不法投棄）
15号（焼却禁止違反）

２５条２項（12号、14号、15号の未遂）
各本条の罰金 ２５条１項（1号 4号,12号,14号,15号を除く）

２６条、２７条、２８条第２号、２９条又は３０条
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廃棄物処理法３条１項
（排出事業者処理責任の原則）

事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄
物を自らの責任において適正に処理しなければ
ならない。

53
公害防止事業費事業者負担法２条の２
（公害防止事業費事業者負担の原則）

事業者は、その事業活動による公害を防止す
るために実施される公害防止事業について、そ
の費用の全部又は一部を負担するものとする。

54
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解体・リノベーション工事における
アスベスト対策

２０１５．３．１４

建設廃棄物協同組合 島田啓三

石綿関連法令（大防法・石綿則等）

各法令の規制対象となる石綿含有建材

解体等工事に係る規制

建基法 石綿則 大防法 廃掃法

規制対象
(使用禁止）

レ
ベ
ル
1

吹付け石綿・

石綿含有吹付けロック
ウール

特定建
築材料

特別管理産
業廃棄物「廃
石綿等」

ひる石吹付け・

パーライト吹付け

レベル２

保温材、断熱材、

耐火被覆材

レベル３

成形板等

石綿含有産
業廃棄物

石綿飛散防止対策の概要（大防法）
解体等工事

特定工事

掻き落とし・切断・破砕による
除去

掻き落とし等によら
ない除去

封じ込め・
囲い込み

石綿含有
吹付け材
（レベル１）

石綿含有 断熱材・保温材・
耐火被覆材（レベル２）

（レベル１・
レベル２）

石綿含有
成形板等
(レベル３)

石綿含
有建材
不使用

作業
場内
隔離
等

特殊
工法

作業
場内
隔離
等

特殊
工法

周辺の
養生

特殊
工法

湿潤化

原則手ば
らしグロー

ブバッグ
工法等

グローブ
バッグ工
法等

配管保
温材等

１号
●

1号
●

2号 4号

特定粉じん排出等作業届（発注者）

4

作業基準の改正（粉じん漏えい監視等）

（元請）事前調査・発注者への説明・掲示 ／ （知事等）報告聴取・立入検査

赤字が改正部分

-
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石綿飛散防止対策の概要（石綿則）
解体等工事

掻き落とし・切断・破砕による
除去

掻き落とし等によら
ない除去

封じ込め・
囲い込み

除去

石綿含有
吹付け材
（レベル１）

石綿含有 断熱材・保温材・耐火
被覆材
（レベル２）

（レベル１・
２）

石綿含有
成形板
（レベル３）

石綿含有
建材なし

作業
場内
隔離
等

特殊
工法

作業
場内
隔離
等

特殊
工法

当該作
業員以
外立ち
入り禁
止等

特殊
工法

作業
場内
隔離
等

原則手ば
らし
湿潤化グロー

ブバッ
グ等

グロー
ブバッ
グ等

配管保
温材等

工事計画届

5

事前調査・調査結果の掲示

作業届（レベル2の封じ込め等の届出が追加）

「石綿ばく露防止に関する技術上の指針」に基づく措置（漏えい監視等）

赤字が改正部分

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 石 綿 な し

石
綿
則

事前調
査結果

石綿ありの掲示（石綿則） 石綿無の掲示

作業
方法等

行政指導（部長通知） 同左 同左

大
防
法

事前調
査結果

特定工事該当の掲示
（法第18条の17）

特定工事該当なしの掲示
（法第18条の１７）

作業
方法等

掲示（規則第16条の4／
作業基準）

近隣向けの掲示（事前調査結果・作業方法等）

解体等の作業における法届出一覧
レベル1 2 3 期日

安衛法

(工事計画届）
耐火･準耐火建築
物の吹付け除去

不要 14日
前まで

石綿則

（作業届）

上記以外の建築
物・工作物の吹付
け除去・封じ込め・
囲い込み

建築物・工作
物の除去・封じ
込め・囲い込み
作業

不要 施工
開始
前まで

大防法

（特定粉じ
ん排出等作
業実施届）

建築物・工作物の
吹付け除去･封じ込
め・囲い込み

建築物・工作
物の除去･封じ
込め・囲い込み

不要 14日
前まで

*1) 作業届と計画届双方の対象となる場合は、計画届に作業届
の内容も含めればよい。

*2) 自治体によっては、条例上の届出義務もあるので留意する。

発注者による届け出（１４．６～）

特定建築材料（レベル１、２）対象

＜掻き落とし等による除去＞
大気汚染防止法施行規則に規定する作業基準

作業方法等の掲示

① 作業場の隔離と前室の設置

② 隔離作業場の負圧化とＨＥＰＡフィルター付き

集じん・排気装置による排気

③ 薬液等による湿潤化

④ 作業場の隔離解除の際、除去面への飛散防

止剤の散布と粉じんの処理

⑤ 漏洩監視のための測定等（改正で追加）

8
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9

作業場を隔離する場合の概念図

集じん・排気装置セキュリティーゾーン

①
⇒②

漏えい監視の強化（大防法、石綿則とも同様の改正が行われた）
①セキュリティーゾーンからの漏えい
・毎日の作業前に、前室が負圧になっていることを確認
②集じん・排気装置排気口からの漏えい
・除去作業開始前に集じん・排気装置の正常稼働を確認
・除去作業開始直後、デジタル粉じん計等を用いて集じん・排気装置の漏えいの有無を確認

前室

10

①集じん・排気装置は24時
間稼動が原則。やむを得ず
排気装置を停止させるには、
毎日作業終了時に、清掃と
換気（隔離の確保）

②吹付け石綿下の 天井板
撤去は、養生後に実施

③養生撤去前には 1.5時間
以上換気（作業場内の特定
粉じんの処理）。処理後、空
気測定結果を確認して養生
撤去。

呼
吸
用
保
護
具
等

準備

隔離養生（床、壁等）

天井材撤去

吹付け材除去

隔離養生材撤去

廃棄物処理

（作業前測定）

（中測定）

（作業後測定２）

（作業後測定１）

作業場を隔離する場合の除去作業手順

集
じ
ん
・排
気

レベル３建材の解体時の主な規制
（石綿則における規制）

○ 事前調査（石綿則第3条）
○ 作業計画（同第4条）
○ 石綿を取り扱う作業：飛散防止のため当該石綿等を湿潤な状
態のものとする（同第13条）
○ 石綿を取り扱う作業：
・労働者に呼吸用保護具及び作業衣または保護衣を使用させる
・呼吸用保護具は同時に作業に従事する人数分用意する
（同第14条及び第45条）
○ 石綿等を取り扱う作業場：関係者以外の者の立入禁止、その
旨を見やすい箇所に表示する（同第15条）
○ 石綿作業主任者の選任（同第19条）
○ 石綿則第４条第１項各号に掲げる作業：
当該労働者に対し特別教育を行う（同第27条）

建設リサイクル法／解体工事とリノベーション工事

-
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建設リサイクル法
（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）

• 建設廃棄物の再資源化を促進させることを目的とした法律
• 対象工事
①特定建設資材（木材、コンクリート、アス・コン）を使用

②次の規模以上の工事

・解体工事（床面積80㎡） ・新築工事（床面積500㎡）
・改築工事（請負金額1億円） ・その他の工事（請負金額500万円）

＜義務付け事項＞

• 発注者・・・・事前届出
• 元請業者・・事前調査、分別解体計画の作成、

事前措置（吹付け石綿等付着物の除去等）

分別解体及び分別（石綿含有成形板等）

・・・解体等工事における届出対象が広いので、行政の工事把握の手段として有効・・・

解体工事業者とリフォーム業者
請負金額 解 体 工 事 リ フォ ー ム 工 事

定 義 建築物等の構造耐力上主要な部分（建基令
１条3号）の全部または一部を取り壊す工事
（分別解体手順①事前措置②内装解体③屋

根材撤去④躯体解体⑤基礎の撤去）

解体工事に該当しないもので、内外装の仕
上げ材の撤去・新設を行う工事

（①事前措置②内装解体③屋根材撤去 等
は解体工事と同じ）

500万
円以上
の工事

①建設業者（建設業法の許可を取得して
いる者）

許可区分／建築工事業・土木工事業
とび・土工工事業

（14年に建設業法改正、「解体工事業」の
新設、未施行）

①建設業者
許可区分／建築工事業

内装工事業、塗装工事業、
屋根工事業、管工事業、
電気工事業 等

（仕上げ材の新設を行うものは、既設部分
の仕上げの撤去を行うことができる）

500万
円未満
の工事

①同上

②解体工事業者（建設リサイクル法の登
録をしている者）

建設業法の許可不要（軽微な工事）

リノベーション・リフォーム工事実施業者
•建設業者（建設業の許可を取得している業者）

①総合建築業者（建築工事業）

②専門工事業者（内装工事業、左官工事業、塗装工事業他）

③リフォーム専門工事業者（内装工事業、左官工事業、塗装工事業他）

④設備業者（メーカ施工部門含む）（電気工事業、管工事業他）

•建設業を営む者（建設業の許可を取得していない者）

・・・５００万円未満の工事のみを請け負う業者

リノベーション・リフォーム工事における法規制
工事の種類 建築基準法 建設業法 建設リサイクル法

戸建て住宅の
リフォーム

×
（内外装のみであれば、大
規模修繕・模様替えに該
当せず）

△
（工事金額５００万円以上の
場合のみ建設業許可必要）

×
（通常、修繕・模様替え
（リフォーム等）１億円
未満）

マンションの
１戸リフォーム

× △
（同 上）

×
（同 上）

マンションの
大規模修繕

×
（内外装のみであれば、大
規模修繕・模様替えに該
当せず）

○
（同 上）

△
（特定建設資材を使用
するときは該当）

その他の
リノベーション

△
（大規模な修繕・模様替え
に該当するときのみ）

△
(同 上）

△
（同 上）

-
1
1
1
-



リノベーション工事と石綿含有建材使用状況
工事の種類 レベル１ レベル２ レベル３

戸建て住宅の
リフォーム

使用可能性は低い

（パーライト、バーミキュライト
吹付けの可能性）

使用可能性は低い 屋根材、外壁材、天井、
軒下、床仕上げ材、その
他に使用の可能性大

マンションの
１戸リフォーム

使用可能性は低い

（鉄骨造の場合耐火被覆に
使用の可能性）

（パーライト、バーミキュライト
吹付けの可能性）

使用可能性は低い 天井、内壁、床に使用の
可能性

マンションの
大規模修繕

使用可能性は低い

（鉄骨造の場合耐火被覆に
使用の可能性）

（パーライト、バーミキュライト
吹付けの可能性）
（機械室等に使用の可能性）

機械室、煙突等に
使用の可能性あり

バルコニー戸境隔て板、
自転車置き場等付属物、
その他

その他 全ての石綿含有建材の使用の可能性あり

まとめ

•事前調査が極めて重要（解体工事・リノベーション工事とも）
大防法・石綿則で、ほぼ全ての工事で元請業者に義務付け

施工業者に徹底を図る

ほとんどの工事で石綿含有建材が使用されている

•住宅関係のリフォームでは、大半がレベル３
届出がないので、法規制に基づき飛散防止対策を講じることが重要

湿潤化、できるだけ原形のまま、他の廃棄物と混ぜない

•住宅以外のリノベーションでは、すべてあり得る
レベル１，２は届出要、飛散防止対策

石綿使用建材（レベル３＝成形板）

スレート板 ビニル床タイル
（Ｐタイル）

・石綿セメント円筒
・住宅屋根用化粧スレート
・サイディング材 等

・岩綿吸音板
・ケイカル板１種
・押出成形セメント板

スレート板

石綿含有建材
（レベル２：保温材・耐火被覆材・断熱材）

保温材（配管エルボ部等）耐火被覆材（ケイカル板2種等）

煙突断熱材（カポスタック等） 屋根用折板断熱材（フェルトン等）

-
1
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石綿使用建材（レベル１＝吹付け材）

S造の梁･柱・EVS・PS
の耐火被覆

外壁パネルカーテンウォールの結露防止

浴室・階段室・金庫室・書庫・
集合住宅居室等の天井

機械室の壁･天井、スラブ下・
折版屋根の断熱、階段裏・庇裏

お疲れ様でした

-
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石綿被害の救済と防止

福岡大学法科大学院教授

浅野 直人

石綿被害の救済

• 労災による補償

• 労災救済を補完する民事損害賠償

• 労災救済の適用がない被害者（いわゆる「一人親方」、
労働者の家族、工場・事業場周辺居住者等）への特別救済制
度＝石綿による健康被害の救済に関する法律

-
1
1
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救済の資金（一般拠出金）

労働保険の一般保険料の基礎となる賃金総額
等に下記の率を乗じた額

• 1000分の0.05 2007年4月1日から
• 1000分の0.02 2014年4月1日から

救済の資金（特別拠出金）

下記の特別事業所（施行令にもとづく調査をし
た事業所に限る）の事業主が負担
①1951～2005年の石綿使用量1万トン以上
②1995～2004年までの中皮腫による死亡者数が人口の一定割合以
上の地域に所在

③1939～2004年に石綿による労災給付者が合計10人以上

全国の1951～2005年の石綿輸入量・保険受給
者数を基礎に、当該事業所の同時期の石綿使
用量・保険受給者数の比率により負担額を決
定

2015年2月17日現在 他に特別遺族弔慰金支給対象 156件（5・145・2・4）

一般大気環境での石綿汚染の規制

• 75 吹き付け原則禁止
• 77 環境庁ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ開始

• 87 日本石綿協会青石綿使用中止

• 89 大気汚染防止法改正（敷地境界線
規制開始）

• 92 飛散性石綿廃棄物を特別管理廃
棄物

• 95 茶及び青石綿輸入・製造・使用禁
止、労働安全衛生規則改正

• 97 大気汚染防止法改正（解体工事規
制開始）

• 00 PRTR法施行

• 04 全石綿原則使用禁止

• 72 ILO、WHO石綿の発ガン性を指摘
• 73 米国 吹き付け禁止
• 75 ｽｴｰﾃﾞﾝ 青石綿流通・使用禁止
• 83 ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ全石綿使用禁止
• 84 ﾉﾙｳｪｲ 全石綿原則使用禁止
• 86 ILO 青石綿使用、吹き付け禁止提
唱、ﾃﾞﾝﾏｰｸ・ｽｴｰﾃﾞﾝ白石綿原則使用
禁止

• 89 WHO 青及茶石綿使用禁止勧告
• 90 ｵｰｽﾄﾘｱ 全石綿使用禁止
• 91 ｵﾗﾝﾀﾞ 全石綿使用禁止
• 92 ｲﾀﾘｱ 全石綿使用禁止
• 93 ﾄﾞｲﾂ 全石綿使用禁止

• 97 ﾌﾗﾝｽ 全石綿使用禁止
• 99 英国 全石綿使用禁止
• 01 ﾁﾘ・ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 全石綿使用禁止
• 03 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 全石綿使用禁止
• 05 EU 全石綿使用禁止

-
1
1
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大気汚染防止法の規制

排出口規制 ばい煙・硫黄酸化物
燃料規制 硫黄酸化物
構造規制 粉じん

敷地境界線規制 特定粉じん（石綿その他の人の
健康に係る被害を生じるおそれがある物質で政令で定めるもの）
←一種の「枠組み規制」

＊発生施設設置届出義務・計画変更命令・実施制限（法18条
の6－18条の9）・濃度測定及び記録義務

自主的な行動

社会ｼｽﾃﾑとしての
自主的取組手法

枠組規制手法

直接規制手法

経
済
的
手
法

手
続
的
手
法

情
報
的
手
法

各
主
体
の
行
動
に
よ
る
目
標
の
実
現

政策の方向性・目標

特定粉じん排出等作業

• 作業基準（法18条の14）
• 施行者の作業実施届出義務・計画変更命令
（法18条の15－18条の16）

• 作業基準遵守義務（法18条の17）
• 作業基準適合命令、一時停止命令（法18条
の18）

• 注文者の配慮義務＝施工方法、工期等について作業基準遵守の妨げ
のおそれある条件を付さないこと

大気汚染防止法施行規則の一部を改正する省令

○ 大気汚染防止法の一部を改正する法律（平成25年法律第58号）が平成25年6月21日に公布され、大気汚染防止法について以
下の事項が改正された。
（１）特定工事の実施の届出義務者を受注者から発注者及び自主施工者に変更
（２）解体等工事の受注者に対し事前調査並びに調査結果の説明及び掲示を義務付け
（３）都道府県知事等による立入検査等の対象拡大
○ 中央環境審議会の「石綿の飛散防止対策の更なる強化について（中間答申）」において、集じん・排気装置等の性能を確保す
ることについて検討する必要があるとされたため、アスベスト大気濃度調査検討会において、技術的な検討を行い、平成25年10
月にその結果を取りまとめた。

○ 上記を踏まえ、届出事項や作業基準等に関する規定を改正する。

前室

作業場

①石綿除去作業の開始前に、作業場及び前室が負圧に
保たれていることを確認

②石綿除去作業の開始前と開始直後に、集じん・排気装
置が正常に稼働することを確認

③確認により異常が認められた場合は、必要な措置を実
施

④確認結果等を記録し、特定工事が終了するまでの間
保存 等

-
1
1
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石綿廃棄物の扱い

石綿含有一般廃棄物 日曜大工などによって排

出された石綿スレート等の外装材等（石綿を重量の0.1％を

超えて含有するもの）

石綿含有産業廃棄物 廃石綿以外の石綿スレート

等の外装材、床タイル等（石綿を重量の0.1％を超えて含有する

もの）

特別管理産業廃棄物 廃石綿等

石綿廃棄物の扱い

廃棄物の種類

一般廃棄物ーーー
－－－特別管理一般廃棄物

産業廃棄物－－－
ーーー特別管理産業廃棄物

-
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廃石綿

-
1
1
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-



アスベスト被害の防止と救済――一般環境への汚染対策等中心に――

              福岡大学法科大学院特任教授 浅野  直人

１ はじめに

2014年に大気汚染防止法が改正されて、建物解体に伴うアスベスト粉じんに対する規制
が強化された。これを契機として、アスベストによる環境上の被害の防止と救済に関する

環境法上の仕組みについての整理を行い、シンポジウムでの報告の基礎となる情報を提供

することとしたい。

2 アスベスト健康被害の救済法

 アスベストによる健康被害の救済は、当初の被害者の大多数が、アスベストを扱う工場・

事業場ないし作業現場の労働者であり、その後、アスベストが露出する壁面で業務に従事

していた労働者等への被害も問題となってきたが、いずれにせよ、多くの場合の救済は、

労働者災害補償保険法による労災給付によって行われてきた。しかし、2005年 6月、尼崎
で工場周辺居住者への被害が問題となったことを契機に、労災等の救済の対象にならない

被害者について、2006 年 2 月に「石綿による健康被害の救済に関する法律」が制定され、
3月 20日から申請受付が開始された。同法は、「石綿が長期にわたって我が国の経済活動の
全般にわたって幅広く、かつ大量に使われてきた結果多数の健康被害が生じてきている一

方で、石綿に起因する健康被害については長期にわたる潜伏期間があって因果関係の特定

が難しく現状では救済が困難であるという特殊性にかんがみ」「石綿による被害救済者の間

に隙間を生じないよう迅速かつ安定した制度を実現する」目的をもったものとされ、アス

ベストによる疾病り患の認定を受けた場合には、医療費の自己負担分及び毎月定額（現在

は月額 103870円）の療養手当が給付されるほか、死亡時に葬祭料（現在は 199000円）及
び特別遺族弔慰金との調整給付を行うこととした。同法はまた、法施行前死亡者で認定を

得た場合の遺族への特別遺族弔慰金（280万円）等の給付制度も設けていたが、その申請期
限は法施行日から 3 年後とされていた（なお、同時に労災制度での救済は 5 年で時効とな
るため、救済を受けることなく死亡した被害者の遺族への特別遺族給付金制度が別途、労

災制度の枠内で実施されることになった）。その後 2008 年の法改正によって救済給付の支
給開始時を最大申請 3 年前に遡及させるともに、未申請であっても法施行後の死亡者の遺
族への特別給付制度が設けられたほか、法施行前死亡者の遺族への特別給付制度への申請

期限が 3年から 6年に延ばされた（さらに 2011年改正で、申請期限はさらにあと 10年延
期された）。

 この制度では、想定される救済対象者数との関係から、疾病り患の認定は地方公共団体
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や国の地方支部局の長ではなく、国から事務の委託をうけた石綿健康被害救済基金が、環

境大臣から得た判定に基づいて行うもこととされ、環境大臣は中央環境審議会の意見をき

いて判定を行うこととされている。救済給付に要する資金は、国が 2007年度補正予算で拠
出した基金（388億円）の資金及び 2009年以降の毎年の事務費の半額に相当する資金、地
方公共団体が基金に拠出する資金（基金の 4 分の１）に加えて、労災の保険料に追加拠出
（発足当初は 1000分の 0.05であったが、2014年からは 1000分の 0.02）を求めてこれが
充てられる（ただし、アスベストとの関連の深い業種の事業主（たとえば大気汚染防止法

に定める特定粉じん発生施設が設置されていた工場・事業場等）にはさらに追加拠出を求

めることとされている）。

 なお、同法による救済対象となるのは、制度発足当時は、中皮腫とアスベストに起因す

る肺がんであったが、2010年 7月から、これに加えて、著しい呼吸機能障害を伴う石綿肺
と、びまん性胸膜肥厚が追加された。認定は、基準日から申請の日の前日までの期間に 5
年間を加えた期間、有効とされ、認定の更新をうけた場合は、さらに 5 年間有効期間が延
長される。

 アスベスト被害者救済法は、労災救済との間で「切れ目のない」救済を図るものとして

制定されているが、しかし、この理念が完全に実現されているわけではない。これは救済

の責任原理及び費用負担者のありかたの違いによる。労災制度は、使用者の雇用契約上の

安全配慮義務を前提とする救済責任によるものであり、労働基準法 75条以下による無過失
責任をふまえた、労働者災害補償保険法によるもので、救済給付が労災保険によるとして

も、これは、制度上の責任分散が図られているに過ぎない。しかし、アスベスト被害救済

法は緊急の救済の必要性によるもので、個々の被害者に関しては責任主体を確定できない

という前提にもとづく救済制度であり、費用負担者はすべての労災の費用負担者に分散さ

れている。この点は、かつての公害健康被害救済に関するいわゆる旧法（公害

法律）に類似しているといえる。そして、制度発足時の救済対象者は、予後がきわめて不

良と考えられていた中皮腫を中心としたものであり、したがって救済内容の点では、個々

の被認定者の被害の程度を問わずに前述のとおりの定額とされ、認定に有効期間が定めら

れているものの、基本的には、長期の給付の継続を想定しない仕組みとされている。

その結果、労災救済との間では、救済対象となる疾病の範囲、救済給付の内容にかなり

の差異が生じる結果となった。このうち、対象疾病については、制度の検討過程で、この

救済制度の対象者は、労災制度と異なり、雇用の記録等からのアスベストへの曝露歴に関

する事実認定が容易ではないことから、とりあえず症状からアスベスト曝露の事実を推認

できる疾病を対象とすることが適当とされたことに由来する。しかし、この救済制度の対

象者には、労災救済の対象者と同様の労働環境で就業していたが、経営者の立場にあって、

「労働者性」がないため、労災制度の対象に含まれない者があり、それらの場合に特に労

災救済との差異が不合理であると、強く指摘されるようになり、前述のとおり、2011 年に
は制度見直しによって、救済の対象が拡大された。このことによって、アスベストへの曝
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露歴の資料を加味しなければ、厳密には診断が困難な疾病が救済の対象とされたことにな

る（この点は、やや性格が似ている肺がん患者の認定についての認定基準に関する論議に

も影響を与える結果となり、実際に、2012年には、認定基準の見直しが行われている）。こ
れはさらにまた、予後の点での相違のある疾病群を同様に救済対象とすることを意味する

わけであって、すべての被認定者を同一内容の救済とする制度見直しの必要があることを

示唆するものともいえる。

 しかし、潜伏期間が長く、いったん発症した場合には予後が不良であるアスベストの健

康被蓋に関しては、発症後の救済以上に、発症の未然防止が重要であり、工場での亜末 B
スト製品の製造や新規の使用が禁じられた現在でも、過去に製造され使用されたアスベス

ト製品を含む建物等の解体・改造にともなうアスベスト飛散の防止が、現在なお残された

大きな課題であることを、改めて強調する必要がある。

3 一般大気環境におけるアスベスト汚染の規制

 海外でアスベストの有害性が本格的に指摘されるようになったのは、1970年代初めであ
るが、日本でも 1971年には、労働災害対策としてすべてのアスベスト取り扱い作業につい
て局所排気装置の設置の指導が開始され、労働安全衛生法にもとづく「特定化学物質等障

害予防規則」が施行された。同規則は 1072年、次いで 1975年に改正されてこの時期にア
スベストは発がん性物質として位置づけられ、吹き付け作業の原則禁止等が決められた（そ

の後の 1988年にはさらに労働安全衛生法が改正されて規制が強化され、さらに 1995年の
法施行令等の改正で、青石綿と茶石綿の製造・輸入・譲渡・使用が全面的に禁止され、2004
年には、同じく施行令（さらに建築基準法施行令の）改正により、すべての石綿の製造・

使用が原則禁止、2006年には完全禁止とされた。なお、これを海外の動きと比較すれば、
EU 指令による青石綿の流通・使用の原則禁止は、1983 年、WHO の青石綿・茶石綿使用
禁止勧告は 1989年、EUでの全石綿使用禁止決定は 1999年、すべての EU加盟国でのそ
の実施は 2005 年であった）。しかし、これに対して、環境庁による工場周辺での一般大気
中のアスベストのモニタリングが始まったのは、労災の領域での取組がはじまった 2 年後
の 1977 年であり、1985 年からは未規制大気汚染物質に係る一般大気環境モニタリングが
始まった。そして 1987年には、一般大気環境へのアスベストの排出抑制を行うよう、環境
庁から関係各省への要請が行われている。さらにその後一部の工場での一般大気中へのア

スベストの排出抑制が不十分とデータが集まりはじめ、1989年になって、大気汚染防止法
改正によって、アスベストが特定粉じんとされ、一般大気環境への排出規制が始まった。

これにより施設の届け出義務及び基準遵守義務、また濃度の測定義務が課され、基準違反

には、改善命令が出されることとされた。なお、大気汚染防止法は、物の燃焼に伴って排

出されるばい煙については、排出口での数値基準による規制を行ってきていたが、これに

対して、粉じんについては、構造の基準を設けて規制する方法をとってきた。しかし、特
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定粉じんについては、新たに、施設の敷地境界線での規制値を定めるという方法が導入さ

れた。これは、どのような対策を講じるかを事業者の自主的な判断にゆだねるというもの

であって、注目できる規制手法ということができる。定められた基準は、大気中のアスベ

スト繊維 10本/リットルであり、1986年のWHOの定めたクライテリア等を参照に決定さ
れた。この基準は、1987年に、日本石綿協会が茶石綿の使用中止を決定したこと等から、
工場の敷地内で有害性の大きいアスベストが製造・使用されることはない、との前提もあ

ったと指摘されている。

4 建物解体時のアスベスト飛散の対策

 アスベストを含む建材が使用された建物解体時のアスベスト飛散の問題もまた、当初は

作業現場の労働者の労働安全の観点から問題にされた。1986年労働省は、労働者の健康障
害予防のための事項につき通達。1995年には建物からの石綿除去作業について、作業計画
の届け出義務が労働安全衛生規則改正によって課せられることとなった（なお、2005年に
は、労働安全衛生法にもとづく石綿障害予防規則が制定され、これまでの特定化学物質等

障害予防規則に代えて、解体工事作業従事者のアスベストばく露防止対策が強化されてい

る）。1997年には、大気汚染防止法が改正され、一定規模以上のアスベスト吹き付け材等を
含む建築物の解体工事を、特定粉じん排出等作業と定めて、一般大気環境保全の観点から

規制の対象とし、工事施工者へ届け出義務を課すとともに、作業基準の遵守を求めた。さ

らに規制庁は作業計画変更命令や基準適合命令、作業中止命令を発することができること

とされた。この規制は、1997年に施行されたが、その後、2006年には、前述の被害者救済
制度の創設とあわせて、大気汚染防止法を含む関係法改正による規制強化が図られた。そ

して、大気汚染防止法については、解体工事の規制対象を建築物のみならず工場のプラン

ト、煙突などの工作物に拡げたほか、施行令改正により、建築物の解体規制についての規

模要件が撤廃されまた対象建材が拡大された。このほか同時に、建築基準法改正により、

吹き付けアスベストやアスベスト含有吹き付けロックウールの新規使用が禁止された。

 ところで、この建物・工作物解体時のアスベスト飛散の防止については、その後、2013
年に大気汚染防止法が再度改正され、規制が強化された（なお、改正法は 2014年 6月 1日
から施行されている）。これまでの状況では、建築物等に石綿が使用されているかどうかを

事前に十分調査しないまま、石綿の飛散防止措置をとらないで作業が行われる結果、解体

作業等において石綿が飛散したと推測される事例が生じていることや、工事の発注者が石

綿の飛散防止措置の必要性を十分に認識せず、工事施工者に対し対策をしないままに施工

を求めること等により、工事施工者において十分な対応が採られないこと等が問題となっ

ていた。また、特定工事における大気中の石綿濃度調査において、集じん・排気装置の排

気口や前室の出入口等で、石綿の飛散事例が確認されていることから、隔離養生した作業

場からの石綿の漏洩を監視することが必要と考えられてきた。さらに、石綿が使用されて
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いる可能性がある建築物の解体は、今後、増加することが見込まれる。このような事情を

考慮し、石綿の飛散を防止する対策の強化を図り、人の健康に係る被害を防止するために

規制の強化が図られた。主な改正点は次の 4点である。
① 特定粉じん排出等作業の実施の届出義務者の変更

特定粉じん排出等作業の実施の届出義務者が、特定工事を施工しようとする者から特定

工事の発注者（建設工事（他の者から請け負ったものを除く。）の注文者）又は特定工事を

請負契約によらないで自ら施工する者に変更した。ただし届出者の代理の者が届出書類の

提出手続を行うことは当然に許される。

② 解体等工事に係る調査及び説明等

特定粉じん排出等作業の実施の届出を行う前段階として、建築物等を解体し、改造し、又

は補修する作業を伴う建設工事解体の受注者及び解体等工事を請負契約によらないで自ら

施工する者は、当該解体等工事が特定工事に該当するか否かについて調査を行わなけれな

らないこととした。ただ、すべての建物等について調査を義務付けることをせず、アスベ

スト使用が全面的に禁止された 2006年 9月 1日以降に建築に着手された建物等については、
調査義務を課さないこととした。

 なお、この調査は、石綿障害予防規則にもとづく調査と兼用させてもかまわない。また、

調査の結果は、書面を交付して工事開始までに発注者に説明しなければならない。なお、

解体等工事本体と同様に、特定工事に該当するか否かの調査の実施に当たっても、解体等

工事の発注者の意向が大きく作用する。このため、当該調査が適切に実施されるよう、解

体等工事の発注者に、当該解体等工事の受注者が行う当該調査に要する費用を適正に負担

するなどの協力することを義務づけた。また、受注者等は、調査結果を工事現場に掲示板

を設けて掲示しなくてはならないこととした。

③ 報告徴収及び立入検査の対象拡大

都道府県知事等は、解体等工事の発注者若しくは受注者若しくは自主施工者に対し、解体

等工事に係る建築物等の状況等の報告を求め、又はその職員に、解体等工事に係る建築物

等若しくは解体等工事の現場に立ち入り、解体等工事に係る建築物等を検査させることが

できることとなった。これにより、特定工事に該当するかどうかが明らかでない段階での

立入検査ができることとした。

④ 作業基準の改正

特定粉じん排出等作業の実施の際、集じん・排気装置の不具合等を原因とする石綿の飛散

がないように、集じん・排気装置の設置が義務付けられている特定粉じん排出等作業につ

いて基準を改正した。具体的には、負圧管理の徹底、集じん・排気装置の稼働確認などが

その内容であり、確認の結果は内容を記録し、その記録を特定工事が終了するまでの間保

存させることとした。

 大気汚染防止法による規制は、一般環境への汚染物質の排出による健康影響や生活環境

への影響の防止を主な目的とする、そこで、これまでの工場・事業場からの特定粉じんに
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ついては、前述のように敷地境界線での基準を設定し、その遵守を求めてきた。この考え

方によれば、解体工事等によるアスベストの飛散防止についても、同様に、解体等の工事

現場と一般公衆の居住・生活・通行する場所との境界線での基準を定めることが本来の在

り方といえる。しかし、工場・事業場と解体等の現場とでは、敷地境界線の概念に大きな

差異があり、どこを基準の測定点とするべきかを客観的に決定することに困難があること、

また、特定工事であることが明らかであれば、労災の制度の観点からではあるが、作業現

場でのアスベスト飛散防止の措置が講じられており、その出口での規制をすることによっ

て、より現実的な一般環境への飛散防止も図ることができると考えられるところから、今

回の改正では、発想を大きく転換して、より発生源に近い場所での規制を行うこととした。

粉じんについては、ばい煙と異なり、排出口での規制という一律の方法をとることが困難

であって、構造基準などを柔軟に定める方法がとられてきたことからすれば、これもその

ような柔軟な規制方法と考えることができよう。

 ところで、改正前の大気汚染防止法は、アスベスト飛散防止の責任についてこれを専ら、

作業を行う事業者に負わせることとしていた。これは環境汚染の規制について、直接の原

因者に責任をおわせるという伝統的な考え方によっていたものといえる。そして、特定工

事の注文者に対して、作業基準の遵守を妨げるおそれのある工期や作業方法についての条

件を付さないよう配慮すべき義務を負わせていたが（18 条の 19）、これは強制力のないも
のであった。法改正の検討の中では、「お施主さま」の意向が大きいことがたびたび指摘さ

れており、注文者にも責任を負わせる必要があることが考えられた。この点は、同時期に

検討されていた、フロン類の環境中への排出規制の仕組みのうち、建物に据え付けられた

大型冷凍機器類の建物解体工事に伴う撤去の際にフロン類の適切な回収を図る必要がある

場合について、ここでも専ら、作業を行う事業者にのみ責任を負わせていて、注文者には

単なる協力の責務を負わせるにとどまっていることと共通する課題である。

 大気汚染防止法の改正では、この点について、解体等工事の作業を行う者が特定工事に

該当するかどうかの調査結果を、注文者に報告・説明する義務を負わせるとともに、特定

工事である場合にはその届出義務者を工事の注文者とすることによって、不適正な解体等

工事が行われないようにする責任の一端をおうべきものであることを、手続き面ではある

が、明らかにした。なお、旧 18 条の 19は、18条の 20となり、配慮すべき事項のうちに
工事費も含められたが、配慮義務という枠組みそのものは残された。しかし、この改正に

よってもなおも、不適正な工事が続くようであれば、次の段階では、注文者により直接的

な責任を負わせることも必要になるであろう（なお、フロン類の管理については、改正法

では、機器類の管理者の管理責任が新設されたので、解体工事の段階で、フロン類の存在

を知らなかったという事態をふせぐことができるようになったものの、解体工事に際する

注文者の直接的な責任が明文化されたわけではなく、問題は先送りとされている）。

 このほか、解体等の工事のうちには、短時日で終了してしまうものが少なくなく、不適

正な工事が発覚した段階では、すでにアスベストが飛散したのちであった、という事案が
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少なくないことも問題とされてきた。この点について、改正法では、特定工事の現場の建

物等への立ち入り調査しかできなかった旧法を改めて、特定工事に該当するかどうかが未

確定の段階から解体等工事現場への規制機関の立ち入り調査ができることとし、また、旧

法では施行者にのみ報告を求めることができなかったことを改めて、発注者、受注者への

報告の請求もできることとした。しかし、現在は数多い解体等工事についての情報が、ア

スベスト飛散の規制を行う担当部局に直接に届く仕組みがないことから、適時の立ち入り

調査が確実に行われる担保が十分でない。この点は、建物解体に伴う大型冷凍機器類から

のフロン類の漏洩防止についても同様である。今のところ建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律（建設リサイクル法）10条にもとづく床面積 80平方メートル以上の建物解
体工事に際する届出の情報が有用であるが、多くの自治体では、アスベスト規制の担当部

局とは別の部局が同法を所管しており、その利用についての法的な措置は講じられていな

い。解体工事に伴う共通の問題を考えるときには、手直しが必要である。

5 アスベスト廃棄物の取扱い

ところで、廃棄されたアスベストの取り扱いが適正に行われない場合には、さらに新た

な汚染源となる恐れがある。アスベストを含む産業廃棄物のうち、石綿建材除去事業に係

るもの及び大気汚染防止法上の特定粉じん発生施設が設置されている事業場から生じたも

の、飛散性の強いものは、特別管理産業廃棄物とされていて、それらの運搬ならびに処分

について、取扱いの資格や施設の特別許可を要するとされるほか、厳しい処理基準が定め

られている。これに対して、飛散性のない産業廃棄物、また、一般廃棄物として廃棄され

たものについては規制がなかったが、2006年から廃棄物処理及び清掃に関する法律施行令
改正により、重量の 0.1％を超えてアスベストを含有する石綿含有廃棄物については、特別
の処理基準を適用するものとされた。その主な内容は、飛散防止措置をとること、他の廃

棄物を区分して収集、運搬、積み替え、保管をすること、一定の場所で分散しないように

埋立処分し覆土することなどであり、このほかに一般廃棄物の場合は、中間処理について

集じん装置で確実にダスト処理をすべきこと、産業廃棄物については、溶融、無害化処理

による処分、中間処理としての破砕禁止が定められている。なお、アスベストを含む廃棄

物であっても、中間処理によって有害性を除去すれば、通常の廃棄物としての最終処分が

可能となる。そこで、アスベスト廃棄物の無害化促進のために、2006年の廃棄物処理及び
清掃に関する法律の改正により、認定をうけた無害化処理施設による処理について、処理

手続きが緩和された。現在の認定施設は、2 施設であり、2010 年から 2013 年までの認定
施設での処理量は、合計で廃石綿約 1180トンである。なお、同時期の飛散性アスベスト廃
棄物の量は、125520トンであり、コストの面での制約もあってか、無害化処理が十分に進
んでいるとはいえない状況にあることがわかる。
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耐火構造 防火構造 不燃材 耐火建築物 簡易耐火建築物 屋根
２条７号 ２条７号の２ ２条８号 ２条９号 ２条９号の２ ２条９号の３ ２２条

建築基準法（S25）

S25.5.24

「耐火構造」は「鉄筋コンク
リート造，れん瓦造等の構造
で政令で定める耐火性能を
有するものをいう。」と定めら
れた。

「防火構造」は「鉄網モルタル
塗，しつくい塗等の構造で政令
で定める防火性能を有するも
のをいう。」と定められた。

「不燃材料」の定義として「コン
クリート，れん瓦，瓦，石綿板，
鉄鋼，アルミニユーム，ガラ
ス，モルタル，しっくいその他こ
れに類する不燃性の建築材
料をいう。」と定めた。

「特定行政庁が防火地域及
び準防火地域以外の市街
地について・・・指定する区
域内においては，建築物の
屋根は，不燃材料で造り，
又はふかなければならな
い。」と定めた（当該指定区
域は「屋根不燃地域」と呼
ばれる。）

建築基準法施行令（S25）

S34改正建基法

※内装制限導入

「耐火建築物」と「簡易耐火建築物」の規定
を新設

「不燃材料」のほか，「準不燃
材料」及び「難燃材料」を規定
した。

「耐火建築物」とは，主要構
造部を耐火構造とした建築
物で，外壁の開口部で延焼
のおそれのある部分に政令
で定める構造の防火戸その
他の防火設備を有するもの
をいうと定義した。

「簡易耐火建築物」とは，耐火建
築物以外の建築物で，外壁を耐
火構造とし，かつ，屋根を不燃材
料で造り，若しくは葺き，政令で定
める防火性能を有する構造とした
もの又は主要構造部である柱及
びはりを不燃材料で，その他の主
要構造部を不燃材料若しくは政
令で定めるこれに準ずる材料で造
り，外壁の延焼のおそれのある部
分，屋根及び床を政令で定める
防火性能を有する構造としたもの
のいずれかに該当し，外壁の開口
部で延焼のおそれのある部分に
政令で定める構造の防火戸その
他の防火設備を有するものをいう
旨定義した。

「耐火建築物及び簡易耐火
建築物以外の建築物の屋
根は，不燃材料で造り，又
はふかなければならない。」
とした。

S34改正建基令

S38住指発第５８号

石綿スレート板張りは，亜鉛鉄板張り等とと
もに，建基法第２３条に規定する「土塗壁と
同等以上の延焼防止の効力を有する構造」
に該当する旨を通達し，石綿スレート板を屋
根不燃地域の木造建築物の外壁材として
位置付けた。

S39改正建基令

概要等

石綿に関連する建築基準法等改正の経過（H25.12.5首都圏建設アスベスト東京地裁判決の整理より）。
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耐火構造 防火構造 不燃材 耐火建築物 簡易耐火建築物 屋根
２条７号 ２条７号の２ ２条８号 ２条９号 ２条９号の２ ２条９号の３ ２２条

概要等

S39建設省告示第１６７５号
↓
S62建設省告示第１９２９号
により改正。

柱及び梁については鉄骨を吹付け石綿（か
さ比重が０．３以上のものに限る。）で覆うな
どしたものや，外壁のうち非耐力壁について
は石綿スレート又は石綿パーライト板を張る
などしたもの等を耐火構造として指定した。

S44住指発第３５２号「準不
燃材料及び難燃材料の指
定に関する建設省告示の
改正並びに防火材料認定
要領の改正について」

石綿スレート等の普遍的又は標準的な材料
に係る場合は，原則としてこれらの材料の一
般的基準について認定（通則的な認定）を
行うものとした上で、建設大臣は，昭和４４
年には，石綿スレートを不燃第１００１号に，
化粧石綿スレートを不燃第１００２号に認定
するなど，多くの石綿含有建材を，不燃材
料，準不燃材料，難燃材料へと個別に認定
していった。

S44住指発第２４４号「建築
基準法に基づく耐火構造の
指定の方法の改正につい
て」

石綿等の普遍的又は標準的な材料を加工
し，又は組み合わせた耐火構造に係る場合
は，原則として，通則的な指定を行うとする
ことで，石綿含有建材を使用した構造を耐
火構造として通則的に指定した。

S45改正建基法

「不燃材料」の定義のうち「石
綿板」が「石綿スレート」と改め
られたほか，例示以外の不燃
材料の具体的内容が政令に
委任された。

S45改正建基令

S46住指発第４８７号「土塗
壁と同等以上の延焼防止
の効力を有する構造につい
て」

判定基準を示した。その基準に該当するも
のとして「厚さ３．２mm以上の石綿スレートを
表面に張ったもの」を挙げている。

S49建設省住指発第６７０
号

上記（S46)の判定基準に該当するものとし
て，石綿セメントけい酸カルシウム板（８ｍｍ）
張り木造下地土塗壁同等構造（外壁）を認
定した。

S62改正建基法

S62建設省告示第１９２９号
S39建設省告示第１６７５号改正。吹付け石
綿を用いたものを耐火構造から削除され
た。

H４改正建基法

「準耐火構造」の規定を追
加し，その具体的内容を政
令に委任した。

「簡易耐火建築物」を廃止して
「準耐火建築物」を新設し，耐火
建築物以外の建築物で，主要構
造部を準耐火構造若しくは準耐
火構造及び耐火構造としたもの又
はこれと同等の耐火性能を有する
ものとして主要構造部の防火の措
置その他の事項について政令で
定める技術的基準に適合するも
のなどと定めた。

平成４年改正により，「簡易
耐火建築物」が「準耐火建
築物」に改められた。

H5改正建基令
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耐火構造 防火構造 不燃材 耐火建築物 簡易耐火建築物 屋根
２条７号 ２条７号の２ ２条８号 ２条９号 ２条９号の２ ２条９号の３ ２２条

概要等

H5建設省告示第１４５３号
「準耐火構造の指定」

「通常の火災時の加熱に４５分以上耐える
性能を有するもの」として，「外壁」に関し，石
綿スレートを張るなどしたもの等を指定した。

H10改正建基法

防火構造は，建築物の外壁又
は軒裏の構造のうち，防火性
能（建築物の周囲において発
生する通常の火災による延焼
を抑制するために当該外壁又
は軒裏に必要とされる性能）に
関して政令で定める技術的基
準に適合する鉄網モルタル
塗，しつくい塗その他の構造
で，建設大臣が定めた構造方
法を用いるもの又は建設大臣
の認定を受けたものをいうと定
められた。

「不燃材料」の定義が「建築材
料のうち，不燃性能（通常の火
災時における火熱により燃焼し
ないことその他の政令で定め
る性能をいう。）に関して政令
で定める技術的基準に適合す
るもので，建設大臣が定めたも
の又は建設大臣の認定を受け
たものをいう。」とされ，法律の
条文上は「石綿スレート」が明
記されなくなった。

平成１０年改正の性能規定
化により，屋根不燃地域の
「建築物の屋根の構造」は
「政令で定める技術的基準
に適合するもので，建設大
臣が定めた構造方法を用い
るもの又は建設大臣の認定
を受けたものとしなければな
らない。」とした。

H12建設省告示第１３５８号
「準耐火構造の構造方法を
定める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７２号により改正

壁の構造方法について，石綿スレートを張る
などしたもの等を定めた。

H12建設省告示１３５９号
「防火構造の構造方法を定
める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７３号により改正

建基令１０８条に掲げる技術的基準に適合
する耐力壁である外壁の構造方法として，
石綿スレートを張るなどしたもの等を指定し
た

H12建設省告示第１３６７号
↓
H16国土交通省告示第１１
７５号により改正

「準耐火建築物と同等の性能を有する建築
物等の屋根の構造方法」として，瓦又は石
綿スレートでふいたもの等を定めた

H12建設省告示第１３９９号
「耐火構造の構造方法を定
める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７７号により改正。

技術的基準に適合する非耐力壁である外
壁の延焼のおそれのある部分の構造方法に
ついて，石綿スレート板又は石綿パーライト
板を張るなどしたもの等を定めた。

H12建設省告示第１４００号
「不燃材料を定める件」
↓
H16国土交通省告示1178
により告示から石綿スレート

石綿スレートを，建基令１０８条の２の要件を
充たす不燃材料として定めた

H16国土交通省告示第１１
７８号

告示からも石綿スレートは削除された。

H16国土交通省告示第１１
７２号

H12建設省告示第１３５８号「準耐火構造の
構造方法を定める件」を改正。石綿含有建
材を使用したものを耐火構造及び準耐火構
造から削除した。

H16国土交通省告示第１１
７３号

H12建設省告示第１３５９号を改正し石綿
含有建材を使用した構造が削除された。

H16国土交通省告示第１１
７５号

H12建設省告示第１３６７号を改正し、石綿
スレートが削除された。

H16国土交通省告示第１１
７７号

H12建設省告示第１３９９号「耐火構造の構
造方法を定める件」を改正。石綿含有建材
を使用したものを耐火構造及び準耐火構造
から削除。

耐火構造及び準耐火構造は，それぞれ耐火性能（通常
の火災が終了するまでの間当該火災による建築物の倒壊
及び延焼を防止するために当該建築物の部分に必要とさ
れる性能）又は準耐火性能（通常の火災による延焼を抑
制するために当該建築物の部分に必要とされる性能）に
ついて政令で定める技術的基準に適合するもので，建設
大臣が定めた構造方法を用いるもの又は建設大臣の認
定を受けたものをいうとした。

（これを受けて、建設大臣は、多数の石綿含有建材を使
用した構造を、耐火構造として個別に指定した。）
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建築基準法（S25）

S25.5.24

建築基準法施行令（S25）

S34改正建基法

※内装制限導入

S34改正建基令

S38住指発第５８号

S39改正建基令

外壁 防火規定
２３条 ２４条 ２５条 ２６条 ２７条：特殊建築物 ３５条の２ ６１条 ６２条
屋根不燃地域内の木造建築物は「その
外壁のうち延焼のおそれのある部分を土
塗壁とし，又は延焼防止についてこれと
同等以上の効力を有する構造としなけ
ればならない」と定めた。

屋根不燃地域内にある木
造建築物等である特殊建
築物で，一定のものについ
て，「その外壁及び軒裏で
延焼のおそれのある部分を
防火構造としなければなら
ない。」とした。

延べ面積が１０００平方メートルを超
える建築物は，防火上有効な構造
の防火壁で有効に区画し，かつ，各
区画の床面積の合計をそれぞれ１０
００平方メートル以内としなければな
らないと定めたが，耐火建築物や簡
易耐火建築物（平成４年改正後は
準耐火建築物），主要構造部が不
燃材料で作られているもの等の一定
のもの（数次の改正によりその内容
は変更されている。）については，こ
の限りでないとした。

劇場，映画館，公会堂等，
病院，ホテル，共同住宅
等，学校，体育館等，百貨
店，キャバレー，カフェー等
の建築物で一定以上の規
模のもの等は「特殊建築
物」とされ，これらの特殊建
築物について「主要構造部
を耐火構造としなければな
らない」とした。

防火地域内の建築物につ
いては，原則として「延べ面
積が１００平方メートルをこ
える建築物の主要構造部
及びその他の建築物の外
壁は，耐火構造としなけれ
ばならない」と定められた。

準防火地域内の建築物については，原則
として「階数が３以上であり，又は延べ面
積が５００平方メートルをこえるものは，主
要構造部を耐火構造としなければならな
い。」（１項），「木造の建築物は，その外壁
及び軒裏で延焼のおそれのある部分を防
火構造としなければならない。」（２項）と定
められた。

特殊建築物等の内装制限（上記（２）ア
（ウ））を導入するに際し，「不燃材料」の
ほか，「準不燃材料」及び「難燃材料」を
規定した。

特殊建築物の一部のものに
つき耐火建築物としなけれ
ばならず，その余のものにつ
き耐火建築物又は簡易耐
火建築物（平成４年改正後
は準耐火建築物）としなけ
ればならないと規定した。

S34改正による内装制限導
入後に、更に改正がなさ
れ、特殊建築物のほか，階
数が３以上である建築物，
延べ面積が１０００平方メー
トルを超える建築物，火気
使用室（調理室，浴室等で
火を使用する設備・器具を
設けたもの）など（政令で定
めるものを除く。）について，
「政令で定めるものを除
き」，「政令で定める技術的
基準に従って」，「室内に面
する部分の仕上げを防火上
支障がないようにしなけれ
ばならない」と定めた。

「階数が３以上であり，又は
延べ面積が１００平方メート
ルをこえる建築物は耐火建
築物とし，その他の建築物
は耐火建築物又は簡易耐
火建築物としなければなら
ない」とした。

「地階を除く階数が４以上である建築物又
は延べ面積が１５００平方メートルを超える
建築物は耐火建築物とし，地階を除く階
数が３である建築物又は延べ面積が５００
平方メートルをこえ１５００平方メートル以
下の建築物は耐火建築物又は簡易耐火
建築物としなければならない。」（１項），
「木造の建築物は，その外壁及び軒裏で
延焼のおそれのある部分を防火構造とし，
これに附属する高さ２メートルをこえる門又
はへいで当該門又はへいが建築物の１階
であるとした場合に延焼のおそれのある部
分に該当する部分を不燃材料で造り，又
はおおわなければならない。」（２項）とし
た。

昭和３４年改正建基令１条５号及び６号
において，「準不燃材料」，「難燃材料」
は建設大臣が指定することとした。

石綿スレート板張りは，亜鉛鉄板張り等と
ともに，同条に規定する「土塗壁と同等
以上の延焼防止の効力を有する構造」
に該当する旨を通達し，石綿スレート板
を屋根不燃地域の木造建築物の外壁材
として位置付けた。
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S39建設省告示第１６７５号
↓
S62建設省告示第１９２９号
により改正。

S44住指発第３５２号「準不
燃材料及び難燃材料の指
定に関する建設省告示の
改正並びに防火材料認定
要領の改正について」

S44住指発第２４４号「建築
基準法に基づく耐火構造の
指定の方法の改正につい
て」

S45改正建基法

S45改正建基令

S46住指発第４８７号「土塗
壁と同等以上の延焼防止
の効力を有する構造につい
て」

S49建設省住指発第６７０
号

S62改正建基法

S62建設省告示第１９２９号

H４改正建基法

H5改正建基令

外壁 防火規定
２３条 ２４条 ２５条 ２６条 ２７条：特殊建築物 ３５条の２ ６１条 ６２条

昭和４５年改正建基法により，「不燃材
料」の定義のうち「石綿板」が「石綿ス
レート」と改められたほか，例示以外の不
燃材料の具体的内容が政令に委任され
た。

外壁の延焼防止の効力を有する構造に
ついての判定基準。

「地階を除く階数が３である建築物」につい
ては，外壁の開口部の構造等について防
火上必要な政令で定める技術的基準に
適合する建築物でもよいこととした。

平成４年改正により，「準耐火建築物」に
ついては除外された。

「準耐火建築物」については
除外

「簡易耐火建築物」が「準耐
火建築物」に変更されてい
る。

「簡易耐火建築物」は，「準耐火建築物」
に改められた。
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H5建設省告示第１４５３号
「準耐火構造の指定」

H10改正建基法

H12建設省告示第１３５８号
「準耐火構造の構造方法を
定める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７２号により改正
H12建設省告示１３５９号
「防火構造の構造方法を定
める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７３号により改正
H12建設省告示第１３６７号
↓
H16国土交通省告示第１１
７５号により改正
H12建設省告示第１３９９号
「耐火構造の構造方法を定
める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７７号により改正。
H12建設省告示第１４００号
「不燃材料を定める件」
↓
H16国土交通省告示1178
により告示から石綿スレート
H16国土交通省告示第１１
７８号

H16国土交通省告示第１１
７２号

H16国土交通省告示第１１
７３号

H16国土交通省告示第１１
７５号

H16国土交通省告示第１１
７７号

外壁 防火規定
２３条 ２４条 ２５条 ２６条 ２７条：特殊建築物 ３５条の２ ６１条 ６２条

H10改正以前の建基法２５
条は、延べ面積が１０００平
方メートルを超える木造建
築物等は，「その外壁及び
軒裏で延焼のおそれのある
部分を防火構造とし，その
屋根を不燃材料で造り，又
はふかなければならない。」
と定め，防火構造，不燃材
料の採用を義務付けた。
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建築基準法（S25）

S25.5.24

建築基準法施行令（S25）

S34改正建基法

※内装制限導入

S34改正建基令

S38住指発第５８号

S39改正建基令

６３条 ６５条 ６６条 建基令１条 建基令１０７条 建基令１０７条の２ 建基令１０８条 建基令１０８条の２
「防火地域又は準防火地域
内においては，建築物の屋
根で耐火構造でないもの
は，不燃材料で造り，又は
ふかなければならない」と定
められた。

「防火地域又は準防火地域
にある建築物で，外壁が耐
火構造のものについては，
その外壁を隣地境界線に
接して設けることができる」と
定め，民法２３４条１項（境
界線から５０ｃｍ以上離さな
ければならない）の例外を
認めた。

防火地域内にある看板等
で，建築物の屋上に設ける
もの又は高さ３メートルをこ
えるものは，その主要な部
分を不燃材料で造り，又は
おおわなければならないとし
た。

１項１号ないし６号において耐火性能の
内容が具体的に定められたほか，同項
７号においては，建設大臣が国家消防
庁長官の意見を聴いてこれらと同等以
上の耐火性能を有すると認めて指定す
るものとした。

「準不燃材料」，「難燃材
料」は建設大臣が指定する
こととした。

１項３号は，屋根に関し，瓦
又は石綿スレートで葺いたも
のを防火構造として定めた
ほか，１項４号は，建設大臣
が国家消防本部長の意見
を聴いて，これらと同等以
上の防火性能を有すると認
めて指定するものをも防火
構造とすることとした。

１号において建築物の部分（壁，柱，
床，はり及び屋根）と建築物の階に応じ
て，耐火時間（３０分，１時間，２時間，３
時間）ごとに必要な耐火性能を定め，具
体的な構造は建設大臣の指定に委ね，
また，同項２号は，階数が３以下で延べ
面積が１０００立方メートル以下の建築
物における壁，柱，床及び梁にあって
は，１号に掲げるものを除くほか，建設大
臣が指定するもの，同項３号は，階段に
あっては，鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄
筋コンクリート造等のほか，建設大臣が，
これらと同等以上の耐火性能を有すると
認めて指定するものとした。

２号において、間柱若しくは
下地を不燃材料以外の材
料で造った壁，根太若しくは
下地を不燃材料以外の材
料で造った床又は軒裏に関
して，石綿スレートを張った
ものなどを追加して定めた。
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S39建設省告示第１６７５号
↓
S62建設省告示第１９２９号
により改正。

S44住指発第３５２号「準不
燃材料及び難燃材料の指
定に関する建設省告示の
改正並びに防火材料認定
要領の改正について」

S44住指発第２４４号「建築
基準法に基づく耐火構造の
指定の方法の改正につい
て」

S45改正建基法

S45改正建基令

S46住指発第４８７号「土塗
壁と同等以上の延焼防止
の効力を有する構造につい
て」

S49建設省住指発第６７０
号

S62改正建基法

S62建設省告示第１９２９号

H４改正建基法

H5改正建基令

６３条 ６５条 ６６条 建基令１条 建基令１０７条 建基令１０７条の２ 建基令１０８条 建基令１０８条の２

燃焼せず，かつ，防火上有
害な変形，溶融，き裂その
他の損傷を生じないこと，防
火上，有害な煙又はガスを
発生しないことなどの性能を
有すると認めて建設大臣が
指定するものを「不燃材料」
とすることとした。

「耐火構造又は準耐火構造
でないものは」，不燃材料で
造り，又はふかなければなら
ないとされた。

建築物の部分ごとに耐熱時
間に応じて定められた耐火
性能を有すると認められる
ものを，建設大臣が準耐火
構造として指定する旨を定
めた
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H5建設省告示第１４５３号
「準耐火構造の指定」

H10改正建基法

H12建設省告示第１３５８号
「準耐火構造の構造方法を
定める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７２号により改正
H12建設省告示１３５９号
「防火構造の構造方法を定
める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７３号により改正
H12建設省告示第１３６７号
↓
H16国土交通省告示第１１
７５号により改正
H12建設省告示第１３９９号
「耐火構造の構造方法を定
める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７７号により改正。
H12建設省告示第１４００号
「不燃材料を定める件」
↓
H16国土交通省告示1178
により告示から石綿スレート
H16国土交通省告示第１１
７８号

H16国土交通省告示第１１
７２号

H16国土交通省告示第１１
７３号

H16国土交通省告示第１１
７５号

H16国土交通省告示第１１
７７号

６３条 ６５条 ６６条 建基令１条 建基令１０７条 建基令１０７条の２ 建基令１０８条 建基令１０８条の２

平成１０年改正により性能
規定化され，「防火地域又
は準防火地域内の建築物
の屋根の構造」は，政令で
定める技術的基準に適合
するもので，建設大臣が定
めた構造方法を用いるもの
又は建設大臣の認定を受
けたものとしなければならな
いとした。

建基令１０８条に掲げる技
術的基準に適合する耐力
壁である外壁の構造方法と
して，石綿スレートを張るな
どしたもの等を指定した

石綿スレートを，建基令１０
８条の２の要件を充たす不
燃材料として定めた
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建築基準法（S25）

S25.5.24

建築基準法施行令（S25）

S34改正建基法

※内装制限導入

S34改正建基令

S38住指発第５８号

S39改正建基令

建基令１０９条、同２、３ 建基令１１３条 建基令１２９条

「防火壁」は耐火構造としな
ければならないとした。

（建基法３５の２）
建物の種類に応じて，室内に面
する部分の仕上げを，「準不燃材
料」，「難燃材料」ないしこれらに
準ずる材料の組み合わせでしな
ければならないと定めた。

１０９条は「防火戸その他の防火設備」につ
いて、１０９条の２は，「簡易耐火建築物の
屋根等の構造」について規定し，その中で，
不燃材料で造り，又はふくものや，屋根の所
定の部分を耐火構造又は防火構造としたも
のを規定するなどした。
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S39建設省告示第１６７５号
↓
S62建設省告示第１９２９号
により改正。

S44住指発第３５２号「準不
燃材料及び難燃材料の指
定に関する建設省告示の
改正並びに防火材料認定
要領の改正について」

S44住指発第２４４号「建築
基準法に基づく耐火構造の
指定の方法の改正につい
て」

S45改正建基法

S45改正建基令

S46住指発第４８７号「土塗
壁と同等以上の延焼防止
の効力を有する構造につい
て」

S49建設省住指発第６７０
号

S62改正建基法

S62建設省告示第１９２９号

H４改正建基法

H5改正建基令

建基令１０９条、同２、３ 建基令１１３条 建基令１２９条

１０９条の３は，「主要構造部を準耐火構造
等とした建築物と同等の耐火性能を有する
建築物の技術的基準」を定め，「耐火構
造，準耐火構造又は防火構造であること」
や「不燃材料」を使用した構造を規定した。
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H5建設省告示第１４５３号
「準耐火構造の指定」

H10改正建基法

H12建設省告示第１３５８号
「準耐火構造の構造方法を
定める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７２号により改正
H12建設省告示１３５９号
「防火構造の構造方法を定
める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７３号により改正
H12建設省告示第１３６７号
↓
H16国土交通省告示第１１
７５号により改正
H12建設省告示第１３９９号
「耐火構造の構造方法を定
める件」
↓
H16国土交通省告示第１１
７７号により改正。
H12建設省告示第１４００号
「不燃材料を定める件」
↓
H16国土交通省告示1178
により告示から石綿スレート
H16国土交通省告示第１１
７８号

H16国土交通省告示第１１
７２号

H16国土交通省告示第１１
７３号

H16国土交通省告示第１１
７５号

H16国土交通省告示第１１
７７号

建基令１０９条、同２、３ 建基令１１３条 建基令１２９条
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おわりに

 アスベストは昭和５０年まで吹き付け材として使用され、その後も成形板等として多く

の建物の壁や天井等に使用されてきました。これらの建物は、築後長い年月を経た後は、

建て替えあるいはリノベーションが予定されます。

アスベストは非常に細かく飛散すると広く拡散し、また閾値がないため少量の暴露でも

中皮腫や肺がんとなる危険性があります。少しのアスベストによっても、将来健康被害が

発生するおそれがあるのです。アスベストを使用した建物の建て替えやリノベーションを

行う際には、アスベストを飛散させないようにするにはどうすればよいかが課題となりま

す。

昨今の法改正によって、レベル１やレベル２の飛散しやすいアスベストを使用した建物

の解体について、除去や封じ込め、囲い込みについては法が整備され、また、特定粉じん

排出等の作業の届出義務者が発注者責任となったこと、解体等工事に係る調査や説明が義

務づけられたこと、都道府県知事等の報告徴収・立入検査の対象が拡大されたこと等の改

正が行われました。これらの改正は多くの方のご尽力によって成し遂げられた成果です。

しかし、実際の解体現場でのアスベスト対策は未だ完全とはいえません。適切な調査や正

しい情報の開示を行わない業者もおり、また、必ずしも適切な解体作業が行われていない

こともあります。適切な解体工事が行われているか、国民一人一人が監視するとともに、

行政庁も危険な解体工事を厳しく監視・規制することが必要です。そして、将来的にはア

スベストに関する複雑な法制度を整備していく必要があると考えます。

 健康を害されず平穏に生活することは国民の権利であり、なによりも反故されなければ

なりません。学校パニック、久保田ショックによって、アスベストは多くの人に認識され

るようになりました。そして、アスベスト製品の製造を行っていた元労働者の健康被害に

ついて國の責任を認めた平成２６年１０月９日の最高裁判決も記憶に新しいところです。

しかし、建物の解体についての規制や、解体工事についてどのような点を確認すべきかに

ついて、現在の法制度は複雑であり、一見して理解することは困難です。本シンポジウム

が、現在の制度や現状の整理や、これからの法改正、アスベスト対策についての議論の一

助となれば、嬉しく思います。

 最後に、本シンポジウムにてご講演頂きました、外山尚紀先生、島田啓三先生、浅野直

人先生、また、ご参加頂きました皆様に心より感謝を申し上げます。

公害・環境特別委員会

委員 津 村 八 江
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